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 １ 地域福祉の推進とセーフティネット機能の強化 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 民間社会福祉施設整

備資金利子補助 
 

(昭和 41 年度) 

 

千円 
  20,400 

 
(県 単) 

 

 
民間社会福祉施設 

 

 
 民間社会福祉施設に対し、福祉医療機構か
ら借り入れた施設整備資金の返済利息の一部
を補助する。 
○補助額：利率 1.5％又は利息の 2/3(介護保

険・自立支援法関連施設は 1/2)の低い方。 
ただし、借入 500,000 千円を限度。 

※平成 21 年度以降の新規整備事業は対象外 

2 社会福祉施設等退職
手当共済事業給付費 
補助 

 
(昭和 39 年度) 

534,021 
 

(県 単) 

 

福祉医療機構  福祉医療機構が実施する、民間社会福祉施
設職員等退職手当共済の給付費の一部を補助
する。（47,200 円/人） 
○負担割合 
 国、県及び施設経営者が各々1/3 

3 地域見守り支援事業 
 

(平成 25 年度) 

－ 

 

協定締結事業者  支援を必要とする方の情報を地域で把握す
ることが困難ななか、民間事業者・団体から各
市町村窓口に情報提供する体制を構築し、適
切な支援につなげていく。 
○協定締結事業者数 24 社･5 団体 

4 県社会福祉総合セン
ター運営 

 
(平成 10 年度) 

 

 

120,925 
 

(県 単) 
 

(指定管理料118,686) 

県 
（指定管理者） 

 本県社会福祉事業の拠点施設として、県社
会福祉総合センターを運営し、県民の交流促
進、情報提供、人材確保・養成・資質向上及び
民間社会福祉活動の推進を図る。 
・入居団体：県社会福祉協議会など 28 団体 
・会議室等：会議室(11 室)･ホール･体育室 
※指定管理者 県社会福祉事業団及び県ﾋﾞﾙﾒ

ﾝﾃﾅﾝｽ協同組合の共同体 
※指定期間 R4.4.1～R9.3.31 

5 民生委員児童委員研
修会委託 

 
(平成３年度) 

1,718 
 

(国 1/2 等) 

県 
（委託） 

 民生委員・児童委員の資質向上に必要な各
種研修を県社会福祉協議会に委託して実施す
る。 
※委託先 県社会福祉協議会 

6 民生委員児童委員協
議会運営費補助 

 
(昭和 43 年度) 

 

 

202,465 
 

(県 単) 

県民生委員児童
委員協議会 
(以下「民児協」) 

 活動の強化及び民生委員・児童委員活動の
一層の推進を図るため、民児協に対し、その活
動経費等を補助する（中核市分を除く）。 
○対象経費 
 ・地区民児協運営費     
 ・民生委員児童委員活動費  
 ・地区民児協会長活動費    
 ・県民児協運営費等    

7 日常生活自立支援事
業 

 
(平成 11 年度) 

117,309 
(国 1/2 等) 

県社会福祉協議会  認知症高齢者や知的障害者など、判断能力
が十分ではない方に対し、福祉サービスの利
用援助や日常的な金銭管理等を行い、地域で
の自立した生活を支援する。 
○市町村民税非課税世帯への助成負担割合 
 県・県社協が各 1/4、市町村 1/2 

8 福祉サービス苦情解
決事業 

 
(平成 12 年度) 

7,817 
 

(国 1/2) 

県社会福祉協議会  福祉サービスに関する利用者等からの苦情
を適切に解決するため、「運営適正化委員会」
を県社会福祉協議会に設置し、福祉サービス
の適切な利用又は提供を支援する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
9 福祉サービス第三者
評価事業 

 
(平成 16 年度) 

千円 
6,507 

        
(県  単) 

 
県社会福祉協議会 

  
 社会福祉施設等で実施される事業につい
て、第三者機関が、公正・中立な立場から、専
門的かつ客観的な視点で評価し、その結果を
公表することにより、福祉サービスの質の向
上を図るとともに、利用者のサービス選択に
役立つ情報を提供する。 

10 ボランティア活動推
進 

 
(平成６年度) 

10,646 
 

(国 1/2) 

県社会福祉協議会  地域社会における様々な課題のうち、既存
の制度では充足できない課題の解決を図るた
め、ボランティア活動や「ふれあいいきいきサ
ロン」の活動を推進する取組等を支援する。 

11 県社会福祉大会 
 

（昭和 25 年度） 

487 
 

(県 単) 

県、県社会福祉
協議会ほか 

 長年にわたり本県社会福祉の発展に功績が
あった方々の顕彰を行うことを通じて、本県
地域福祉の更なる充実・発展を図る。 

12 小規模社会福祉法人
等協働推進 

 
(平成 30 年度) 

4,000 
 
（国 10/10） 

小規模な社会福
祉法人を含む団
体 

 小規模法人等がネットワークを形成して協
働で行う地域貢献等の取組を支援する。 
○補助基準額 
1,000 千円/団体 

13 包括的支援体制整備
促進 

 
(令和元年度・ 
令和５年度) 

17,854 
 

(県単等) 

県 
（一部委託） 

 地域共生社会の実現に向け、市町村におけ
る包括的な支援体制の整備を促進するための
研修会等を開催する。 
 また、包括的な支援体制の整備を支援する
ため創設された重層的支援体制整備事業に係
る経費について、県負担分を実施市町村に交
付する。 
※一部委託先 県社会福祉協議会 

14 成年後見制度 24,036   

 (1)成年後見制度利 
用促進  

 
 

(平成 30 年度) 

19,043 
 

(基金) 

県 
（一部委託） 

 成年後見制度の利用促進に向けた取組を一
体的に行うセンターを設置し、市町村職員等
を対象にした研修会等の開催、アドバイザー
派遣や法人後見立ち上げ支援を実施し、市町
村の権利擁護支援体制の整備を推進する。 
※一部委託先 県社会福祉協議会 

 (2)市民後見推進事業 
 

（平成 23 年度） 

4,993 
 

(基金) 

市町村 

 

 各地域における高齢者権利擁護体制の整備
を推進するため、市町村が実施する市民後見
人養成研修等の取組に対し助成を行う。 

15 地域生活定着支援
センター運営委託 

 
(平成 22 年度) 

38,500 
 

(国 3/4) 

県 
（委託） 

 

 高齢や障害等の理由により支援が必要な矯
正施設退所者等及び被疑者等に対し、身体の
拘束が解かれた後、直ちに福祉サービス等が
受けられるよう、司法と連携して社会復帰を
支援する。 
※委託先 はるな郷 

16 生活福祉資金貸付
事業費補助 

9,444 
 

(国 1/2) 

県社会福祉協議会  生活福祉資金貸付事業の円滑な運営と適正
な実施を図るため、県社会福祉協議会に対し、
事務費等を補助する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 
事   業   概   要 

 
17 住居確保給付金 
 

（平成 27 年度） 

千円 
15,648 

 
(国 3/4) 

県 
 

離職、廃業又は休業等による収入減少によ

り、経済的に困窮し、住宅を失った方や住宅を

失うおそれのある方に対し、家賃相当分の給

付金を支給することにより、住宅の確保と就

職に向けた支援を行う。 

18 生活困窮者自立支援 51,844 
  

 
(1)自立相談支援事業 

 
(平成 27 年度) 

51,705 
 

(国 3/4) 

県 
（委託） 

 生活困窮者に対して、自立のための相談支
援を行う。 
※委託先 県社会福祉協議会 

 
(2)自立支援従事者養

成研修 
 

(令和元年度) 

139 
 

(国 1/2) 

県 
 

 

  自立相談支援事業等の従事者を対象に、知
識や支援技術の向上を図るための研修を実施
する。 

19 生活困窮者一時生
活支援事業 

 
（平成 29 年度） 

783 
 

(国 2/3) 

県 
（委託） 

家賃の滞納等で住居からの退去を余儀なく 
された方に対し、次の住まいが見つかるまで
の間、社会福祉施設等の空き室を活用した一
時的な居住場所を提供する。 
※委託先 ぐんま生活困窮者自立支援コンソ

ーシアム 
20 生活困窮者就労準

備・家計改善支援事
業 

 
（令和３年度） 

19,440 
 

(国 2/3) 

県 
（委託） 

 

 就労準備が整わない生活困窮者や被保護者
に対し、一般就労に向けた準備を支援する就
労準備支援事業と、家計に問題を抱える生活
困窮者や被保護者からの相談に対応する家計
改善支援事業を、県と市の広域により実施す
る。 
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２ 健康福祉行政の総合的推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 県福祉プラン推進 
 

(平成 27 年度) 

千円 
383 

 
(県 単) 

 
県 

 
県の福祉分野における最上位計画「群馬県

福祉プラン」の点検・評価等を行い、着実な推
進を図る。 

2 災害福祉支援ネット
ワーク構築推進事業 

 
(平成 26 年度) 

6,800 
 

(県単等) 

県社会福祉協議会 大規模災害時に要配慮者の二次的な被害を
最小限とするため、施設や避難所において継
続して支援を受けられるよう、県社会福祉協
議会に専任職員を配置するなど、災害時の福
祉的支援体制を整備する。 

3 介護施設等防災 
リーダー養成支援 

 
  （令和５年度） 

3,850 
 

（基 金） 

県 
（委託） 

 発災時における介護施設等利用者の安全確
保を図るため、介護施設等職員向け防災に関
する研修会を開催するほか、電話相談窓口を
設置し、介護施設等職員の防災知識の習得・向
上を支援する。 
※委託先 県社会福祉協議会 

4 災害時要配慮者対策 
 

(令和４年度) 

1,500 
 

(県 単) 

県 
（一部委託） 

市町村や関係機関、地域住民等を対象に個
別避難計画作成の意義や制度概要等の基本事
項を広く周知するセミナーを開催するほか、
福祉専門職等を対象とした個別避難計画策定
研修会を開催するなど、市町村の取組を支援
する。 
※一部委託先 県社会福祉協議会 

5 災害時健康危機管理
体制推進 

 
(平成 29 年度) 

205 
 

（県 単） 

県 大規模災害時に被災者の二次的な健康被害
を最小限とするため、研修会やマニュアルの
作成など、災害時健康危機管理に関する体制
整備を推進する。 

6 保健福祉事務所運営 
 

(平成 11 年度) 

60,865 
 

(県 単) 

県 

 

 県保健福祉行政における相談窓口や地域中
核センターの役割を担う保健福祉事務所(10
か所)を運営する。 

7 新型コロナウイルス
感染症対策に係る保
健所感染症業務の
ICT 化  

 
(令和２年度) 

        1,186 
 

（県 単） 

県  保健所（保健福祉事務所）等にタブレット端
末を配置し、感染症業務への迅速な対応と業
務の効率化を図る。 

 

8 健康福祉部指定管理
者評価委員会 

 
(平成 21 年度) 

601 
 

(県 単) 

県 
 

 

 指定管理者制度の導入施設について、管理
運営状況を客観的な立場から評価するための
委員会を運営する。 

9  保健福祉統計 
 

(昭和 22 年度) 

9,032 
 

(国 10/10) 

県 
 

 

  健康福祉行政の基礎資料を得ることを目的
に、人口動態調査、国民生活基礎調査及び病院
報告など各種保健福祉統計調査を実施する。 
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３ 生活保護制度の適切な運営 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 生活保護 

千円 
3,059,207   

 
(1)生活保護費 

 
(昭和 25 年度) 

3,056,697 
 

 生活に困窮する県民に対し、困窮の程度に
応じ必要な保護を行い、最低限度の生活を保
障するとともに、その自立を助長する。 

  
県 分 

 

2,872,802 
 

(国 3/4 等) 

県 

 

 県保健福祉事務所管内の被保護者に支給す
る保護費等及び被支援者に支給する支援給付
費 

  
市 分 

   
183,895 

 
(県 単) 

県 

 

市福祉事務所（中核市を除く。）管内におけ
る住居不明の被保護者に対する保護費の 1/4
を負担する。(生活保護法第 73 条) 

 
(2)行旅病人及び行旅

死亡人等取扱 
 

(明治 32 年度) 

2,510 
 

(県 単) 

市町村 
（中 核 市 を 除 く） 

 救護者のいない行旅病人及び引取者のいな
い行旅死亡人等を取り扱った市町村に対し、
その取扱経費を支弁する。 

2 生活保護実施 
 

(昭和 25 年度) 

79,777 

 
  

 
県 分 

        
  

79,577 
 

(県単等) 

県 
 

 

 

 県庁及び県保健福祉事務所において、生活
保護及び支援給付等業務を実施する。 
（内訳） 
・施行事務監査、生活保護関係職員研修、診 
療報酬明細書等点検、自立支援事業、保護施設
等施設整備費補助 等 

 
市 分 

        
200 

 
(国 10/10) 

市  ホームレス実態調査を委託により実施す
る。 

 

４ 福祉分野における人材確保 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 介護人材確保対策会

議 
 

（平成 19 年度） 

千円 
200 

 
(基 金) 

 
県 

 

  
介護人材確保対策会議を開催し、関係団体

や関係行政機関等が情報を共有し、緊密な連
携を図りながら人材確保対策を展開する。 

2 外国人介護福祉士候
補者受入施設学習支 
援 

 
（平成 22 年度） 

1,240 
 

(基 金) 

介護サービス事業者 
 

 

 経済連携協定（EPA）等に基づき外国人介護
福祉士候補者を受け入れた施設に対し、日本
語学習や介護分野の専門学習に要する経費を
補助する。 
○補助率 10/10 

3 児童・生徒向け動画
の作成 

 
(平成 21 年度) 

293 
 

(基 金) 

県 
 

 

 将来の介護を担う年代である小中高生等を
対象として、介護に関する動画を作成し発信
する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
4 介護福祉士修学資金

等貸付 
 

(平成 27 年度) 

千円 
172,801 

 
(国 9/10 等) 

 

 
県社会福祉協議会

  
介護職を目指す学生の増加と卒業後の介護現
場への就労・定着を促進するための「修学資
金」、潜在介護人材の呼び戻しのための「再就
職準備金」や新たな人材を確保するための「介
護分野就職支援金」の貸付を実施するため、県
社会福祉協議会に貸付原資を補助する。 
○補助率 10/10 
 

5 外国人介護人材受入
準備講座 

 
(平成 28 年度) 

156 
 

(基 金) 

県 

 

 外国人介護人材の受入れを希望する事業者
を対象として、受入制度や受入事例などに関
する動画を作成し発信する。 

 
6 介護人材参入促進事

業 
 

(平成 21 年度) 

 
9,050 

 
(基 金) 

 
関係団体 

養成施設等 

 

 
 介護人材の新規参入を促進するため、中高
生やその保護者、留学生等を対象にした進路
相談や職場訪問、職場体験等に要する経費を
補助する。 
○補助率 10/10 

7 介護未経験者等講習
支援 

 
(平成 26 年度) 

800 
 

(基 金) 
 

関係団体 
養成施設等 

 

 

 介護人材の新規参入を促進するため、介護
未経験者等を対象に関係団体等が実施する、
職場体験等を含む研修等に要する経費を補助
する。 
○補助率 10/10 

8 学生等就職支援事業 
 

（平成 30 年度） 

400 
 

(基 金) 

関係団体 
養成施設等 

 

 介護福祉士養成施設の学生と介護施設・事
業所の円滑なマッチングを図るため、関係団
体等が実施する学生向けセミナー及び就職面
接会開催に要する経費を補助する。 
○補助率 3/4 

9 介護実習支援事業 
 

（平成 27 年度） 

225 
 

(基 金) 

関係団体 
養成施設等 

 

 介護福祉士養成施設の学生が受講する、介
護施設・事業所での介護実習を円滑に実施す
るため、関係団体等が行う調査や研修等に要
する経費を補助する。 
○補助率 3/4 

10 介護助手養成支援事
業 

 
(平成 28 年度) 

851 
 

(基 金) 
 

関係団体等 
 

 

 地域の「元気高齢者」等に介護に係る補助的
業務や周辺業務を担ってもらえるよう、関係
団体が「介護助手」を養成するための経費を補
助する。 
○補助率 3/4 

11 介護に関する入門的
研修支援事業 

 
 (令和元年度) 

3,812 
 

(基 金) 
 

県（委託） 
市町村 

 中高年齢者等の介護未経験者が介護職や介
護ボランティアに参入しやすくなるよう、市
町村が実施する受入促進セミナーや入門的研
修の実施及び施設等とのマッチングに要する
経費を補助するとともに、入門的研修を実施
する企業等に県が講師を派遣する。 
○補助率 10/10 

12 介護職員初任者研修
支援事業 

 
（令和２年度） 

2,380 
 

(基 金) 

市町村 
 
 

  介護職員初任者研修の実施に要する経費や
介護職員初任者研修受講者に対する受講料の
補助に要する経費を市町村に対して補助す
る。 
○補助率 1/2 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
13 外国人留学生への奨

学金支給支援事業 
 

（令和２年度） 

千円 
6,800 

 
(基 金) 

 
介護サービス事業者 

   
学費や居住費の支援を目的として外国人留

学生に支給する奨学金に要する経費を介護サ
ービス事業者に対して補助する。 
○補助率 1/3 
 

14 外国人介護人材受入
施設等環境整備事
業 

 
（令和２年度） 

9,000 
 

(基 金) 

介護サービス事業者
養成施設 

 

  外国人介護人材を受入れる介護サービス事
業者に対し、翻訳機の導入、生活面のサポート
や学習支援等に要する経費を補助するととも
に、介護福祉士養成施設に対し、留学生に教育
・指導を行う教員の質の向上に資する研修等
に要する経費を補助する。 
○補助率 2/3 

15 外国人介護人材マ
ッチング支援事業 

 
(令和５年度) 

6,669 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 

 介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人
材と県内の介護福祉士養成校等とのマッチン
グを支援し、介護分野における質の高い外国
人材の受入を促進する。 

16 介護業雇用管理等相
談援助事業（ぐんま
介護人材育成制度
分含む。） 

 
(平成 27 年度) 

11,595 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 介護施設・事業所に専門家派遣等により施
設等の課題解決を支援するとともに、「ぐんま
介護人材育成宣言」について、制度の普及と円
滑な実施のためのスタートアップセミナーや
アドバイザーによる相談援助を実施する。 
また、働きやすい・働きがいのある職場づく

りに関する一定の基準を満たした介護サービ
ス事業者を認証する。 
※委託先 介護労働安定センター群馬支部 

17 介護分野技能実習生
等日本語研修 

 
(令和３年度) 

2,231 
 

(基 金) 

県 
 

 

「技能実習生」及び「特定技能」の在留資格
により就労する外国人に対し、介護技能と日
本語能力の更なる向上を目指すための研修を
実施する。 

18 介護ロボット等導入
支援事業 

 
（平成 27 年度） 

84,000 
 

(基 金) 
 

介護サービス事業者  介護職員の負担を軽減し、業務の効率化を
図るため、介護サービス事業者に対し、介護施
設等への介護ロボットや ICT の導入に要する
経費を補助する。 
○補助率 1/2、3/4 

19 介護職員に対する悩
み相談窓口設置事
業 

 
（令和２年度） 

3,195 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 

  介護職員から職場の悩み等に関する相談を
受け付ける「介護職員相談サポートセンター」
を運営する。 
※委託先 県社会福祉協議会 

20 県ホームヘルパー
協議会研修会補助 

 
（昭和 52 年度） 

1,678 
 

（基 金） 

県ホームヘルパー
協議会 

ホームヘルパーの資質向上を図るため、各
種研修会の開催に要する経費を補助する。 
○補助率 10/10 

21 現任介護職員キャリ
アアップ支援 

 
（平成 21 年度） 

8,000 
 

(基 金) 

関係団体 
養成施設等 

 

  関係団体や介護福祉士養成施設等が実施す
る、介護職員のキャリアアップや資質向上を
図るための研修に要する経費を補助する。 
○補助率  10/10 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
22 代替職員の確保によ

る研修等支援 
 

(平成 25 年度) 

千円 
2,000 

 
(基 金) 

 

 
介護サービス事業者 

 

 
 介護サービス事業者に対し、介護職員等に
研修等を受講させる場合に必要となる代替職
員の任用に要する経費を補助する。 
○補助率 3/4 
 

23 認知症ケア研修事
業 

 
(平成 27 年度) 

888 
 

(基 金) 
 

関係団体 
養成施設等 

 

 介護施設・事業所の管理者等を対象に実施
する、認知症高齢者に対する介護サービスの
質の向上を図るための各種研修等に必要な経
費を補助する。 
○補助率 3/4 

 

５ 福祉研修等実施  

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 ぐんま認定介護福祉

士養成事業 
 

(平成 20 年度) 

千円 
10,743 

 
(基 金) 

 
県 

（委託） 

 
 介護福祉士が意欲を持って働き続けられる
よう、介護現場の組織運営能力や技術等を有
する介護福祉士を養成し認定する、本県独自
のキャリアアップ制度「ぐんま認定介護福祉
士養成研修」を実施する。 
※委託先 県社会福祉事業団 

2 認知症介護指導者養
成 

 
(平成 13 年度) 

10,059 
 

(県単等) 

県 
（委託） 

 

 認知症高齢者の介護実務者及びその指導的
立場にある者を対象に、実践的な研修を実施
し、認知症介護の専門職員を養成する。 
※委託先 県社会福祉事業団 

3 介護知識・技術普及
啓発 

 
(平成 10 年度) 

3,508 
  

(基金等) 

県 
（委託） 

 

 福祉・医療関係者等を対象に研修を実施し、
高齢者介護に関する知識・技術の普及を図る。 
※委託先 県社会福祉事業団 

4 喀痰吸引等研修事業 
 

(平成 23 年度) 

1,606 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 

 たんの吸引等の医療的ケアを行う介護職員
を養成するため、喀痰吸引等指導者講習を実
施し、指導者となる看護師等を養成する。 
※委託先 県社会福祉事業団 

5 喀痰吸引等関係登録
等事務 

 
（平成 24 年度） 

1,909 
 

(県 単) 

県  介護職員が喀痰吸引等を行うための制度の
円滑な実施を図る。 
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６ 福祉マンパワーセンター運営 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 県福祉マンパワー 

センター運営    
 

(平成 10 年度) 
 

千円 
53,160 

 
(県単等) 

 
(指定管理料53,160) 

 
県 

（指定管理者） 

 
 県福祉マンパワーセンターを運営し、社会
福祉施設等への就業のあっせんや社会福祉事
業従事者に対する研修を実施し、県民に良質
な福祉サービスを提供する。 
※指定管理者 県社会福祉協議会 
※指定期間 R4.4.1～R9.3.31 
 

2 福祉・介護人材マッ
チング機能強化事業 

 
(平成 21 年度) 

 

15,742 
 

(基金) 

県 
（委託） 

 施設・事業所における詳細な求人ニーズの
把握と、求職者の適性の確認や就業後の適切
なフォローアップ等を、県社会福祉協議会に
配置した専門員が一体的に実施し、福祉・介護
人材の確保と定着を図る。 
※委託先 県社会福祉協議会 

 

７  衛生行政推進のための基盤整備                                                                 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 衛生環境研究所運営 

 
(平成４年度) 

千円 
93,781 

 
(県単等) 

県 

 

 

 
 本県における衛生環境行政の技術的中核機
関として、公衆衛生、環境保全等に関する調査
研究、試験検査や技術指導を行う。 
・所運営                    66,612 千円 
・試験検査                   24,969 千円 
・調査研究                  2,200 千円 

2 衛生環境研究所特別
研究事業 

 
(平成 14 年度) 

  5,992 
 

(県 単) 

県  県内医療機関と連携した原因不明感染症へ
の対応や薬剤耐性菌の遺伝子解析のほか、光
化学オキシダント、マイクロプラスチックな
どの環境問題への対策等、時代に即した研究
を行い、得られた情報を県民に提供する。 
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【問い合わせ先】 

 

ＴＥＬ ０２７－２２６－２５５１ 

ＦＡＸ ０２７－２４３－６３３３ 

 
 
 
 

監 査 指 導 課  
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１ 社会福祉施設等指導監査・医療機関立入検査 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 社会福祉施設等指導
監査及び医療機関立 
入検査 

千円 
2,975 

 

  

 
(1) 指導監査等及び医

療機関立入検査実
施 
 
(平成７年度･ 
平成 19 年度) 

         2,566 
 

(県単等) 

県 

 

 

 運営の適正化、利用者の権利保護及びサー
ビスの質の向上を図るため、県内の社会福祉
法人、社会福祉施設及び介護保険・障害福祉
サービス事業者等に対し、指導監査等を行う。 
また、良質かつ適正な医療提供体制を確保

するため、病院等に対する立入検査を実施す
る。 

 
(2) 集団指導等実施 

 
(平成 12 年度) 

409 
(県 単) 

県 

 

 社会福祉法人職員等に対する研修のほか、
社会福祉施設及び介護保険・障害福祉サービ
ス事業所等に対する集団指導を実施する。 
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- 17 - 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【問い合わせ先】 

 

ＴＥＬ ０２７－２２６－２５３１ 

ＦＡＸ ０２７－２２３－０５３１ 

 
 
 
 
  

医  務  課  
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１ 医師確保の推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 緊急医師確保修学資

金貸与 
 

(平成 21 年度) 

千円 
201,615 

 
(基 金) 

 
県 

 
 群馬大学医学部地域医療枠入学者に修学資
金を貸与し、県内の公的病院等へ一定期間勤
務することを返還免除条件とすることで、本
県地域医療を担う医師の育成を図る。 

2 医師確保修学研修資
金貸与 

 
(平成 18 年度) 

38,880 
 

(基 金) 

県  小児科、産婦人科、救急科、外科及び総合診
療科の県内研修医等を対象に修学研修資金を
貸与し、県内の特定病院の特定診療科に一定
期間勤務することを返還免除条件とすること
で、本県地域医療を担う医師の確保を図る。 

3 医学生修学資金貸与 
 

(令和元年度) 

         51,600 
 

(基 金) 

県  県外大学医学部に通う医学生や、群馬大学
医学部に通う県外出身の医学生５、６年生を
対象に修学資金を貸与し、県内の公的病院等
に一定期間勤務することを返還免除条件とす
ることで、本県地域医療を担う医師の確保を
図る。 

4 地域医療支援センタ
ー運営 

 
(平成 25 年度) 

59,674 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 医師確保対策と地域医療に従事する若手医
師のキャリア形成を一体的に推進し、医師の
県内定着を図るほか、地域の医療事情につい
て調査・検証を行い、医師配置の適正化や地域
偏在の解消を推進する。 
※委託先 群馬大学医学部附属病院  

5 ぐんまレジデントサ
ポート推進 

 
（平成 23 年度） 

32,977 
 

(基 金) 

県 
臨床研修病院 

 医学生向けオンライン病院説明会、研修医
による症例発表会及び臨床研修医合同研修会
の開催を始め、県外医学部生に対する病院見
学助成や動画を活用した各種情報発信等を行
うなど、県を挙げて医師を確保・育成する。 

6 専門医認定支援 
 

(平成 28 年度) 

4,678 
 

(国 10/10 等) 

県 
病院 

 県内の専攻医を確保・育成するため、研修医
等を対象とする説明会や関係機関との連携会
議を開催するほか、研修プログラムを作成す
る病院に対して補助する。 

7 産科医師等確保支援 25,047   

 (1)産科医師等確保支  
援 

  
(平成 21 年度) 

15,224 
 

(基 金) 

分娩取扱機関等 

 

 分娩手当を支給する分娩取扱機関に対して
補助し、産科医師の処遇改善を図る。 
○補助率 2/3、1/3 

 (2)周産期医療従事者
育成支援 

 
(平成 27 年度) 

2,500 
 

(基 金) 

医療機関等   産科医師だけでなく、研修医や総合診療医
なども周産期救急医療に効果的に対応できる
よう、医療機関等に対し、周産期救急医療に関
する研修の実施経費等を補助する。 
○定額補助 

 (3)産科医療を担う産
科医師等の確保事
業 

 
(平成 30 年度) 

7,323 
 
（国 10/10） 

 

医療機関 

 県内産科医師等の確保や周産期医療の安定
化、勤務環境の改善を図るため、県外都市部の
大病院等から産科医師等の派遣を受ける県内
医療機関に対し、その派遣に伴う手当等及び
旅費の一部を補助する。 
○補助率 1/2 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
8 女性医師等就労支援 

 
(平成 23 年度) 

千円 
15,000 

 
(基 金) 

 
県医師会 

 
  女性医師等の就業継続を支援するため、県
医師会の行う保育サポーターバンク運営事業
に対して補助する。 
○定額補助 

9 医師臨床研修推進 
 

(令和２年度) 

            898 
(県 単) 

県   臨床研修病院の指定や、研修医の募集定員
の設定を行うことにより、医師養成課程を通
じた医師確保対策の充実を図る。 

 

２ 医療提供体制の整備等 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 

1 医療安全相談センター 

運営 

 

(平成 15 年度) 

千円 

5,313 

 

(県 単) 

 

 

県 

 

 

  医療に関する県民からの苦情や相談に専門

の相談員が迅速、適切に対応することにより、

医療に対する安心と信頼を高め、医療機関に

おける患者サ－ビスの向上を図る。 

2 歯科医療安全 

 

(平成 22 年度) 

961 

 

(国 10/10) 

県 

県歯科医師会等 

  歯科医業を行う医療機関等を対象に、医療

安全を確保し、安全で質の高い歯科医療を提

供するための研修会等を開催する。 

3 群馬県医学会事業補  

助 

 

(昭和 28 年度) 

250 

 

(県 単） 

県医師会 

 

 県医師会が行う医学会事業に対して補助す

る。 

○定額補助 

4 東洋療法普及啓発事

業補助 

 

(昭和 49 年度) 

250 

 

(県 単） 

県鍼灸マッサー

ジ師会 

 県鍼灸マッサ－ジ師会が行う、はり、きゅ

う、マッサージ指圧療法の普及、啓発事業に対

して補助する。 

○定額補助 

5 臨床検査精度管理・

標準化事業補助 

 

(昭和 56 年度) 

1,600 

    

(県 単） 

県医師会  県医師会が行う臨床検査精度管理事業及び

臨床検査値標準化事業に対して補助する。 

○定額補助 

6 医師等確保対策補助  

 

(昭和 60 年度) 

100 

 

(県 単） 

群馬大学 

(公衆衛生学教室) 

 公衆衛生に関する調査研究経費を補助する

ことにより、公衆衛生に対する医学生の関心

を高め、公衆衛生医師の確保を図る。 

○定額補助 

7 院内感染対策 

 

(平成 24 年度) 

      2,528 

 

 (国 1/2 等) 

県医師会  医療機関が院内感染予防について相談でき

る体制を整備するとともに、地域における院

内感染対策を支援する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
8 有床診療所等スプリ

ンクラー等施設整備 
 事業補助 
 

(平成 25 年度) 

千円 
        13,584 
 

(国 10/10) 

 
病院 

有床診療所 

 
 有床診療所等に対し、スプリンクラー等の
整備に要する工事費等を補助する。  
○補助率 1/2 

9 アスベスト除去等 
施設整備事業等補助 

 

31,677 
 

(国 10/10) 

病院 

 

 病院が行うアスベスト除去等施設整備及び
地球温暖化対策施設整備に対して補助する。 
○補助率 1/3 

10 死因究明等推進 
 

(平成 27 年度) 

       1,657 
 

(国 1/2) 

県 
群馬大学等 

 「死因究明等推進協議会」の運営や、行政解
剖及び死亡時画像診断撮影を実施すること
で、死因究明等の推進を図る。 

11 医療安全推進 
 

(平成 28 年度) 

         334 
 

(県 単) 

県 
（委託） 

 医療機関における医療安全を確保し、安全
で質の高い医療を提供するための研修会等を
開催する。 
※委託先 県医師会 

12 医療勤務環境改善 
支援センター 

 
（平成 26 年度） 

94,961 
 

(基 金) 

県 
医療機関 

 医療機関が行う、自主的な勤務環境改善の
取組や、勤務医の労働時間短縮に向けた体制
整備事業を支援する。 

 

３ 救急医療対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 

1 救命救急センター運

営費・設備補助 
 

(平成 11 年度) 

千円 

       322,810 

     

(国 1/2) 

 

救命救急センター 

 

 

 前橋赤十字病院及び太田記念病院に対し、

各救命救急センターの運営・設備経費を補助

する。 

○補助率 2/3 

2 救急患者退院コーディ 

ネーター事業費補助 

 

(平成 22 年度) 

204,183 

     

 (国 10/10） 

病院  急性期を脱した救急患者の円滑な転床・転

院を促進し、救急医療の病床を効果的に活用

するため、病院が配置するコーディネーター

の人件費等を補助する。 

○補助率 1/3 

3 「救急の日」関連事業 

 

(昭和 59 年度) 

           478 

 (県 単) 

県 

（委託等） 

 

「救急の日」（９月９日）関連行事として、

救急医療講演会等を開催する。 

※委託先 県医師会 

4 救急医療専門領域医

師研修事業 

 

（平成 23 年度） 

         6,519 

 

(基 金) 

県 

（委託） 

 二次救急医療機関等の勤務医等を対象に、

救急医療に係る専門研修を実施する。 

※委託先 前橋赤十字病院 

5 ドクターヘリ運航   
(平成 20 年度) 

 

337,756 
 

（国 1/2 等） 
 

県 
前橋赤十字病院 

 

 

 救急医療用ヘリコプター（「ドクターヘリ」）
を配備する救命救急センターに対し、運航等
に必要な経費を補助する。 
  また、ドクターヘリ及びドクターカーの効
果的な運用を図るための検討を行う。 
○補助率 10/10（一部 2/3） 

  



 

- 22 - 

 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
6 メディカルコントロール 

協議会運営 
 

(平成 15 年度) 

千円 
9,348 

 
(国 1/2 等) 

 
県 

 
メディカルコントロールの中核となる協議

会を県単位・地域単位で設置・運営するほ
か、県協議会に医師を配置すること等によ
り、病院前救護体制の基盤整備を図る。 
また、PSLS 等の講習会を開催する。 

7 統合型医療情報シス
テム運営 

 

(昭和 55 年度) 

63,031 
 

(国 1/3 等)  
（市町村負担金あり） 

県  県統合型医療情報システムを運営し、救急
医療に必要な情報の収集並びに消防本部及び
県民等に情報提供を行う。 
また、現システムのデータを全国統一シス

テムに移行する。 

8 障害児(者)歯科医療
体制整備 

31,433   

 (1) 心身障害児 (者)
歯科診療事業等委
託 
 
(昭和 49 年度) 

27,477 
 

(基 金) 

 

県 
（委託） 

 

 心身障害児（者）歯科診療事業等を実施し、
一般の歯科医療機関での診療が困難な心身障
害児(者)の歯科医療の確保を図る。 
※委託先 県歯科医師会 

 (2) 一次医療機関研修
事業 
 
(平成 26 年度) 

 

766 
 

（国 1/2） 

県 
（委託） 

 

 一次医療機関の歯科医師及び歯科衛生士を
養成するため、研修事業を実施する。 
※委託先 県歯科医師会 

(3)トイレ改修費補助 
 
 

 

3,190 
 

（基 金） 

県歯科医師会  心身障害児（者）歯科診療事業を委託する群
馬県歯科総合衛生センター内のトイレ改修に
係る工事費を補助する。 

9 小児救急医療啓発 
 

(平成 15 年度) 

2,586 
 

（国 1/2） 
（市町村負担あり） 

県  子どもの傷病に対する保護者の不安を軽減
し、医療機関への適正受診を促すため、小児医
療啓発冊子を作成するほか、小児医療に関す
る保護者向け講習会を開催する。 

10 小児救急医療対策 
協議会 

 
(平成 12 年度) 

1,641 
 

(県 単) 

県 
 
 

 小児救急医療体制の整備充実対策に関わる
事項について協議する協議会を開催し、小児
救急医療関係者間の連携を図る。 

11 子ども医療電話相談 
 

(平成 17 年度) 

     29,053 
 

(基 金) 

県 「子ども医療電話相談(#8000)」を実施し、
夜間・休日における子どもの急な病気やケガ
について看護師などに相談できる体制を確保
する。 
・相談時間 月～土 18:00～翌朝 8:00 
      日・祝  8:00～翌朝 8:00 

12 小児救急医療支援 
 

(平成 13 年度) 

       125,186 
 

(基 金) 

 

県 
（委託） 

 休日及び夜間における子どもの救急医療体
制を整備するため、小児科を標榜する病院群
が輪番を組み、小児科医及び病床を確保する。 
※委託先 県内病院 

13 小児初期救急導入 
推進 

 
(平成 18 年度) 

1,092 
 

(基 金) 

市町村  小児初期救急医療体制の整備・充実を図る
ため、小児救急地域医師研修事業を実施する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
14 脳卒中対策推進 

 
（令和３年度） 

千円 
316 

（国 1/2） 

 
県 

（委託） 

 
 医療連携体制を整備し、本県脳卒中対策を
推進するため、実態調査や講演会を開催する。 
※委託先 前橋赤十字病院 

15 救急・周産期・小児 
医療機関院内感染
防止対策 

 
 
 

240,000 
 

(国 10/10) 
 

病院 新型コロナ疑い患者受け入れのための救急
・周産期・小児等医療機関の院内感染防止対策
に対して補助する。 

16 病院群輪番制病院設
備整備費補助 

 

12,834 
(国 1/2) 

(市町村負担あり) 

市町村 
（病院） 

 市町村が病院群輪番制病院に設備整備に係
る補助を行う場合に補助する。 

 

４ 周産期医療対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 周産期医療対策 

 
(平成 10 年度) 

 

千円 
14,270 

 
（国 1/3） 

 
県 

 
 周産期医療体制の諸課題について検討する
「周産期医療対策協議会」を開催するほか、周
産期医療情報システムを運営し母体及び新生
児の円滑な搬送を図るとともに、医療従事者
を対象に新生児蘇生法研修会を開催するな
ど、周産期医療対策を推進する。 

2 総合・地域周産期母
子医療センター運営 
費補助 

 
（平成 17 年度） 

243,156 
 

（国 1/3 等） 

総合周産期母子
医療センター 
地域周産期母子
医療センター 

 周産期医療の体制整備を図るため、県が指
定・認定する「総合周産期医療センター」及び
「地域周産期母子医療センター」の運営費に
対して補助する。 
○補助率 1/3、一部 10/10 

3 在宅医療未熟児等一
時受入 

 
(平成 23 年度) 

11,369 
 

（国 10/10） 

病院  在宅医療未熟児等を看護する家族等の負担
を軽減するため、当該未熟児等を一時的に医
療機関で受け入れる体制を確保する。 
○補助率 1/3 

4 新生児搬送用保育器
整備 

 
(平成 19 年度) 

15,480 
 

（基金等） 

県 
 
 

 各地域に新生児搬送用保育器を整備し、医
療機関と消防機関とが連携した新生児搬送体
制の維持・確保を図る。 

5 地域周産期医療確保
整備 

 
(平成 26 年度) 

40,696 
 

(基金等) 

県 
病院 

 周産期医療体制の再構築へ向け、総合周産
期母子医療センターの再整備検討や救急救命
士に対する研修を行うほか、分娩取扱施設の
施設・設備整備に対して補助する。 
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５ 災害医療対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 災害医療対策 

 
(平成 19 年度) 

千円 
2,838 

 
（県単等） 

 
県 

 
 災害時の医療施策等について県に助言・協
力を行う災害医療コーディネーター、災害医
療サブコーディネーター及び地域災害医療コ
ーディネーターを設置するほか、災害医療対
策部会、地域災害医療対策会議の運営を行い、
災害医療体制整備を推進する。 
 また、病院の BCP（業務継続計画）策定を支
援するための講座を開催する。 

2 災害医療研修事業 
 

(平成 18 年度) 

5,797 
 

（県単等） 

県 
前橋赤十字病院 

県医師会 

 災害医療にあたる人材育成のための研修を
前橋赤十字病院と共催で実施するほか、県医
師会が実施する被災地でのチーム医療研修を
支援する。 
○定額補助 

3 災害拠点病院施設設
備整備事業 

 
(平成 8 年度) 

63,334 
 

（国 1/3 等） 

災害拠点病院  首都圏のレジリエンス拠点化に向けた事業
として、病院が行うＤＭＡＴ資機材整備及び
救急車両整備に対して補助する。 
 地域災害拠点病院に対し、必要な施設設備
の経費を補助する。 

4 防災訓練等参加費補
助 

 
(平成 21 年度) 

     4,000 
 

(国 10/10) 

群馬 DMAT 指定 
組織・病院 

 国が主催する総合防災訓練の参加に必要な
旅費等を補助する。 
○定額補助 

 
６ へき地医療対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 自治医科大学運営費

負担金 
 

(昭和 48 年度) 

千円 
132,762 

 
(県 単) 

 
自治医科大学 

 

 
 へき地医療を担う医師を養成するために設
立された自治医科大学の運営費等を負担す
る。 

2 へき地医療支援機構
運営 

 
(平成 15 年度) 

1,032 
 

（国 1/2 等） 

へき地医療支援
機構 

  へき地医療対策の各種事業を円滑かつ効率
的に実施するため、へき地医療支援機構の運
営経費に対して補助する。 

3 へき地診療所対策 22,489   

 (1) へき地診療所運営
費補助 
 
(昭和 38 年度) 

11,682 
 

（国 2/3） 

市町村 
 
 

 

 市町村が運営するへき地診療所の運営費に
対して補助する。 
○補助率 10/10 

 

 

 (2)へき地診療所施設
・設備整備費補助 

 
(平成 14 年度) 

10,807 
 

(国 10/10) 

市町村  市町村が運営するへき地診療所の施設・設
備整備に係る経費に対して補助する。 
○補助率 1/2 

4 へき地医療拠点病院
運営費補助 

  
(平成 22 年度） 

10,168 
 

（国 1/2） 

病院  へき地医療拠点病院が行う巡回診療等に係
る経費に対して補助する。 
○補助率 10/10 
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７ 保健医療計画推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 県保健医療計画推進 

 
(昭和 63 年度) 

千円 
1,391 

 
(県単等) 

 
県 

 
 第８次県保健医療計画を着実に推進するた
め、県保健医療計画会議等において協議を行
うとともに、計画の進捗管理を行う。 

2 地域保健医療対策協
議会 

 
(平成 26 年度) 

 9,625 
 

（県単等） 

県 

 

 第８次県保健医療計画を推進するため、地
域保健医療対策協議会（地域医療構想調整会
議）を開催し、地域の医療提供体制について協
議する。 

3 重粒子線治療推進 
 

(平成 22 年度) 

  61 
 

(県 単) 

県  重粒子線治療費用を金融機関から借り受け
た患者に対して、当該利子分を補助する。 

4 病床機能分化・連携
推進 

  502,326   

 (1)病床機能分化・連
携推進 

  
（平成 26 年度） 

       299,594 
 
 

(基 金) 

病院 
有床診療所 

 病床の機能分化・連携を推進するため、回復
期病床等の施設・設備整備や病床減を伴う用
途変更に対して補助する。 
・回復期病床等新築整備      114,331 千円 
・回復期病床改修整備     80,713 千円 
・回復期病床転換促進設備整備  5,500 千円 
・病床減を伴う用途変更（改修整備等） 
               91,050 千円 
・中小企業診断士等への相談費  8,000 千円 
○補助率 1/2、2/3 
 

 (2)糖尿病病診連携等
推進 

 
（平成 27 年度） 

         1,232 
 

(基 金) 

県医師会 

 

  糖尿病治療に係る病診連携を推進するた
め、県医師会が行う糖尿病連携手帳の普及事
業等に対して補助する。 
○補助率 10/10 

 (3)循環器病特別対策
事業 

 
(令和３年度) 

2,000 
 

（国 1/2） 

県 

 

  循環器病連携手帳の普及など、循環器病治
療に係る病診連携を推進する。  

 (4)病床機能再編支援
事業 

 
(令和３年度) 

       199,500 
 

(基 金) 

病院 
有床診療所 

  地域医療構想の実現を図る観点から、病院
等による病床機能の再編等に対して補助す
る。 

5 遠隔医療連携推進 
 

(令和３年度) 

        50,000 
 

(国 10/10 等) 

県 
医療機関 

  遠隔医療の推進に向けたモデル事業を実施
するとともに、オンライン診療に関するセミ
ナーの開催等を行う。 

6 第 9 次保健医療計画
策定 

  5,281 
 

（県単等） 

県  令和６年度施行予定の第９次県保健医療計
画策定に向け、必要な協議を実施する。 

7 外国人患者受入設備
整備 

 
(令和３年度) 

        7,581 
 

(国 10/10) 

県 
医療機関 

  医療機関に対し、新型コロナウイルス感染
対策に対応した外国人患者の受け入れに必要
な施設整備等の経費を補助する。 
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８ 地域医療介護総合確保基金 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 地域医療介護総合 

確保基金 
 

(平成 26 年度) 

千円 
  2,627,686 

 
（国 2/3 等） 

 

 
県 

 
 医療と介護の総合的な確保を図るため、県
地域医療介護総合確保基金に国交付金等の積
立を行う。 

 

 

９ 看護師等指導養成 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 准看護師資格 
 

（昭和 29 年度） 

千円 
    5,808 

 
（県 単） 

 
県 

 
 保健師助産師看護師法に基づき、准看護師
試験を実施する。 
 また、行政処分を受けた准看護師に対し、再
教育研修を実施する。 

2 看護職員確保対策          24,196   

 (1)ナースセンター運
営事業 

 
（昭和 49 年度） 

23,689 
 

（県単等） 

県 
（委託） 

 県看護協会を「県ナースセンター」として指
定し、ナースセンター事業（無料職業紹介、潜
在看護職員等復職支援研修事業、届出制度の
広報、ナースセンター運営委員会等）を実施す
る。 
※委託先 県看護協会 

(2)「看護の日」記念行
事 

 
（平成３年度） 

350 
 

(県 単) 

県 
県看護協会 

日本精神科看護協会群馬県支部
県助産師会 

 「看護の日」（５月 12 日）の記念行事とし
て、優良看護職員知事表彰、普及啓発事業を実
施する。 

 (3)看護職員確保推進 
 

（平成 13 年度） 

           157 
 

(県 単) 

県  看護職員の確保を図るため、関係者による
推進委員会を開催する。 

3 看護職員修学資金貸
与 
 

(昭和 37 年度) 

57,689 
   

(県 単) 

県  県内の看護師等養成所又は県外の通信制看
護師養成所に在学中で、将来県内の返還免除
対象施設で看護業務に従事しようとする者に
対し修学資金を貸与し、看護職員の県内定着
を図る。 

4 看護師等養成所運営
費補助 

 
（昭和 45 年度） 

208,001 
 

(基 金) 

民間立看護師等
養成所 

 

 看護職員の養成力の充実を図るため、看護
師等養成所運営事業に対し、課程ごとに学級
数・定員などに応じて補助する。 
○補助率 10/10 

5 看護師等養成所施設
整備費設備整備費補 
助      
（昭和 54 年度） 

4,888 
 

(基 金) 

民間立看護師等
養成所 

 看護師等養成所の新築、増改築に係る施設
整備費、設備整備費の一部を補助する。 
○補助率 1/2 

6 看護師勤務環境改善
施設整備費補助 

 
（平成 25 年度） 

2,000 
    

(基 金) 

病院 

 

 

 病院が行うナースステーション、処置室、症
例等検討会議室等の施設整備に対し補助し、
看護職員が働きやすい環境整備を推進し、離
職防止につなげる。 
○補助率 1/3 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
7 院内保育施設運営費

補助 
 

（昭和 49 年度） 

千円 
110,896 
 

(基金等) 

 
病院 

診療所 

  
子どもを持つ医療従事者の離職防止と再就職
促進を図るため、病院等が設置する保育施設
における保育士等の人件費に対して補助す
る。 

8 院内保育所施設整備
費補助 

 
（平成 23 年度） 

7,045 
 

(基 金) 

病院 
診療所 

 院内保育所の新築、増改築及び改修に対し
施設整備費の一部を補助する。 
○補助率 1/3 

9 看護職員資質向上推
進 

17,379   

 (1) 専任教員継続研修 
 

（平成 23 年度） 

334 
 

(基 金) 

県 

 

 看護教員の質の向上を図るため、看護師等
養成所の教員に対し、看護基礎教育を充実さ
せるための研修を実施する。 

 (2)実習指導者講習会 
 

（昭和 58 年度） 

3,876 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

看護教育における実習の意義及び実習指導
者としての役割を理解し、効果的な実習指導
ができるよう、実習指導者を対象に、必要な知
識・技術を修得するための講習会を開催する。 
※委託先 県民健康科学大学 

 (3)看護補助者の資質
向上支援研修事業 
 

（平成 28 年度） 

648       
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 

 医療関係職種によるチーム医療を推進する
ため、看護補助者を対象とした、チーム医療に
関する研修を実施する。 
※委託先 県看護協会 

 (4)看護補助者確保対
策事業 

 
（令和４年度） 

745 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 看護補助者の確保を推進するため、各病院
等において、看護補助者業務の実地研修を実
施する。 
※委託先 県看護協会 

 (5)専任教員養成講習
会 
 

 （平成７年度） 

8,255 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 

 看護師等養成所の専任教員の要件の一つで
ある専任教員養成講習会を開催する。 
※委託先 県立県民健康科学大学 

 (6)一般就業助産師等
再教育講習 
 

（昭和 58 年度） 

221 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 就業する助産師等を対象に、最新の助産技
術等、必要な知識や技術を修得する研修を実
施する。 
※委託先 県助産師会 

10 新人看護職員研修 
 

（平成 22 年度） 
 

28,360 
 

(基 金) 

県（一部委託） 
病院 

  新人看護職員の質向上及び早期離職防止を
図るため、新人看護職員研修を実施する病院
等に対して必要な経費を補助するとともに、
多施設合同研修や教育担当者研修などの各種
研修事業のほか、新人看護職員研修推進事業
を実施する。 
○補助率 1/2、1/3 
※一部委託先 県看護協会 

11 訪問看護推進 
 

（平成４年度） 

4,874 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

  訪問看護師の養成及び育成のための研修
（ステップ１、指導者編、入門プログラム編、
精神科訪問看護）を実施する。 
※委託先 県看護協会 
     県訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ連絡協議会 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

12 外国人看護師候補
者就労研修支援事
業 

 
（平成 22 年度） 

千円 
578 

 
（国 10/10） 

 
病院 

 

 

 
EPA に基づき入国する外国人看護師候補者

の円滑かつ適正な受入れを行うため、受入施
設が行う日本語能力向上のための措置や研修
支援体制整備に対して補助する。 
○補助率 10/10 

13 地域保健・看護職 
員研修 

2,349   

 (1)地域保健福祉企画
研修 
 
（平成９年度） 

917 
  

(県 単) 

県 

 

 各保健福祉事務所において、地域保健に関
わる関係者を対象に、管内の実状に即した地
域保健福祉企画研修を実施する。 

 (2)保健師研修等 
 

（昭和 23 年度） 

1,349 
 

(県 単) 

県 

 

 保健師を対象に、階層別研修や県外研修、学
会派遣等を実施する。 

 (3)公衆衛生看護学実
習指導者研修等 
 
(平成 23 年度) 

83 
  

(県 単) 

県 
 

 

 保健福祉事務所において公衆衛生看護実習
を実施するとともに、実習指導者に対する研
修を行う。 

14 地域保健従事者現任 
教育推進事業  

 
(平成 23 年度) 

3,499 
 

（国 1/2） 

県 「県保健師人材育成手引き」に基づき、現任
教育体制の構築を推進するための検討会を開
催するとともに、新任保健師育成支援事業を
行う。 

15 院内研修用設備整備
費補助 

 
（平成 26 年度） 

1,253 
 

(基 金) 

病院   看護師等の資質向上を図るため、に院内研
修で使用する、看護実習シミュレーター等の
設備整備に対して補助する。 
○補助率 1/2 

16 看護師特定行為研修 
支援 

 
（平成 28 年度） 

11,000 
 

(基 金) 

県 
病院等 

  看護師特定行為研修の受講を促進するた
め、研修制度について周知するとともに、研修
の受講費用等を補助する。 

17 助産師活用推進事
業 

 
（平成 30 年度） 

2,136 
 
（国 10/10） 

県 
（委託） 

 助産師の偏在解消や助産実践能力の強化を
図るため、施設間での助産師の出向・受入れに
対し支援を行う。 
※委託先 県看護協会 

18 感染管理認定看護
師研修支援事業 

 
（令和３年度） 

1,000 
 

(基 金) 

病院 
介護老人保健施設 
訪問看護事業所 

新型コロナウイルス感染症等をはじめとし
た感染管理に関する高い専門性を有する看護
師を確保するため、感染管理認定看護師研修
の受講費用に対して補助を行う。 

 

10 病院事業会計繰出 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 病院事業会計繰出金 

 
（平成 15 年度） 

千円 
5,195,108 
 

（県 単） 

 

 
 県(病院局） 

 
 地方公営企業法に基づき、県立病院経費の
うち本来的には一般行政事務と考えられる事
業及び高度・特殊な医療で採算を取ることが
難しい事業の経費について、一般会計から繰
出を行う。 
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【問い合わせ先】 

 

ＴＥＬ ０２７－２２６－２５６１ 

ＦＡＸ ０２７－２２３－６７２５ 

 
 
 
 

介 護 高 齢 課  
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１ 高齢社会対策の総合的推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 敬老の日長寿者 
慶祝訪問実施 
 
(昭和 26 年度) 

             千円
         1,180 

 
(県 単) 

 
県 

 

   
 高齢者福祉への関心と理解を深めることを
目的として、県内最高齢者に対し、慶祝状及
び花束を贈呈する。 

2 高齢者保健福祉計画 
 進行管理 
 

（平成 24 年度） 

102 
 

（県 単） 

県 第８期高齢者保健福祉計画（R3～R5 年度）
の進行管理等を行う。 

3 高齢介護施策推進協
議会運営 

 
（平成 26 年度） 

1,164 
               

(県 単) 

県 

 

  高齢者等のニーズに対応した施策を着実に
推進していくため、介護関係者等により構成
する協議会を開催する。 

4 在宅要援護者総合 
支援  
 
（平成 12 年度） 

9,710 
 

(県単等) 

市町村 
 

 高齢者が長年住み慣れた家庭や地域におい
て暮らし続けられるよう、市町村が行う介護
慰労金支給事業に対し補助する。 
○補助率 1/2 

 

２ 元気高齢者に対する総合的支援 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 高齢者の地域デビュー
応援 
 
(平成３年度) 

千円 
        12,935 
 

(県単等) 

 
県長寿社会づくり
財団 

 

   
 シニア世代の健康寿命の延伸と積極的な社
会参加を促進するため、県長寿社会づくり財
団が実施する各種講座やイベントの開催等の
事業に対して補助する。 

2 県長寿社会づくり 
財団運営 
 

(平成３年度) 

63,118 
 

(県 単) 

県長寿社会づくり
財団 

 

 県長寿社会づくり財団の運営費を補助す
る。 

3 高齢者の生きがいと
健康づくり支援 

 
(昭和 38 年度) 

28,767 
 

(国 1/2) 

市町村 

 

 単位老人クラブや市町村老人クラブ連合会
の自主活動の促進と健全な育成を図るため、
市町村の助成事業に対して補助する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
4 県老人クラブ連合会
補助 

千円 
9,316 

  

 
(1) 運営費補助 

 
(昭和 38 年度) 

878 
    

(県 単） 

県老人クラブ連合会
郡老人クラブ連合会
    

 県老人クラブ連合会及び郡老人クラブ連合
会(４団体)の運営費を補助する。 

 

 
(2) 老人クラブ活動推

進員設置補助 
 
(昭和 49 年度) 

7,323 
 

(国 1/2) 

県老人クラブ連合会
  

老人クラブ活動の推進を図る「活動推進員」
の設置経費を補助する。 

 
(3) 老人クラブ大会開

催経費補助 
 
(昭和 38 年度) 

200 
 

(県 単） 

県老人クラブ連合会
  

老人クラブ活動の発展と高齢者福祉の発展
を図るため、老人クラブ大会の開催経費を補
助する。 

 
(4) 高齢者相互支援推

進・啓発事業 
 
(平成４年度) 

400 
 

(国 1/2) 

県老人クラブ連合会
  

 老人クラブ会員等が、一人暮らしや寝たき
りの状況にある地域の高齢者等の家庭を訪問
し、介護援助や家事援助・対話等の活動を行
う「高齢者相互支援推進事業」の経費を補助
する。 

 
(5) 健康づくり･介護

予防支援事業 
 
(平成７年度) 

270 
 

(国 1/2) 

県老人クラブ連合会
  

  長寿社会における高齢者の生きがいと健康
づくりを積極的に推進するため、「健康づく
りリーダー」の養成経費や各種スポーツ講習
会、大会などの実施経費を補助する。 

 
(6)高齢消費者被害防

止キャンペーン事
業 
(平成 27 年度) 

245 
 

(国 1/2) 

県老人クラブ連合会
  

 高齢者の消費者被害を防止するため、「見
守りサポーター」の養成経費のほか、「ＮＯ！
詐欺キャンペーン」と連携した、老人クラブ
会員や地域住民に対する啓発経費を補助す
る。 

5「ぐ んま ちょ い得 
シニアパスポート事 

 業」推進 
 
（平成 24 年度） 

1,273 
 

(県 単) 

県 

 

 高齢者の積極的な外出を促し、地域とのつ
ながりの強化や健康維持を図るため、65 歳以
上の高齢者を対象として、商品の割引などの
優遇措置を受けられる「ぐんまちょい得シニ
アパスポート」の普及を図る。 

 

３ 介護基盤の整備推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 老人福祉施設整備費
補助 
(大規模修繕費補助) 

 
(平成 18 年度) 

千円 
100,000 

 
（県 単） 

 

 
特養・養護・軽費
老人ホーム設置者 

 

 
 高齢者が安心して施設で暮らし続けること
ができるよう、老人福祉施設(特養、養護、軽
費)の大規模修繕（屋上防水、外壁改修、空調
設備に限る）に対して補助する。  
○補助上限額  20,000 千円 
○補助率      1/2 以内 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
2 民間介護老人保健施
設整備資金利子補助 

 
 (平成５年度) 

 
 

 

千円 
5,020 

 
(県 単) 

 
 
 

 

 
民間介護老人保健
施設開設者 
 
 
 
 

 

  
民間介護老人保健施設の運営の安定や施設

整備促進を図るため、施設整備に係る借入資
金に対する利子補給を行う。              
・福祉医療機構借入分：                  
 利率の 0.75％又は利息の 1/3 の低い方 
・一般金融機関借入分：                   
 利率の 0.375％又は利息の 1/6 の低い方 
※いずれも借入 500,000 千円を限度 

3 地域密着型介護拠点
等整備 

 
(平成 27 年度) 

943,273 
 

(基 金) 

市町村 
 

 

 地域密着型特別養護老人ホーム等の施設整
備費を補助することにより、地域包括ケアシ
ステムの構築に向け、市町村の要望等を踏ま
えた地域密着型介護拠点等の整備を促進す
る。 

4 開設準備経費等補助 
 

(平成 27 年度) 

 

912,504 
 

(基 金) 

 

市町村等 

 

 

 特別養護老人ホーム、地域密着型介護サー
ビス施設等の円滑な開設に向け、開設に必要
な介護職員等の雇上げ費用や備品購入費等の
経費を補助する。 
  また、施設の大規模修繕に合わせて行うＩ
ＣＴ等導入経費を補助する。 

5 改修、転換等支援 
 

(令和元年度) 

107,312 
 

(基 金) 

特 養 設 置 者 ・
介護保険サービス
事業者等 

  特別養護老人ホームのプライバシー保護の
ために行う多床室の改修経費や看取りを行う
ための改修経費を補助する。 

6 介護老人保健施設整
備費等補助金 

 
（令和元年度） 

14,309 
 

(支払基金等） 

医療療養病床 
設置者 

 医療療養病床を介護医療院等に転換するた
めに必要な整備経費を補助する。 

7 高齢者施設等防災・
減災設備整備等補助 

 
（令和元年度） 

        117,972 
 

(国 2/3) 

特 養 設 置 者 ・
介護保険サービス
事業者等 

 災害による停電時にも電力を確保し施設機
能が維持できるよう、非常用自家発電設備の
整備費を補助する。 

 

４ 老人福祉施設等運営指導 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 軽費老人ホーム利用
料補助 

 
(昭和 38 年度) 

 
 
 

 

千円 
777,117 

 
(県 単) 

 
 
 

 

 
軽費老人ホーム 
 

 
 

 
 

 

 

   
 低所得の高齢者が施設で安心して生活を送
れるよう、軽費老人ホーム(Ａ型及びケアハウ
ス)が行う利用料減免額に対して補助する。 
○補助額 施設利用料単価×入居者延数 
     －入居者費用負担額 
○本人からの利用料徴収額(月額) 
 ① Ａ型 対象収入に応じた額 
  (１階層：7,000 円～21 階層：利用料全額) 
 ② ケアハウス 対象収入に応じた額 
  (１階層：7,000 円～18 階層：利用料全額) 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
2 老人福祉施設協議会
研修事業費補助 

 
(平成７年度) 

千円 
     1,200 

 
(基 金) 

 
県老人福祉施設
協議会 

 

   
県老人福祉施設協議会に対し、施設職員を

対象に実施する研修事業の経費の一部を補助
する。 
○対象事業：新規採用職員や施設職員を対象
に実施する研修会他 

3 高齢者居住施設機能
強化推進 

  
(平成 30 年度) 

2,839 
 

(県 単) 

県 
（一部委託） 

 

 

 有料老人ホーム入居者の処遇向上を図るた
め、施設従事者に対し虐待防止等の研修を実
施する。 
 また、有料老人ホームの指導指針への適応
状況の確認等を行う。 
 

4 地域医療介護連携感
染症予防・対策事業 

  
(令和５年度) 

9,543 
 

(基 金) 

県医師会 
郡市医師会 

 

 医療と介護が連携して感染症の予防・対策
を行う体制を各地域で構築するため、県医師
会・郡市医師会が行う高齢者施設等に対する
専門家派遣等に要する経費を補助する。 
〇補助率 10/10 

 

５ 介護保険制度の安定運営 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 市町村指導 

 
(平成 12 年度) 

千円 
254 

            
(県 単) 

 
県 

 

 
 介護保険事業の適正な健全運営を図るた
め、保険者である市町村の実地指導等を行う。 

2 介護給付費県費負担
金 

 
(平成 12 年度) 

26,636,546 
    

(県 単) 

県  介護・予防給付に要する費用のうち、利用
者負担（１割・２割・３割）及び施設入所者
の食費と居住費を除く標準給付額の一部を、
保険者である市町村に対し交付する。 
○負担割合 
国 25%（施設 20%）、県 12.5％（施設 17.5%）、

市町村 12.5%、保険料 50% 

3 介護保険財政安定化
基金  

 
(平成 12 年度) 

71 
        

(県 単) 

県  市町村における介護保険財政の安定化を図
るため、介護保険財政安定化基金を運営し、
保険料の未納や給付費の増加等に起因する収
支不足に対して資金の貸付・交付を行う。 
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６ 介護支援専門員の養成と低所得者対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 介護支援専門員等養
成 

 
(平成 10 年度) 

千円 
3,445 

         
(基金等） 

 
県社会福祉協議会
県介護支援専門員
協会 

 
 介護保険法に基づく介護支援専門員研修の
実施や、介護支援専門員協会が実施する各種
研修会の経費補助を通じて、地域包括ケアシ
ステムにおいて、多職種と連携・協働して利
用者の尊厳と自立支援に資するケアマネジメ
ントを実践できる専門職を養成する。 

2 介護保険利用者負担
対策 

 
(平成 12 年度) 

4,184 
          

(国 2/3) 

市町村 

 

 特定のサービスを利用した際の介護費や食
費など、市町村が低所得者の自己負担額を一
定額減免した場合、所要経費の一部について
補助する。 

3 介護支援専門員名簿
管理 

 
(平成 18 年度) 

1,429 
          

(県 単) 

県 
 

 

  介護支援専門員の資格管理を適切に行う。 

 

4 低所得者の介護保険
料軽減強化 

 
（平成 27 年度） 

594,943 
         

（県 単） 

県 

 

 低所得者の第１号介護保険料の軽減に係る
経費の一部を、保険者である市町村に対し交
付する。 
（負担割合）国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

 

７ 介護サービスの質の向上とサービス利用者の支援 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 事業者指導 

 
(平成 12 年度) 

千円 
6,504 

 (国 10/10 等) 

      
県 

 

  
 介護サービス事業所の指定及び指定の更
新、事業者の指導を行う。 

2 国保連苦情処理体制
整備補助 

 
(平成 12 年度) 

4,870 
 

(県 単) 

県国民健康保険
団体連合会 

 

 国保連合会の実施する苦情処理業務に係る
費用を補助する。 

3 外部評価推進事業 
 

(平成 14 年度) 

101 
 

(県 単) 

県 

 

 グループホームの外部評価を推進するた
め、新たに調査員を養成するための研修や、
現任の調査員の資質向上を図る研修を実施す
る。  

4 介護サービス情報の
公表 

 
(平成 18 年度) 

5,271 
 

(国 1/2 等) 

県 

 

 介護サービス事業所・施設の情報について、
訪問調査を行い内容の正確性等を確認すると
ともに、インターネットで公表する。 

 

８  介護保険給付の適正化 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 認定調査員等研修 

 
(平成 11 年度) 

千円 
1,212 

          
(国 1/2 等) 

      
県 

 

 

  
 公平・適正な要介護認定を実施するため、
認定調査員、介護認定審査会委員、主治医意
見書作成医師及び市町村職員等に対し、研修
を行う。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
2 介護保険審査会運営 
 

(平成 11 年度) 

千円 
468 

 
(県 単) 

 
県 

 

  
保険者が行った行政処分に対する不服申立

についての審理・裁決を行う「介護保険審査
会」を運営する。 

3 介護費用適正化推進
事業 

 
(平成 18 年度) 

4,228 
         

(国 10/10 等) 

県 
(一部委託） 

  介護費用適正化対策を効果的に実施するた
め、ケアプラン点検業務を支援する専門職を
派遣するなど、保険者に対する支援等を行う。 
※委託先 県介護支援専門員協会 

 

９  新型コロナウイルス感染症対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算 額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 高齢者施設への応援
職員派遣支援事業 

 
(令和２年度) 

千円 
9,200 

          
(基金等) 

 
県 

（一部委託） 

 

  
 新型コロナウイルス感染症が発生した高齢
者施設に対し、他施設から応援職員を派遣す
るためのコーディネート業務を実施する。 
※委託先 県社会福祉協議会 

2 介護事業所等に対す
るサービス継続支援 
事業 

 
(令和２年度) 

40,916 
 

(基 金) 

介護サービス事業者  新型コロナウイルス感染症が発生した事業
所等に対し、サービスを継続するために必要
な衛生用品の購入費用等を支援する。 

3 介護施設等における
感染拡大防止対策支
援 

 
(令和３年度) 

         70,856 
 

(基 金) 

 

入所系の高齢者
施設・事業所 

 感染拡大防止のための施設内のゾーニング
環境整備や多床室を個室化するための改修経
費を補助する。 
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【問い合わせ先】 

 

ＴＥＬ ０２７－２２６－２６０１ 

ＦＡＸ ０２７－２２３－７９５０ 

 
 
 

感 染 症 ・ が ん 疾 病 対 策 課
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１ 結核等予防対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 結核対策特別促進事 
 業 

 
(昭和 62 年度) 

千円 
520 

 
(国 10/10) 

 
県 

 
 結核まん延防止のため、結核患者の治療完
遂を目指し、質の高い服薬支援を実施する。 
 また、増加する外国出生者の結核対策とし
て、医療通訳者を派遣する。 

2 結核定期健康診断補
助金 

 
(昭和 61 年度) 

6,820 
 

（県 単） 

私立学校 
社会福祉施設等 

 県内私立学校及び社会福祉施設等における
結核患者の早期発見と感染拡大防止を図るた
め、学校長及び施設長が行う結核健康診断の
経費の一部を補助し、受診率の向上や施設の
集団感染防止を図る。 

3 結核健康診断 
 

(昭和 26 年度) 

7,430 
 

(国 1/2 等) 

県 
市町村等 

 結核の二次感染等のまん延を防止するた
め、感染症法に基づき、結核患者に接触した
者に対する健康診断を実施する。 
 

4 結核予防対策 
 

(昭和 26 年度) 

8,634 
 

 (県単等) 

県  結核予防対策を推進するため、結核登録者
調査のほか、新規登録患者に対する訪問指導
等を行うとともに、必要に応じ精密検査を実
施する。 
  また、公的医療機関の結核病床に対して空
床分の経費の一部を補助する。 

5 感染症診査協議会運 
 営（結核） 
 

(昭和 26 年度) 

3,323 
 

(県 単) 

県  感染症診査協議会を運営し、感染症患者に
対する就業制限、入院勧告、入院期間の延長
及び公費負担医療の申請等を診査する。 

6 結核指定医療機関指 
導監査 

 
(昭和 26 年度) 

16 
 

(県 単) 

県 

 

「結核指定医療機関」の指定及び同医療機
関に対する実地監査等を行い、公費負担医療
の適正化を図る。 

 

7 結核予防職員研修会
及び講習会 

 
(昭和 23 年度) 

577 
 

(県 単) 

県  保健所職員の資質向上を目的に、結核研究
所等で行われる研修会及び講習会等に職員を
派遣する。 

8 放射線対策 
 

（平成 23 年度） 

40 
 

（県 単） 

県 

 

 放射線測定機器の定期的な点検・校正を行
い、正確な放射性物質体表面汚染検査を実施
できるよう維持管理する。 

9 結核発生動向調査 
 

（平成 28 年度） 

1,039 
 

(国 1/2) 

県 
衛生環境研究所 

 積極的疫学調査の一環として、分離された
結核菌に対し、分子疫学的解析（VNTR 検査）
を実施する。 

10 結核予防体制整備事 
  業 

（令和元年度） 

80 
 

(国 1/2) 

県 結核予防に向けた地域連携の強化を図るた
め、医療機関及び関係職員を対象に、まん延
防止のための啓発や治療完遂を図るための服
薬支援についての研修会を開催する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
11 結核医療給付 
 

(昭和 26 年度) 

千円 
32,835 

  

 
(1)感染症法第37条の

２分 
3,531 

 
(国 1/2) 

県   結核治療に要した医療費の一部(最大 95%)
を公費負担する。 
○負担割合 国 1/2、県 1/2 

 
(2)感染症法第37条分 

 

29,092 
 

(国 3/4) 

県   結核のまん延防止のため、入院が必要とな
る者に対し、入院を勧告又は措置した場合の
入院治療費を公費負担する。(最大 100%) 
○負担割合 国 3/4、県 1/4 

 
(3)事務委託費 212 

（県 単） 
県 

(委託) 
  公費負担医療費の審査及び支払事務を委託
により実施する。 
※委託先 社会保険診療報酬支払基金 
     県国民健康保険団体連合会 

 

２ 感染症対策 
 ※感染法上の位置づけの変更に伴う国の方針や感染状況、医療提供体制の状況を踏まえ柔軟に対応し、必

要な施策を実施。 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予  算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 感染症予防対策 
 

(平成 11 年度) 

千円 
2,837 

  
(国 1/2 等) 

 
県 

 
消毒に関しては
市町村 

  
 感染症患者発生時の防疫活動の実施や、検 
査備品等の整備を図るとともに、市町村が行
う消毒等の経費を負担する。 

2 感染症発生動向調査 
 

(昭和 62 年度) 

19,647 
 

(国 1/2） 

県 
（委託） 

指定届出機関・届
出機関(医療機
関) 

  感染症法に基づき、平常時から感染症の発
生動向を監視し、関係機関に情報提供するこ
とで、感染症に関する予防及び啓発を図る。 
 また、流行性の疾患（麻しん・風しん）を
迅速に把握するため、県医師会に委託し、監
視体制の強化を図る。 
※委託先 県医師会 

3 肝炎対策事業 
 

(平成 20 年度) 

1,031 
 

(国 1/2) 

県  医師や患者団体等からなる協議会を設置・
運営するとともに、肝炎に関する正しい知識
の普及と肝疾患診療体制等の整備を図るな
ど、肝炎対策を推進する。 

4 肝炎治療費等助成 
 

(平成 20 年度) 

82,340 
 

(国 1/2) 

県 

 

 Ｂ型及びＣ型慢性肝炎の抗ウイルス薬によ
る治療費に対し、公費負担を行う。 
・自己負担額：月額１万円又は２万円 
○負担割合 国 1/2、県 1/2 

5 肝がん・重度肝硬変
治療研究促進事業 

 
(平成 30 年度) 

7,685 
 

(国 1/2) 

県 

 

 

  Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスに起因する肝がん
や重度肝硬変の患者の医療費について、過去
１年間、高額療養費の限度額を超えた月が３
か月を超えた場合、３か月目以降の医療費の
公費負担を行う。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
6 肝炎重症化予防推進
対策 

 
(平成 26 年度) 

千円 
11,771 

 
(国 1/2) 

 
県 

（一部委託） 

 
 肝炎ウイルス陽性者や慢性肝炎、肝硬変及
び肝がん患者に対して、重症化予防を目的と
して検査費用を補助する。 
 また、患者等の利便性を確保するため、肝
炎ウイルス検査を医療機関に委託して実施す
る。 
※委託先（肝炎ウイルス検査） 医療機関 

7 肝疾患センター 
 

(平成 28 年度) 

10,128 
 

(国 1/2) 

県 
（委託） 

 肝疾患診療連携拠点病院に「肝疾患センタ
ー」を設置し、肝炎患者等からの相談に適切
に対応するほか、医療従事者を対象とした研
修会等を開催する。 
※委託先 肝疾患診療連携拠点病院 

8 新型インフルエンザ
等対策本部 

 
(平成 20 年度) 

1,430 
 

(国 1/2 等) 

県 

 

 県行動計画等に基づく体制整備を進めるほ
か、地域において医療訓練を実施する。 

9 新型インフルエンザ 
等医療対応 

 
(平成 20 年度) 

47,517 
  

 
(1)感染症情報ネット

ワーク運営 
677 

 
(県 単) 

県 
（委託） 

 感染症に関する医療機関間の情報ネットワ
ークの運営及び医療機関向けホームページの
管理を行う。 

 
(2)感染症診療体制連

絡調整会議・地域
対策会議 

872 
 

(国 1/2 等) 

県  県域や地域単位で、感染症診療に関する連
絡調整等を目的とした会議を設置・運営する。 

 
(3)医療機関との連絡

調整 
317 

 
(県 単) 

県  医師会や各医療機関に対して感染症対策に
ついての情報を提供する。 

 
(4)新型インフルエン

ザ等対策資材の備
蓄 

3,303 
 

(県 単) 

県  感染症対策として、保健所における個人防
護具の備蓄を強化する。  

 
(5)抗インフルエンザ

ウイルス薬の備蓄
等 

       42,348 
 

（県 単） 

県   抗インフルエンザウイルス薬を国の備蓄方
針に基づき計画的に購入するとともに、期限
切れの薬を廃棄する。 

10 新型インフルエンザ
等社会対応 

 
(平成 20 年度) 

144 
 

(国 1/2) 

県  プレパンデミックワクチン等の特定接種の
実施に係る登録事業者を登録する。 

11 疫学調査対応 
 

(令和３年度) 

2,330,457  
 

 
(1)ＰＣＲ検査等自己負

担分公費負担 
1,057,770 

 
(国 1/2 等) 

県 
（一部委託） 

新型コロナウイルス感染症について、保険
適用となる医療費の本人負担分（行政検査と
して行う核酸増幅法及び抗原検査等）を公費
負担する。 

 
(2)感染症医療給付 645,762 

 
(国 3/4 等) 

県 
（一部委託） 

 入院勧告又は入院措置により入院する患者
の医療費を公費負担する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
 
(3)宿泊・自宅療養者にお

ける感染症医療給付 

千円 
521,196 

 
(国 10/10) 

 
県 

（一部委託） 

 
 宿泊療養施設や自宅で療養する患者の医療
費を公費負担する。 

 
(4)感染症診査協議会運

営(結核を除く感染
症) 

2,067 
 

(国 1/2) 

県 

 

 感染症患者に対する就業制限、入院勧告、
入院期間の延長及び公費負担医療の扱い等を
診査するため、感染症診査協議会を運営する。 

 
(5)高齢者施設等におけ

るスクリーニング検
査事業 

103,662 
 

(国 1/2) 

県 
（委託） 

 

 感染拡大防止のため、高齢者施設等の職員
を対象としたスクリーニング検査を行う。 

12 新型コロナウイルス
感染症に係る検査
事業 

 
(令和３年度) 

    235,623 
 

(国 1/2 等) 

県 
（一部委託） 

衛生環境研究所において、ＰＣＲ検査等を
行う。 
また、民間検査会社に変異株スクリーニン

グ検査等を委託する。 

13 感染拡大防止事業 
 

(令和３年度) 

         26,716 
 
(国 10/10 等) 

県  保健所等に新型コロナウイルス感染症に関
する電話相談・連絡窓口を設置・運営するほ
か、感染により休業等を余儀なくされた医療
機関に対し再開等に必要な消毒経費等を補助
する。 

14 外来・入院協力医療
機関設備整備 

 
(令和３年度) 

16,620 
 

(国 1/2) 

県   新型インフルエンザ等感染症等の外来･入
院を担当する協力医療機関に対し、設備整備
費を補助する。 

15 感染症指定医療機関
運営費・施設設備整
備補助事業 

 
(令和３年度) 

96,553 
  

(国 1/2) 

県  感染症指定医療機関に対し、感染症病床に
係る運営費及び施設整備費を補助する。 

16 相談窓口設置事業 
 

(令和３年度) 

411,449 
 

(国 10/10) 

県 
（一部委託） 

新型コロナウイルス感染症に係る県民から
の相談に対応するコールセンターを設置・運
営する。 
 また、外国語での対応が必要な相談者に対
し専用電話で対応する外国語対応相談ホット
ラインを運営する。 

17 受入医療機関等確保
事業 

 
(令和３年度) 

    34,667,466 
 

(国 10/10) 

新型コロナ患者
受入医療機関等  
    

 新型コロナウイルス感染症入院患者を受け
入れる医療機関等に対し、空床確保料及び医
療資機材等の整備を補助する。 

18 病院間調整センター
運営 

 
(令和３年度) 

     373,905 
 
 (国 10/10 等) 

県 
（委託） 

 新型コロナウイルス感染症患者の入院・搬
送を調整する「病院間調整センター」を運営
する。 
また、患者の医療機関への移送・搬送を民

間事業者へ委託する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
19 Ｃ － Ｍ Ａ Ｔ（クラ

スター対策チーム） 
運営 

 
(令和３年度) 

千円  
13,827 

 
（国 10/10） 

 

 
C-MAT 指定病院等 

 
 新型コロナウイルス感染症患者が発生した
高齢者施設や福祉施設、医療機関等に対し、
感染拡大を防止するため施設で機動的に支援
にあたる「Ｃ－ＭＡＴ（クラスター対策チー
ム）」を運営する。 

20 医療従事者派遣に係
る派遣元支援 

 
（令和３年度） 

       571,392 
 
（国 10/10） 

医療機関  人員不足で稼働できない病床を新型コロナ
ウイルス感染症患者の受入病床として活用す
るため、医療従事者を他院へ派遣した医療機
関に対し補助する。 

21 協力医療機関支援 
 

（令和３年度） 

80,000       
 
（国 10/10） 

疑い患者受入 
協力医療機関 

 新型コロナウイルス感染症疑い患者受入協
力医療機関に対し、空床確保料及び医療資機
材等の整備を補助する。 

22 外国人患者の受入体
制確保事業 

 
（令和３年度） 

       16,478 
 
（国 10/10） 

新型コロナ患者
受入医療機関等 

 

 多様な言語への対応や宗教・文化的背景へ
の配慮など、外国人患者の受け入れに必要と
なる施設整備費用を支援することにより、外
国人患者受入体制を確保する。 

23 自宅療養事業 
 

(令和３年度) 

5,742,307 
 
（国 10/10） 

県 
（一部委託） 

 新型コロナウイルス感染症の自宅療養者へ
のきめ細やかな支援を行う健康フォローアッ
プセンターを運営し、自宅療養者が安心して
療養できる体制を確保する。 

24 宿泊療養事業 
 

(令和３年度) 

24,282,662 
 
（国 10/10） 

県 
（一部委託） 

 新型コロナウイルス感染症の軽症者や無症
状者を受け入れるため、宿泊療養施設を確保
し、運営する。 

25 地域外来・検査セン
ター（ＰＣＲ検査セ 
ンター）運営 

 
(令和３年度) 

284,123 
 

(国 1/2) 

県 
（一部委託） 

 新型コロナウイルス感染症の検査体制を確
保するため「地域外来・検査センター(ＰＣＲ
検査センター)」の設置・運営する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
26 診療・検査外来に対 

する設備 
 
(令和３年度) 

千円 
665,246 

 
（国 10/10） 

 

 

指定医療機関 

 
  発熱患者等の診療・検査を行う医療機関（診
療・検査外来）に対して、設備整備経費を補
助する。 

27 中核市の新型コロナ
ウイルス感染症に
関する相談窓口運
営事業 

 
(令和３年度) 

100,648 
 

(国 10/10) 

中核市  受診・相談センターなど新型コロナウイル
ス感染症に関する相談窓口を設置する中核市
に対して、運営費等を補助する。  

28 休日相談窓口運営 
 

（令和３年度） 

1,794 
 

(国 10/10) 
 

県 
（委託） 

 

 伊勢崎佐波地域の発熱患者等を対象とし
た、休日における電話相談等の業務を委託す
る。 
 

29 医療用物資流通備蓄 
 

（令和４年度） 

303 
 

(県 単) 

県 
（委託） 

 

地域内の事業者等とあらかじめ契約を締結
し、在庫の医療用物資を緊急時の備蓄として
活用する。 

30 陽性者登録窓口 
 

（令和４年度） 

229,688 
 

（国 10/10） 

県 
（委託） 

自己検査による陽性者が必要な情報の登録
を行うための窓口運営を委託する。 

31 感染症対策基盤整備
事業 

 
(平成 10 年度) 

1,632 
 

(県単等) 

県 
（一部委託） 

 感染症に関する人材の育成のほか、知識の
普及・啓発、研修・訓練の実施など、感染症
の発生に備えた体制を整備するとともに、蚊
媒介感染症に関する対策会議を開催する。 

32 Ｏ－157 等感染症平
常時防疫対策 

 
(平成９年度) 

2,580 
 

(県 単) 

県 
（一部委託） 

 給食従事者等を対象に、腸管出血性大腸菌
を含めた検便を実施するほか、施設等での集
団感染発生時等において、原因究明のための
検査を実施する。 

33 感染症流行予測 
 

(昭和 38 年度) 

1,908 
 
(国 10/10 等) 

県  感染症の発生を予測し、予防対策を講じる
ため、感染症発生の要因としての感受性調査
及び感染源調査を実施する。 

34 予防接種市町村指導 
 

(平成 10 年度) 

598 
 

(県単等) 

県  定期予防接種後における接種者の健康状況
を、医療機関及び保護者から収集し、調査結
果を国へ報告するほか、国が主催する予防接
種従事者研修会に職員を派遣するとともに市
町村職員向け研修会を開催する。 

35 予防接種業務委託 
 

(平成３年度) 

1,551 
 

(国 1/2) 

県 
（委託） 

 県内の予防接種率の向上や健康被害の発生
防止を図るため、予防接種要注意者への接種
や医療相談等に対応する「予防接種センター」
を設置する。 
※委託先 県立小児医療センター 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
36 予防接種健康被害給

付負担 
 

(昭和 23 年度) 

千円 
19,999 

 
(国 1/2) 

 
市町村 

   
予防接種法に基づく予防接種を受けたこと

により生じた健康被害に対し、市町村が医療
費等を給付する場合、その費用を負担する。 
（負担割合）国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

37 麻しん・風しん対策 
 

(平成 23 年度) 

3,948 
 

（県単等) 

県 
（一部委託） 

 麻しん及び風しん対策を推進するため、県
対策会議を開催するほか、予防接種率の向上
等に向けた普及啓発を行う。 
 また、先天性風しん症候群の予防を目的に、
予防接種が必要である風しん感受性者を効率
的に抽出するため、妊娠を希望する女性等に
対し風しん抗体検査を実施し、予防接種を勧
奨する。 

38 クラスター対策 
 

（令和５年度） 

496 県  高齢者施設等におけるクラスター（集団発
生）対策を充実させるため、各種研修等を開
催することにより、感染症予防の推進に必要
な人材を養成する。 

39 エイズ対策推進協議
会の設置・運営 

 
(平成 19 年度) 

184 
 

(国 1/2) 

県  感染予防・まん延防止を始め、検査の普及
啓発や検査・相談・医療体制の充実等、エイ
ズ及びＨＩＶ感染に関する各種対策等を検討
・推進する「エイズ対策推進協議会」を設置
・運営する。 

40 エイズ対策推進に係
る研修・人材養成 

161 
 

  各種研修等を開催することにより、エイズ
対策の推進に必要な人材を養成する。 

 
(1)エイズ講演会 
 

(平成 18 年度) 

54 
 

(国 1/2) 

県 

 

  エイズ診療体制を充実させるため、県内の
医療従事者等を対象とした講演会を開催す
る。 

 
(2)関東・甲信越研修 
 

(平成５年度) 

107 
 

(国 1/2) 

県   地方ブロック拠点病院等が実施する研修等
に、本県エイズ診療拠点・協力病院の医療従
事者や県保健福祉事務所職員等を派遣する。 

41 地域のエイズ対策に
係る啓発普及活動 

 
(平成４年度) 

1,853 
 

(国 1/2) 

県   世界エイズデー（12 月１日）及びＨＩＶ検
査普及週間（毎年６月）を中心として、エイ
ズに関する正しい知識の浸透を図るための啓
発普及事業を実施する。 

42 エイズ治療拠点病院
等治療ケア促進 

 
(平成８年度) 

1,990 
 

(国 1/2) 

県 
（一部委託） 

 患者・感染者が安心して医療を受けられる
よう、エイズ診療に携わる医師等を対象とし
た研修会を開催するほか、診療医療機関に対
し、血液・体液暴露事故後の感染予防薬を配
備する。 
  また、患者・感染者を心理面で支援するた
め、病院等からの要請に応じてカウンセラー
を派遣する。 

43 特定感染症検査事業 
 

(平成 15 年度) 

6,094 
 

(国 1/2) 

県 
（一部委託） 

  県保健福祉事務所においてＨＩＶ検査、性
感染症検査及びウイルス性肝炎の相談・検査
を行うほか、「エイズ相談電話」による相談
事業を実施する。 
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３ 疾病対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 県臓器移植コーディ
ネーター設置 

 
(平成 10 年度) 

千円 
4,040 

 
(県 単) 

 
県 

  
  県臓器移植コーディネーターを設置し、臓
器移植に関する医療従事者等への普及啓発の
ほか、円滑な臓器移植に向けた医療機関等へ
の巡回や臓器提供に伴う調整等を行う。 

2 臓器移植普及啓発推
進事業 

 
(平成 19 年度) 

995 
 

(県  単) 

県 
（一部委託） 

 臓器移植の普及啓発事業を県健康づくり財
団に委託して実施する。 
※委託先 県健康づくり財団 

3 医療提供体制進事業
費補助 

 
(平成 20 年度) 

4,840 
 
（国 10/10） 

医療機関  臓器移植に関連する設備整備を行う医療機 
関に対し、設備整備費用を補助する。 
○補助率 1/3 

4 アレルギー疾患対策 
 

（平成 30 年度） 

750 
 

(国 1/2 等) 

県 

 

 アレルギー疾患に関する適正な医療体制の
構築を図るため、対策協議会を設置･運営する
とともに、医療従事者向けにアレルギー疾患
対策の研修会を開催する。 

5 原爆被爆者健康診断
事業 

 
(昭和 33 年度) 

3,903 
 

 (国 10/10 等) 

県 
(委託） 

 

  原爆被爆者の健康管理のための健康診断を
県内の医療機関に委託して実施する。 

6 原爆被爆者各種手当
支給 

 
(昭和 43 年度) 

53,195 
 

(国 10/10 等) 

県 
 

  原爆被爆者に対して、健康管理手当等を支
給する。また、死亡した被爆者の葬祭を行っ
た者に対し、葬祭料を支給する。 

7 介護保険等利用被爆
者助成事業 

 
(平成 14 年度) 

2,481 
 

(国 1/2) 

県   原爆被爆者が介護保険等を利用した場合の
自己負担額を助成する。 

8 ハンセン病療養所入
所者訪問事業 

 
(平成９年度) 

204 
 

(県 単)  

県   本県出身のハンセン病療養所入所者に対
し、郷土紙の発送や見舞金の交付等を行う。 

9 ハンセン病療養所入
所者家族援護 

 
(平成９年度) 

1,020 
 

(国 10/10) 

県   ハンセン病療養所入所者の家族で生計困難
な者に対して、生活の援護を行う。 

10 ハンセン病啓発普及
事業 

 
(平成９年度) 

101 
 

(県 単) 

県 

 

  ハンセン病に関する知識の普及啓発のた
め、パネル展の開催等を行う。 

 

11 ハンセン病療養所入
所者郷土案内 

 
(平成９年度) 

40 
 

(県 単) 

県  群馬県藤楓協会が実施する郷土案内事業に
対して、負担金を支出する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
12 石綿健康被害救済制

度運営 
 

(平成 19 年度) 

千円 
228 

 
(県 単) 

 
県 

 

  
石綿健康被害救済制度により、石綿関連疾

患患者の円滑な救済を図るため、制度の説明
や対象者からの申請書の受付等を行う。 

13 アスベスト啓発事業 
 

(平成 18 年度) 

118 
 

(県 単) 

県   石綿関連疾患が適切に診断されるよう,医
療機関に対し情報提供を行う。また、アスベ
ストに関する健康不安を解消するため、正し
い知識の普及啓発を行う。 

14 アスベスト診療医師
養成事業 

 
(平成 19 年度) 

168 
 

(県 単) 

県  「アスベスト疾患センター」による研修会
等を開催し、指導者的立場でアスベスト診療
に当たる医師を養成する。  

 

４ 難病対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予  算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 県難病団体連絡協議
会事業費補助 

 
(昭和 49 年度) 

千円 
3,300 

 
(県 単) 

 
県難病団体 
連絡協議会 

 

 
  県難病団体連絡協議会（11 患者団体加盟）
が実施する、難病に関する知識の普及に関す
る事業及び難病の理解を深めるための事業に
要する経費を補助する。 
○定額補助 

2 小児アレルギー患者 
交流事業補助 

 
(昭和 58 年度) 

270 
 

(県 単) 

小児アレルギー
関係団体 

 小児アレルギーについて理解を深めるため
の事業に要する経費を補助する。 
○定額補助 

3 小児糖尿病夏季治療 
講習会補助 

 
(昭和 59 年度) 

200 
 

(県 単) 

小児糖尿病関係
団体 

 小児糖尿病夏季治療講習会（夏季キャンプ）
事業に要する経費を補助する。 
○定額補助 

4 難病患者療養支援対
策推進事業 

 
(平成４年度ほか) 

4,258 
 
 (国 1/2 等) 

県  難病患者及びその家族に対する相談会の開 
催や家庭訪問等により、難病に係る医療及び
療養生活に係る相談・指導を行う。 
また、必要に応じて、個別患者に対する在

宅療養支援計画の策定・評価を行うなど、難
病患者等に対し、不安解消や安定した療養生
活の確保、生活の質の向上を図る。 

5 難病相談支援センター
事業 

 
(平成 16 年度) 

8,348 
 

(国 1/2) 

県 
(委託) 

 専門の難病相談支援員を設置し、難病患者
及び家族の療養相談に応じ、難病診療連携拠
点病院との連携を図るとともに、患者交流会
等の自主活動の支援を行う。 
※委託先 群馬大学医学部附属病院 

6 神経難病患者在宅医
療支援事業 

 
(平成 14 年度) 

25 
 

(国 1/2) 

県   クロイツフェルト・ヤコブ病等、症例が少
なく診断や対応に苦慮する神経難病につい
て、厚生労働省が配置した専門医を中心とし
た在宅医療支援チームを派遣する体制を整備
する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
7 難病患者等ホームヘ
ルパー養成研修事業 

 
(平成８年度) 

千円 
328 

 
(国 1/2 等) 

 
県 

 

  
訪問介護員１級・２級課程研修及び介護職

員基礎・初任者研修課程修了者、介護福祉士
を対象に研修を行い、難病患者等に対し適切
なサービスを提供できるホームヘルパーを養
成する。 

8 難病医療提供体制整 
備事業 

18,919 
 

  難病患者に対する医療提供体制の確保を図
る。 

 
(1)難病医療連絡協議会 
 

(平成30年度) 

448 
 

(国 1/2) 

県 

 

難病医療提供体制及び医療連携体制の構築
等について協議するため、協議会を開催する。 

 
(2) 難病診療連携拠点病

院運営委託 
 

(令和元年度) 

10,917 
 

(国 1/2) 

県 
(委託) 

  群馬大学医学部附属病院を難病診療連携拠
点病院に指定し、難病診療連携コーディネー
ター等を配置して早期に正しい診断ができる
体制を構築する。 
※委託先 群馬大学医学部附属病院 

 
(3) 在宅難病患者一時入

院事業 
 
(平成25年度) 

7,554 
 

(国 1/2) 

県 人工呼吸器を装着した在宅難病患者の家族 
等を対象に、介護者の休息等を目的とした「レ
スパイト入院」の受入体制を確保する。 

9 指定難病特定医療給
付 

 
(平成 26 年度) 

2,492,931 
 

(国 1/2) 

県  指定難病の保険診療に係る医療費自己負担
分及び介護保険による医療サービス自己負担
分について、公費負担する（一部自己負担あ
り）。 
・対象疾患 
 厚生労働省告示に示された 338 疾患 
○負担割合 国 1/2、県 1/2 

10 特定疾患医療給付 
 

(昭和 48 年度) 

266 
 

(国 1/2 等) 

県  原因不明で治療方法が確立していない、い
わゆる難病のうち、国が定めた特定疾患につ
いて、保険診療に係る医療費の自己負担分及
び介護保険による医療サービスの自己負担分
を公費負担する。 
・対象疾患 
 スモン、難治性の肝炎のうち劇症肝炎、重
症急性膵炎、ﾌﾟﾘｵﾝ病(ﾋﾄ由来乾燥硬膜移植に
よるｸﾛｲﾂﾌｪﾙﾄ･ﾔｺﾌﾞ病に限る) 
○負担割合 国 1/2、県 1/2（スモン国 10/10） 

11 在宅人工呼吸器使用
患者支援事業 

 
(平成 10 年度) 

34,955 
 

(国 1/2) 

県   人工呼吸器を使用する指定難病特定医療受
給者等について、保険診療を超える訪問看護
を行った場合、一人当たり年間 260 回を限度
に全額公費負担する。 

12 スモン患者はり、き
ゅう及びマッサー
ジ施術費給付 

 
(昭和 53 年度) 

661 
 

(国 10/10) 

 

県 

 

 スモン患者であって、本人の希望により受
けた、はり、きゅう、マッサージの施術に要
した経費について、月７回を限度に公費負担
(定額)する。 

13 先天性血液凝固因子
障害等医療給付 

 
(平成元年度) 

12,536 
 

(国 1/2) 

県  先天性血液凝固因子障害(血友病等)の患者
等に対し、保険診療に係る医療費の自己負担
分を公費負担する。 
○負担割合 国 1/2、県 1/2 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
14 指定難病特定医療給

付中核市事務委託 
 

(平成 21 年度) 

千円 
13,211 

 
(県 単) 

 
県 

（委託） 

  
中核市に対し、指定難病特定医療給付に係

る経由事務を委託する。 
※委託先 中核市 

15 小児慢性特定疾病医
療給付 

 
(平成 26 年度) 

222,397 
 

(国 1/2 等) 

県  小児慢性疾病のうち、悪性新生物等 16 疾患
群について､20 歳未満の児童を対象に､保険診
療に係る医療費の自己負担分を公費負担する
（一部自己負担あり）。 
○負担割合 国 1/2、県 1/2 

16 小児慢性特定疾病児
童日常生活用具給
付事業 

 
(平成 18 年度) 

 

174 
 

市分 
（国 10/10） 

 
町村分        

（国 2/3） 

市町村 
 
市町村が給付し
た日常生活用具
の基準額の合計
と公費負担額の
いずれか少ない
額 

 市町村が実施する小児慢性特定疾病児童に
対する、特殊寝台等の日常生活用具給付事業
に対し補助する。 
※課税状況に応じて利用者負担あり 
○補助率 市分 1/2、町村分 3/4 

17 小児慢性特定疾病児
支援 

 
(平成 26 年度) 

348 
 

(国 1/2) 

県 

 

 地域における疾病児童等の自立を支援する
ため、慢性疾病児童等地域支援協議会を開催
し、関係機関が支援内容の検討･協議を行う。 

18 小児慢性特定疾病児
童等自立支援事業 

 
(平成 26 年度) 

         7,002 
 

(国 1/2） 

県 小児慢性特定疾病児童等の自立促進を図る
ため、「小児慢性特定疾病児童等自立支援員」
を設置し、関係機関との連絡調整及び療育相
談指導等を実施する。 

 

５ がん対策推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 がん対策推進協議会
運営 

 
(平成 19 年度) 

千円 
3,228 

 
(県 単) 

 
県 

 

 
 総合的ながん対策の推進を図るため、県が
ん対策推進協議会及び部会を運営する。 

 

2 がん検診受診率向上
対策 

 
(平成 24 年度) 

2,709 
 

(国 1/2 等) 
 

県  市町村及び企業等と連携した検診の普及啓
発、イベントの開催･キャンペーンの実施等に
よりがん検診の受診率向上を図る。 
 また、市町村担当者を対象とした研修を実
施する。 

3 女性特有のがん対策
推進 

 
(平成 17 年度) 

91 
 

(国 1/2) 

県 

 

 子宮頸がん検診受診啓発のため、主に若年
女性を対象とした講演会を開催する。 

4 がん検診等従事者講
習 

 
(昭和 59 年度) 

2,680 
 

(国 1/2 等) 
 

県 
（委託） 

  がん検診等に従事する医師や診療放射線技
師等の資質向上を図るための研修を実施す
る。 
※委託先 県医師会等 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
5 生活習慣病検診等管
理指導協議会運営 

 
(平成 18 年度) 

千円 
586 

 
(県 単) 

 
県 

  
がん検診の精度管理等を行うため、生活習

慣病検診等管理指導協議会及び部会を運営す
る。 

6 がん医療提供体制整
備・支援 

 
（令和４年度） 

 

190 
 

(国 1/2) 

県 がん診療連携拠点病院の医療関係者等とが
ん医療提供体制の検討等を行う。 
 

7 がん診療連携拠点病
院機能強化 

 
(平成 18 年度) 

54,000 
 

(国 1/2) 

病院 国が指定するがん診療連携拠点病院の機能
強化を図るため、「がん相談支援センター」
の運営や研修事業等に対して補助を行う。 

8 がん診療連携推進病
院機能強化 

 
(平成 22 年度) 

30,800 
 

(国 1/2) 

病院 県が指定する「県がん診療連携推進病院」 
の機能強化を図るため、「がん相談支援セン
ター」運営事業等に対して補助を行う。 

9 がん診療従事医師緩
和ケア研修 

 
(平成 20 年度) 

1,046 
 
(国 1/2 等) 

県 
(委託） 

 

緩和ケアの提供体制の一層の充実を図るた
め、医療従事者を対象とした緩和ケア研修を
実施する。 
※委託先 県看護協会 

10 全国がん登録 
 

(平成６年度) 

12,442 
 

(国 1/2) 

県 
(一部委託) 

がん対策推進やがん医療水準向上のため、 
がん罹患の実態の登録や分析等を行う。 
 また、外部への登録データ提供を協議する
ため、群馬県がん登録審議会を運営する。 
※一部委託先 県健康づくり財団 

11 相談支援・情報提供 
 

(平成 23 年度) 

2,870 
 

(国 1/2 等) 

 

県 

 

 

本県のがん対策をまとめた「ぐんまの安心
がんサポートブック」によるがん患者等向け
の情報提供や講演会によるがんに関する知識
の普及啓発等を行う。 
また、「がんピアサポーター」の派遣によ

り、がん患者等への支援を行う。 

12 妊孕性温存療法助成
事業 

 
（令和３年度） 

4,259 
 

(国 1/2) 

県  小児・ＡＹＡ世代のがん患者等を対象に妊
孕性温存治療に係る費用の一部を助成する。 

13 がん患者在宅療養支
援事業 

 
(令和４年度) 

2,675 
(県単等) 

市町村等  がん患者の在宅療養を支援するため、介護
保険の対象とならない39歳以下の末期がん患
者を対象に介護サービスに係る経費の一部を
助成するとともに、介護従事者向けの研修会
を開催する。 
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【問い合わせ先】 

 

ＴＥＬ ０２７－２２６－２６５３ 

ＦＡＸ ０２７－２４３－２０４４ 

 
 
 

健康長寿社会づくり推進課 
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１ 健康増進対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 健康づくり協力店推
進 

 
(平成 17 年度) 

千円 
982 

 
(国 1/2) 

 
県 

 
 健康メニューや健康サービスの提供を行っ
ている店舗を「健康づくり協力店」として登
録し、県民の健全な食生活実践を支援するほ
か、県民の健康づくりを支援するため、健康
情報ステーションを通して健康情報を発信す
る。 

2 元気県ぐんま２１推
進 

 
(平成 13 年度) 

1,580 
 

(県 単) 

県 

 

 県健康増進計画（第２次）を推進するため、
表彰、研修、検討会、情報・調査の分析普及、
市町村支援等を行う。 

3 元気県ぐんま２１推
進会議 

 
(平成 13 年度) 

790 
 

(国 1/2) 

県 

 

 地域・職域連携を進め、県健康増進計画（第
２次）の推進と次期健康増進計画策定のため、
関係者による推進会議を開催する。 

4 地区地域・職域連携
推進 

 
(平成 26 年度) 

1,723 
 

(国 1/2) 

県 

 

 地域保健と職域保健が連携し、健康に関す
る情報を共有するための地域協議会を開催
し、より効率的・効果的な保健事業を行う。 

5 健康寿命延伸対策事
業 

 
(平成 28 年度) 

        25,735 
 

(国 1/2 等) 

県 

 

 活力ある健康長寿社会を実現するため、R3
年度から実施していたフレイル予防を軸とし
たモデル事業の横展開をするほか、群馬県公
式アプリ「G-WALK＋」の普及による健康ポイ
ント制度の推進など、県民の健康づくり実践
を支援する。 

6 食生活改善推進費 
 

(昭和 39 年度) 

12,843 
 

(県 単) 

県 
 

 

 県民の栄養改善対策を強化するため、食生
活改善活動を担う人材を確保するとともに、
研修会の開催や国等で行う研修会への職員派
遣を行う。 

7 国民健康・栄養調査 
  

(昭和 27 年度) 

3,189 
 

(国 10/10) 

国 
(県が受託) 

  健康づくりや食生活改善対策を推進するた
めの基礎資料とするため、国の委託事業とし
て、「国民健康・栄養調査」を実施する。 

8 県民健康・栄養調査 
  

(昭和 60 年度) 

7,348 
 

(県 単) 

県 

 

  健康づくりや食生活改善対策を推進するた
めの基礎資料とするため、「県民健康･栄養調
査」の解析を行う。 

9 特定給食施設指導 
 

(平成 15 年度) 

580 
 

(県 単) 

県 

 

 健康増進法に基づき、栄養指導員が給食施
設の栄養･衛生管理や食環境整備の状況等に
対し指導を行う。 

10 食環境づくり 
 

(平成 15 年度) 

578 
 

(県 単) 

県 
(一部委託) 

 ボランティア等地域の人材を活用し、食環境
整備を推進するための事業を行う 
※一部委託先 関係団体 

11 食育推進 
 

(平成 16 年度) 

3,721 
 

 県民が身近な地域で生涯にわたり食育を実
践するための環境整備を行う。 

 
(1)食育推進体制整備 

 

775 
  

(県 単) 

県  県食育推進計画（第４次）を普及推進する
ほか、地域における食育を推進し、関係者の
連携を促進するための体制を整備するととも
に、食育を推進する関係団体で構成する食育
推進会議の運営を行う。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
(2)食育推進事業 

 

 

2,946 
 

(国 1/2 等) 

 

県 
（一部市町村、 
関係団体） 

 

 若い世代への普及啓発や民間企業との連
携、地域の食育を担う多様な人材の活用等の
取組を通じて、地域力を活かした食育を推進
する。 
 また、市町村、関係団体等が実施する地域
での食育推進事業の経費の一部を補助する。 
 

 

 

２ 生活習慣病等対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 糖尿病予防対策推進 

 
(平成 18 年度) 

千円 
3,942 

  
(基金等) 

 
県 

 

  
 糖尿病・慢性腎臓病予防に関する普及啓発
や、医療従事者向け研修会等を行うほか、糖
尿病予防指導プログラムの推進等、糖尿病の
発症予防・重症化予防事業を実施する。 

2 特定健診・保健指導
推進 

 
(平成 19 年度) 

11,954 
 
(国 10/10 等) 

県 

 

 特定健診・保健指導を円滑に推進するため、
特定保健指導従事者の育成及び質の向上を図
る研修会等を開催する。 
 また、エビデンスに基づく施策展開のため、
健診データ等の一体的･継続的な分析を実施
する。 

3 市町村健康増進事業
補助 

 
(平成 20 年度) 

106,071 
 

(国 1/2 等) 

市町村  市町村に対し、健康増進法に基づき実施す
る健康増進事業(健康教育、健康相談、健康診
査、訪問指導、肝炎ウィルス検診、総合的な
保健推進事業等)に要する経費の一部を補助
する。 

4 たばこ対策 
 

(平成 16 年度) 

3,495 
 

(国 1/2 等) 

県   周知啓発資材としての活用を目的として、
受動喫煙防止及び禁煙を啓発する健康動画を
募集するほか、学生を対象とした喫煙防止講
演会や受動喫煙防止対策に係る研修会等の開
催や禁煙支援者の養成などを行う。 
  また、受動喫煙防止対策の推進及び関係機
関と連携した普及啓発を図るため、推進会議
を開催する。 

5 20 歳未満たばこ対策
事業 

 
（平成 19 年度） 

262 
 

（国 1/2） 

県 

 

 20 歳未満者の喫煙防止対策として、喫煙防
止講習会や学校保健担当者会議等を開催す
る。 

6 健康運動支援体制整
備  

 
(平成 15 年度) 

188 
 

(県 単) 

県 
(委託) 

 生活習慣病の発症及び重症化予防のため、
指導者向け講習会や県民公開講座等を関係団
体等に委託して実施する。 
※委託先 関係団体等 
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３ 歯科保健 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 歯科口腔保健推進 

 

千円 
17,381 

 

 
 
 県歯科口腔保健推進計画を推進し、歯科口
腔保健水準の向上及び県民に対する歯科口腔
保健の普及啓発を図る。 

 
(1) 口腔保健支援セン

ター設置推進事業 
 
(平成 27 年度) 

         14,554 
 

(県単等) 

県  保健福祉事務所等に歯科衛生士を配置し、
市町村歯科保健事業への専門的技術支援や、
県民に対する歯科口腔保健の普及啓発を図
る。 

 
(2)歯科疾患予防事業 

 
(平成 26 年度) 

 

1,697 
 

(国 1/2) 

 

県 
(一部委託) 

 

 オーラルフレイル予防の啓発や「歯科口腔
保健サポーター」の養成を図るほか、フッ化
物応用普及事業等を実施する。 
 また、各保健福祉事務所において、管内市
町村や関係団体関係者により歯科疾患予防事
業に関する調整会議を開催する。 
※一部委託先 郡市歯科医師会 

 
(3)歯科保健医療サー

ビス提供困難者へ
の歯科保健医療推
進事業  
      

（平成 28 年度） 

             80 
 

(国 1/2) 

 

県 

 

 

 障害児（者）の歯科口腔について、「医療
重視」から「予防重視」へと転換を図るため、
特別支援学校教員や養育者等を対象とした研
修会を開催する。 

 

 
(4)歯科口腔保健調査

研究事業 
 

（平成 27 年度） 

           400 
 

(国 1/2) 

県 
(委託) 

 県民の歯科保健状況を把握し、今後の歯科
保健医療対策の推進に必要な基礎資料を得る
ために必要な調査を行う。 
※委託先 県歯科医師会 

 
(5)多職種連携等調査

事業 
 

（平成 27 年度） 

            250 
  

(国 1/2) 

県 
(委託） 

 

 医科・歯科連携等、多職種連携の先駆的な
取組の安全性や効果、口腔の健康と全身の健
康の関係等について調査研究を行う。 

 
(6)歯科口腔機能管理

等研修事業 
 

（令和元年度） 

            400 
 

(国 1/2) 

県 
(委託） 

 

 介護保険施設等の介護関係職種（介護支援
専門員等）を対象に、一般的な口腔ケアや歯
科との連携等に関する研修会を開催する。 
※委託先 県歯科医師会 

2 在宅歯科保健 
 

(平成 22 年度) 

22,000 
 

(基金) 

郡市歯科医師会 

 

 在宅歯科保健医療体制を整備するため、郡
市歯科医師会が行う在宅歯科医療連携室整備
や貸出用設備整備に要する経費の一部を補助
する。 

3 歯科保健事業共催委
託 

 
(昭和 56 年度) 

300 
 

(県 単) 

県  歯科保健の普及啓発を図るため、県歯科医
師会と共催し、県歯科保健大会及び「親と子
のよい歯のコンクール」を実施する。 

4 ８０２０県民運動推
進特別事業 

 
(平成 12 年度) 

2,137 
 

(国 10/10) 

県 
(一部委託)  

 

 「８０２０県民運動」を推進するため、関
係団体と連携して、歯と口の健康の保持を目
的とした研修会や歯科口腔保健推進委員会等
を開催する。 
※一部委託先 県歯科医師会、県歯科衛生士会 
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４ 医療介護連携推進 

事 業 名 
（事業開始年度） 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 地域包括ケア推進 

千円 
8,080 

 
 

 
(1) 実効性のある地域

包括ケアシステム
推進研修 

 
(平成 30 年度) 

286 
 

(基 金) 

県  地域包括ケアシステムの実効性を高めるた
め、市町村におけるシステム構築の取組状況
や成果を把握するほか、市町村職員向け研修
を実施する。 

 
(2)地域医療介護連携

拠点事業 
 

(平成 26 年度) 

4,500 
 

(基 金) 

県医師会等 

 

 県医師会等に対し、医療介護連携推進に係
る経費を補助する。 
○補助率 3/4 

 
(3)市町村・団体調整、

各種検討会議等 
 
(平成 27 年度) 

3,294 
 

(基金等) 

県  市町村における在宅医療・介護連携の取組
を支援するため、在宅医療等を進める上での
課題や施策に関する協議や、保健医療計画等
の進行管理を行うための会議を開催する。 

2 在宅医療基盤整備 15,685   

 
(1) 訪問看護事業所支

援事業 
 
(平成 29 年度) 

6,625 
 

(基 金) 

訪 問 看 護 支 援 
ステーション 

 訪問看護技術等について実地に指導する
「訪問看護支援ステーション」を指定し、県
内の訪問看護事業所を支援する。 

 
(2) 在宅療養支援診療

所、訪問看護ステ
ーション、在宅療
養支援病院設備整
備補助 
 

（平成 26 年度） 

8,000 
 

(基 金) 

県 
在宅療養支援診療所 
在宅療養支援病院 
訪問看護ステーション等 

在宅療養支援診療所や在宅療養支援病院、
訪問看護ステーションについて、新規開設経
費や、業務量拡大に伴う設備整備経費を補助
する。 
○補助率 1/2 

 
(3)在宅人工呼吸器使

用者非常用電源整
備事業  

 
（令和元年度） 

1,060 
 

(国 10/10) 

県  人工呼吸器使用患者の診療を行う医療機関
に対し、非常用電源装置の設備整備経費を補
助する。 
○補助率 1/2 

3 在宅医療・介護人材
育成事業（在宅医療
基盤整備〔専門・多
職種連携研修、普及
啓発〕） 
 
(平成 25 年度) 

12,000 
 

(基 金) 

病院、診療所、 
各関係団体等 

 在宅医療･介護に携わる人材のスキルアッ
プを図るため、関係機関・団体が実施する在
宅医療に関する専門研修・多職種連携研修経
費を補助する。 
○補助率 3/4 

4 医療介護連携推進支
援   

       5,064 
  

 
(1) 在宅医療・介護支

援パンフレット 
 

(平成 26 年度) 

878 
 

(基 金) 

県  病院を退院する患者等が安心して在宅療養
に移行できるよう、在宅医療等に係る情報を
掲載したパンフレットを作成し配布する。 

 
(2) 医療介護連携調整

実証事業 
 
(平成 27 年度) 

643 
 

(基 金) 

県、中核市  病院から在宅医療に移行する際に切れ目の
ない支援が継続できるよう、退院調整ルール
の進行管理等を通じて、地域における医療と
介護の連携を図る。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
(3) 患者の意思決定支

援事業 
 
(平成 29 年度) 

2,368 
 

(基 金) 

県  人生の最終段階における本人の意思決定を
支援するため、県民や医療機関、介護施設な
どの関係者を対象に、研修及び普及啓発を実
施する。 

 
(4) 残薬解消に向けた

在宅医療・介護関
係者の情報共有ル
ール策定  
 
（令和３年度） 

665 
 

(基 金) 

県  残薬の解消に向け、介護支援専門員や訪問
介護員が訪問時に残薬を発見した場合に医師
・薬剤師と情報共有を図るためのルールを策
定する。 

 
(5) ＩＣＴを活用した

在宅医療・介護 
連携推進 

 
（令和２年度） 

510 
 

(基 金) 

県 ＩＣＴを活用した多職種間の情報連携を推
進するための事業を行う。 

5 小児等在宅医療連携
拠点事業 

 
  （平成 25 年度） 

1,990 
 

(基 金) 

県 
県立小児医療センター 
県看護協会 

 

ＮＩＣＵ等を退院した小児等の在宅医療を
推進するため、保健・医療・福祉・教育等の
関係者による協議会を運営するほか、人材育
成事業に対する補助等を行う。 
○補助率 10/10 

 

５ 介護予防・生活支援等の推進 

事 業 名 
（事業開始年度） 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 地域支援事業交付金 
 

(平成 18 年度) 

 

 

千円 
1,411,087 

 
(県 単) 

 
市町村 

 
 介護保険法に基づき市町村が実施する地域
支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業、
包括的支援事業、任意事業）に係る経費の一
部を交付する。 
○負担割合 
・介護予防・日常生活支援総合事業：国 25%、

県 12.5％、市町村 12.5％、保険料 50% 
・その他事業：国 38.5%、県 19.25％、 
市町村 19.25％、保険料 23% 

2 地域包括支援センター
機能強化事業 

 
(平成 18 年度) 

3,087 
 

 市町村地域包括支援センターの機能を強化
するため、市町村に対し必要な支援を実施す
る。 

 
(1)自立支援型ケアマ

ネジメント推進事
業 

 
(平成 28 年度) 

1,869 
 
 

(基 金) 

県 
（一部委託） 

 高齢者の生活の質の向上を図るため、市 
町村が開催する「自立支援型地域ケア会議」
にアドバイザーを派遣し、会議の効果を高め
られるよう支援する。 
 また、介護サービス事業所、専門職等を対
象とした研修会を開催する。 
※一部委託先 県薬剤師会、群馬栄養士会､ 
         県歯科衛生士会 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
(2)地域包括支援セン 
  ター職員研修事業 
 

1,154 
 

(基 金) 
 

県 
（委託） 

 

市町村及び地域包括支援センター職員を対
象とした研修を実施することで、業務上必要
な知識の習得及び技能の向上を図り、地域包
括支援センターの適切な運営を支援する。 
※委託先 県地域包括・ 
     在宅介護支援センター協議会 

 
(3) 広域的地域ケア会

議の設置・運営 
 
(平成 28 年度) 

64 
 

(基 金) 

県   市町村単独で解決困難な、広域的な地域課
題を検討する会議を開催する。 

3 生活支援体制整備推
進 

 
(平成 28 年度) 

         3,832 
 

(国 10/10） 

県 
（一部委託） 

 地域における生活支援体制の充実を図るた
め、生活支援コーディネーターや市町村職員
等を対象とした研修を実施するほか、市町村
職員等からの相談を受け付ける専用窓口の設
置や、アドバイザー派遣を実施する。 
※一部委託先 県社会福祉協議会 

4 介護予防対策推進 
 

(平成 18 年度) 

38,925 
 

 健康寿命の延伸や介護予防を推進するた
め、県民を始め、市町村職員やリハビリ関連
職員等を対象に、フレイル予防の概念を取り
入れた介護予防の普及啓発や研修等を行う。 

 
(1)介護予防市町村支

援会議 

 

122 
 

（国 10/10) 

県 

 

 介護予防事業を効果的に実施するため、市
町村担当者、専門職等による会議を開催する。 

 
(2)介護予防推進研修 

 

653 
 

（国 10/10) 

県 
（委託） 

 

 市町村介護予防担当者や介護予防関連事業
の実施担当者等に対して研修を行う。 
※委託先 県歯科医師会、県理学療法士協会 

 
(3)地域リハビリテー

ション協議会 
 
(平成 15 年度) 

179 
 

（国 10/10) 

県  県地域リハビリテーション協議会を開催す
る。 

 
(4)フレイル予防 
 

(平成 16 年度) 

36,957 
 

（国 10/10 等) 

県 
（一部委託） 

 

フレイル予防標準教材を活用してフレイル
予防推進リーダーの養成を支援するほか、
「地域リハビリテーション県支援センター」、
「広域支援センター」を指定し、市町村が実
施するフレイル予防の取組に対する支援を行
う。また、高齢者の社会的フレイルを予防す
るためのモデル事業を行う。 
※一部委託先 県理学療法士協会・作業療法 
         士会・言語聴覚士会連絡協議 
        会、医療機関、関係団体等 

 
(5)介護予防に資する

指導者育成事業 
 

(平成 27 年度) 

1,014 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 リハビリテーション職能団体が実施する介
護予防指導者養成研修等の取組に対し補助を
行う。 
※委託先 県理学療法士協会・作業療法士会 
       ・言語聴覚士会連絡協議会、県作 
          業療法士会 
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６ 認知症施策の推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 認知症への理解を深
める県民運動推進 

千円 
         1,379 

  

 
(1) 認知症サポーター

養成支援 
 
(平成 18 年度) 

135 
 

（国 1/2） 

県  市町村が実施する「認知症サポーター養成
講座」について周知、広報を行う。県職員(消
防、警察含む）等を対象に「認知症サポータ
ー養成講座」を開催する。 

 
(2) 認知症キャラバン

・メイト養成講 
習会等 
 
(平成 17 年度) 

57 
 

(基 金) 

県  「認知症サポーター養成講座」の講師とな
るキャラバン・メイトの養成・活動支援のた
め、講習会及び情報交換会を開催する。 

 

 
(3) 認知症理解促進事

業 
 
(平成 24 年度) 

713 
 

（国 1/2） 

県 
（委託） 

 ９月 21 日の「世界アルツハイマーデー」に
ちなみ、９月を認知症理解促進月間と位置づ
け、群馬県認知症アンバサダー等による啓発
活動を行う。 
※委託先 関係団体 

 
(4) チームオレンジ・

コーディネーター
研修 
 
(令和２年度) 

98 
 

(基 金) 
 

 

県 
 

 
 
 

 認知症の人や家族と支援者をつなぐ「チー
ムオレンジ」を整備し、その活動を推進する
ため、市町村が配置する「チームオレンジ・
コーディネーター」を支援する研修会を開催
する。 
 

 
(5) オレンジチュータ

ー養成研修派遣 
 
(令和２年度) 

34 
 

(基 金) 

県 

 

「チームオレンジ・コーディネーター」研
修の講師となる者を研修機関に派遣し、養成
する。 

 
(6) チームオレンジ関

係市町村支援 
 
（令和４年度） 

342 
 

(基 金) 

県 

 

 市町村における「チームオレンジ」の立ち
上げや活動を支援するため、研修会・情報交
換会の実施やアドバイザーの派遣など、伴走
型の支援を行う。 

2 認知症早期診断・相
談体制充実 

45,024 
 
  

 
(1)認知症疾患医療セ

ンター運営事業 
  

(平成 22 年度) 

37,990 
 

（国 1/2） 

県 
（委託） 

 かかりつけ医及び地域包括支援センター等
との連携機能を持つ「認知症疾患医療センタ
ー」を二次保健医療圏ごとに設置するととも
に、「認知症疾患医療センター」に精神保健
福祉士等の専門職を配置し、認知症診断後の
人や家族に対する生活面や精神面の相談機能
を強化する。 
※委託先 医療機関 

 
(2)認知症疾患医療セ

ンター情報交換会 
  
(平成 28 年度) 

16 
 

(基 金) 

県  「認知症疾患医療センター」との情報共有
及び連携体制の構築を目的とした会議を開催
する。 

 
(3)認知症サポート医

養成研修 
 

(平成 17 年度) 

744 
 

(基 金) 

県  かかりつけ医への助言その他の支援や関係
機関との連携の推進役となる「認知症サポー
ト医」を養成する。 



- 60 - 

 

 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
 
(4)認知症サポート医

フォローアップ研
修 

 
(平成 23 年度) 

千円 
123 

 
(基 金) 

 
県 

  
認知症の早期診断・早期対応の体制を構築

するため、「認知症サポート医」に対し、認
知症の診断・治療・ケア等に関する最新の知
識や困難事例の対応方法等についての研修を
実施する。 

 

 
(5)かかりつけ医及び

病院勤務の医療従
事者向け認知症対
応力向上研修 

 
(平成 23 年度) 

2,455 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 高齢者のかかりつけ医や病院勤務の医療従
事者を対象に、認知症診療の知識・技術や、
認知症の人やその家族を支える知識・方法、
認知症ケアの原則等の知識を習得するための
研修を実施する。   
※委託先 郡市医師会等 

 
(6)歯科医師・薬剤師

・看護師認知症対
応力向上研修 
 
(平成 28 年度) 

1,776 
 

(基 金) 

県 
（委託） 

 高齢者と接する機会の多い専門職を対象
に、認知症の症状に早期に気付き、かかりつ
け医と連携した対応や、認知症の人への口腔
機能管理や服薬指導等の実施に必要な知識や
技能を習得するための研修を実施する。 
※委託先 県歯科医師会、県薬剤師会、 
     県看護協会 

 
(7)認知症地域支援推

進員等研修受講料
補助 
 
(平成 23 年度) 

1,920 
 

(基 金) 

県  認知症地域支援推進員・初期集中支援チー
ム員配置のための研修受講に係る経費（受講
料）の一部を市町村に補助する。 

3 若年性認知症施策 4,879   

 
(1) 若年性認知症支援

コーディネーター
設置・運営 
 
(平成 29 年度) 

4,360 
 

（国 1/2） 

県 
（委託） 

 若年性認知症の人や家族からの相談対応を
始め、医療・福祉・就労支援等の関係機関へ
のつなぎ役を担う「若年性認知症支援コーデ
ィネーター」を医療機関に設置する。 
※委託先 医療機関 

 
(2) 若年性認知症普及

啓発研修会等 
 
(平成 21 年度) 

268 
 

（国 1/2） 

県  若年性認知症の人一人ひとりが、その状態
に応じた適切な支援を受けられる体制を整備
するため、県民を対象とした普及啓発研修会
を開催する。 

 

 
(3) 若年性認知症支援

等研修受講 
 
(平成 29 年度) 

251 
 

(基 金) 

県  若年性認知症支援等の施策を推進するた
め、職員に施策等の実施に必要な研修等を受
講させる。 

 

4 認知症高齢者介護家
族等支援 

1,765 
 

 

 
(1) 意思決定支援・本

人ミーティング研
修会 
 
(令和２年度) 

94 
 

(基 金) 

 

県  市町村や認知症疾患医療センターにおいて
認知症の人の意思を尊重した支援を行う「意
思決定支援」や、認知症の人が自らの経験や
希望を語り合う「本人ミーティング」を実施
するための研修を実施する。  

 
(2)認知症本人家族等

支援事業 
 

(平成 30 年度) 

1,671 
 

（国 1/2） 

県 
（委託） 

「認知症本人ミーティング」を実施すると
ともに、認知症の人や家族等の電話相談窓口
を設置するなど、認知症の人が希望を持って
前向きに暮らせるよう支援する。 
※委託先 認知症の人と家族の会群馬県支部 
     認知症疾患医療センター 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
5 認知症地域支援体制
構築 

 
（平成 19 年度） 

千円 
331 

 
（国 1/2 等） 

 
県 

  
認知症になっても住み慣れた地域で安心し

て暮らせるよう、認知症の早期診断・早期対
応の体制整備や認知症の人や家族への支援体
制構築等を目的として、県内の保健・医療・
介護・福祉等の関係者からなる「群馬県認知
症施策推進会議」を開催するとともに、各種
意見交換会等を実施する。 

 

７ 高齢者の権利擁護推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 高齢者虐待対応支援 
 

（平成 12 年度） 

千円 
3,526 

 
(基金等) 

 
県 

（委託） 

 
高齢者の権利擁護を推進するため、権利擁護
推進員等の養成研修や身体拘束廃止事例検討
会を開催するほか、高齢者虐待の処遇困難事
例等に対する相談窓口の設置や、専門職の派
遣、介護サービス相談員推進のための研修受
講費補助などを行う。 
※委託先 県社会福祉事業団、県看護協会、 
     群馬抑制廃止研究会、県社会福祉 
     士会 
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【問い合わせ先】 

 

ＴＥＬ ０２７－２２６－２６３１ 

ＦＡＸ ０２７－２２４－４７７６ 

 
 
 

障 害 政 策 課  
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１ 障害者福祉の総合的推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 作文・ポスター募集 

 
(平成 14 年度) 

 

千円 
283 

 
(県 単) 

 

 
県 

 
  障害者に対する理解と認識を深めるため、
内閣府と共催で「障害の有無にかかわらず誰
もが能力を発揮して安全に安心して生活でき
る社会の実現」に関する作文・ポスターの募
集を行い、障害者週間の期間中に表彰する。 

2 啓発広報推進  800   

 
(1) 知的障害者福祉パ

レード 
 
(昭和 48 年度) 

300 
 

(県 単) 

県   知的障害者への理解を広めることを目的に
県内を巡回する「知的障害者福祉パレード」
を実施する。 

 
(2) 知的障害児者製作

品展示 
 
(昭和 48 年度) 

            500 
 

(県 単) 

県 

 

 知的障害児者に対する理解を深めるため、
知的障害児者施設における製作品の展示・販
売を行う。 

3 心身障害者扶養共済
制度運営 

 
(昭和 45 年度) 

 

618,433 
 

 (国 1/2 等) 

 

県  「心身障害者扶養共済制度」※を運営し、
心身障害者の生活の安定と福祉の増進、及び
将来に対する保護者の不安軽減を図る。 
※心身障害者扶養共済制度： 
心身障害者の保護者が毎月一定額の掛金を

納めることで、保護者死亡時などに、終身一
定の年金を障害者に支給する制度。 
○月額 20,000 円（１口当たり） 

4 特別障害者手当 
 

(昭和 61 年度) 

59,514 
 

(国 3/4) 

県 
(保健福祉事務所) 

 精神又は身体に著しく重度の障害があるた
め日常生活において常時特別の介護を必要と
する 20 歳以上の在宅の者に対して、特別障害
者手当を支給し、福祉の向上を図る。 
○対象 特別児童扶養手当等の支給に関する
法律施行令第１条第２項に該当する障害を有
する者(所得による支給制限あり)。 
※市分は市が実施 
○月額 27,980 円 

5 障害児福祉手当(福祉
手当経過措置を含
む) 

 
(昭和 61 年度) 

 

20,137 
 

(国 3/4) 

 

県   精神又は身体に著しく重度の障害があるた
め日常生活において常時の介護を必要とする
20 歳未満の在宅の障害児に対し、障害児福祉
手当を支給し、福祉の向上を図る。 
○対象 特別児童扶養手当等の支給に関する
法律施行令別表第１に該当する障害を有する
児童(所得による支給制限あり)。 
※市分は市が実施 
○月額 15,220 円 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

6 障害者虐待防止対策
支援事業 

 
(平成 22 年度) 

4,465 
 

(国 1/2) 

県   障害者への虐待防止対策を推進するため、
「県障害者権利擁護センター」を運営すると
ともに、関係機関による連携協力体制の整備
を進める。 
 また、市町村職員等を対象に障害者虐待防
止・権利擁護研修を実施し、障害者虐待が疑
われる場合の通報義務等について周知を行う
ほか、市町村に弁護士等による専門職チーム
を派遣して必要な助言を行うなど、市町村の
虐待対応業務全般を支援する。 

7 難聴児補聴器購入支 
援事業 

 
(平成 25 年度) 

  1,496 
 

（県 単） 

市町村 

 

 障害者総合支援法に基づく補聴器支給事業
の対象にならない軽・中度の難聴児に対し、
補聴器の購入費用の一部を助成する。 
○補助率：県 1/3、市町村 1/3 

8 障害者差別解消推進 
 

(平成 27 年度) 

3,818 
 

 (国 1/2) 

県 
(一部委託） 

 「県障害を理由とする差別の解消の推進に
関する条例」（平成 31 年３月公布）の普及啓
発及び条例に基づく施策を行う。 
・障害者差別相談窓口の設置（平成 28 年度） 
・障害者が進行役を務める障害への理解を促
進するＤＥＴ研修の開催（平成 28 年度） 

・ヘルプマーク等の普及啓発（令和元年度） 
※一部委託先（相談窓口） 
       県身体障害者福祉団体連合会 

 

２ 新型コロナウイルス感染症対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 衛生管理体制確保 

 
（令和２年度） 

千円 
1,087 

 
(県 単) 

 
県 

 
 障害者施設等におけるクラスター発生等に
備え、衛生管理体制を確保する。 

2 サービス継続支援 
 

（令和２年度） 

         89,001 
 

(国 2/3) 

県 感染者等が発生した障害福祉サービス施設
事業所等が、関係者との連携の下、感染防止
の徹底や工夫を行うことにより必要な障害福
祉サービス等を継続して提供できるよう、必
要な支援を行う。 
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３ 障害児(者)の自立支援 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 居宅介護等県費負担 

 
(昭和 42 年度) 

千円 
656,205 

 
(県 単) 

 
市町村 

 
国庫負担基準告
示の規定に基づ
き当該介護給付
費の支給に係る
障害福祉サービ
スを受けた障害
者等の人数に応
じ算定した額 

 
 障害者が居宅において日常生活を営むこと
ができるよう、入浴・食事等の身体介護、調
理・洗濯等の家事援助及び外出時における移
動中の介護等の訪問サービスを提供する。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

2 療養介護県費負担 
 

(平成 18 年度) 

     273,048 
 

(県 単) 

市町村 

 

  医療を要し、かつ、常時介護を必要とする
障害者に、医療機関で機能訓練、療養上の管
理、看護、介護及び日常生活の世話を行う。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

3 生活介護県費負担 
 

(平成 18 年度) 

3,120,516 
 

(県 単) 

市町村 

 

 障害者に対し、通所による介護、創作的活
動又は生産活動の各種サービスの提供を行
う。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

4 短期入所県費負担・
身体障害者 

 
(昭和 62 年度) 

96,973 
 

(県 単) 

市町村   障害者(児)の介護者等が疾病その他の理由
により介護が困難となった場合に、施設にお
いて一時的に介護を行う。 
※平成 15 年度に、知的障害者・児童を対象に 
追加 

○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

5 施設入所支援県費負
担 
(平成 18 年度) 

953,215 
 

(県 単) 

市町村 

 

 施設に入所する障害者に対し、主として夜
間において入浴、排泄、食事の介護等を行う。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

6 自立訓練（機能・生
活）県費負担 

 
(平成 18 年度) 

87,495 
 

(県 単) 

市町村  障害者が日常生活を自立して営むことがで
きるよう一定の期間にわたり必要な訓練を行
う。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

7 就労移行支援県費負 
 担 
 

(平成 18 年度) 

189,014 
 

(県 単) 

市町村 

 

 就労を希望する障害者に対し、一定期間、
就労に必要な訓練を行う。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

8 就労継続支援県費負
担 

 
(平成 18 年度) 

1,898,802 
 

(県 単) 

市町村  一般就労が困難な障害者に対し、必要な訓
練を行う。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
9 共同生活援助(グルー
プホーム)県費負担 

  
(平成元年度) 

千円 
1,396,351 

 
(県 単) 

 
市町村 

 

 
 共同生活を送る障害者に対して、主として
夜間、日常生活上の支援を行い、地域におけ
る自立生活を援助する。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

10 自立生活援助県費負担 
 

(平成 30 年度) 

2,683 
 

(県 単) 

市町村  居宅で生活する単身等の障害者に対して、
定期的な巡回訪問等を行うことにより、日常
生活上の課題の把握や必要な情報提供、関係
機関との連絡調整等の援助を行う。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

11 就労定着支援県費負担 
 

(平成 30 年度) 

8,139 
 

(県 単) 

市町村 

 

 就労移行支援等を利用して一般企業等に就
職した障害者に対し、継続して就労できるよ
う、相談、助言等必要な支援を行う。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

12 障害者医療（更生医
療・育成医療・療養
介護医療) 県費負担 

  
(平成 18 年度) 

603,812 
 

(県 単) 

市町村  身体上の障害を軽減・除去するための医療
給付に対して公費負担する。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

13 自立支援医療（精神
通院医療）公費負担 

 
(平成 18 年度) 

3,152,681 
 

(国 1/2) 

県  通院による精神医療費のうち、保険診療に
係る医療費の自己負担分の一部を公費負担す
る（自己負担は原則１割）。 

14 補装具費県費負担 
 

(平成５年度) 
  

 

97,168 
 

(県 単) 

 

市町村 
 
 

 

 身体の部分的欠損又は機能損傷を補うため
の補装具の購入・修理・借受けに要した経費
の一部を負担する。 
○対象 
視覚障害：つえ、義眼、眼鏡 

  聴覚障害：補聴器 
 肢体障害：義肢、装具、車いす(電動を含む)等 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

15 相談支援給付費県費
負担 

 
(平成 24 年度) 

148,467 
 

(県 単) 

市町村 

 

 障害者等を対象に、サービス等利用計画の
作成やモニタリング、地域相談等の支援を行
う事業に対して、その経費を公費負担する。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

16 高額障害福祉サービ
ス等給付費県費負
担 

 
(平成 24 年度) 

6,208 
 

(県 単) 

 

市町村 

 

 

 障害福祉サービスを利用する者が同一世帯
に複数いる場合等において、高額障害福祉サ
ービス費算定基準額を超える世帯の利用者負
担分について公費負担し、世帯の負担軽減を
図る。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 
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４ 障害者の社会参加促進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 市町村地域生活支援
事業補助 

 
(平成 18 年度) 

 

 

 

千円 
325,100 

 
(県単) 

 
市町村 

 
国庫補助（事業実
績割）に合わせ配
分 

 

 
 市町村が地域の実情に応じて実施する、地
域生活支援事業及び地域生活支援促進事業に
対し補助する。 
○対象 
理解促進研修・啓発事業、自発的活動支援 

事業、相談支援事業、成年後見制度利用支援
事業、成年後見制度法人後見支援事業、意思
疎通支援事業、日常生活用具給付等事業、手
話奉仕員養成研修事業、移動支援事業、地域
活動支援センター機能強化事業、障害者虐待
防止対策支援事業、医療的ケア児等総合支援
事業、発達障害児者及び家族等支援事業 等 
○補助率 1/4 

2 障害者就業・生活支
援センター運営事業 

 
(平成 14 年度) 

56,214 
 

(国 1/2) 

 

県 
（委託） 

 

 就職や職場への定着が困難な障害者や、就
業経験のない障害者に対し、就業及び就業に
伴う日常生活、社会生活上の支援を行うこと
で、障害者雇用の促進・安定を図る。 
※委託先 はるな郷ほか８法人 

3 障害者週末活動支援
事業 

 
(平成 28 年度) 

17,405 
 

(国 1/2) 

県 
（委託） 

 「障害者就業・生活支援センター」に支援
員を配置し、特別支援学校を活用するなど、
障害者が身近な地域において週末に活動でき
る場所づくりに取り組む。 
※委託先 はるな郷ほか８法人 

4 障害者就労連携プロ
ジェクト 

 
(令和元年度) 

1,385 
 

(国 1/2) 

県 
（委託） 

 障害者への就労支援を更に強化するため、
障害者とその保護者、企業、就労支援機関の
連携をテーマとした研修会や交流会を開催す
る。 

5 広域的支援事業 
 

(平成 19 年度) 

1,912 
 

(国 1/2) 

県 相談支援に関するアドバイザーを配置し、
市町村域を超えた広域的な支援を行うことに
より、地域における相談支援体制の整備を推
進する。 

6 相談支援従事者等養
成事業 

 
(平成 18 年度) 

7,676 
 
 

(国 1/2) 

 

県   サービス提供者や相談支援従事者、指導者
などを対象に、各種研修を実施することで、
障害福祉サービスの質の向上を図る。 
○実施事業 
障害支援区分認定調査員等研修、相談支援

従事者初任者研修、現任研修、主任研修、専
門コース別研修、サービス管理責任者等研修 

7 喀痰吸引等研修 
 

(平成 24 年度) 

 

806 
 

(基金等) 

県 
 
 

 

 介護職員等が特定の者に対し喀痰吸引等の 
医療的ケアを提供できる体制を整備するため
に必要な研修を実施する。    
○実施事業                               
  第三号研修、他職種連携研修             
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
8 居宅介護従業者養成 
 

(平成 17 年度) 

千円 
3,773 

 
(国 1/2) 

 
県 

（委託） 

 
 多様なニーズに対応した適切な居宅介護が
提供できるよう、必要な知識、技能を有する
従業者等を養成する。 
○実施事業 
重度訪問介護従業者養成研修、同行援護従

業者養成研修、手話ヘルパー養成事業       

9 強度行動障害支援事 
 業 
 

(令和３年度) 

11,786 
 

(国 1/2) 

県  強度行動障害児者が必要な支援が受けられ
るよう、関係機関等からなる協議・検討の場
を設置し、受入先の確保を始め、施設間の情
報交換など広域的な支援体制を構築する。 

10 強度行動障害支援者
養成 

 
(平成 26 年度) 

3,744 
 

(国 1/2) 

県 
（委託） 

・基礎研修 
強度行動障害を持つ者等に障害特性に応じ 

た適切な支援を行うことのできる職員を育成
する。 
・実践研修 
基礎研修修了者を対象として、強度行動障 

害を持つ者等の障害特性の評価及び支援計画
の作成ができる職員を育成する。 
・支援者養成研修 
 国立のぞみの園と連携し、各地域で支援の
リーダーとなる指導的人材を育成する。 

11 障害者社会参加推進
センター運営委託 

 
(平成２年度) 

7,607 
 

 (国 1/2) 

県 
(委託) 

・障害者社会参加推進センター運営事業委託 
 障害者を対象とした各種社会参加事業の受 
託事業、情報収集、調査研究等を行う「障害 
者社会参加推進センター」を運営する。  
・障害者 110 番事業委託 
  常設の相談窓口を設置し、専門の相談員が
障害者の権利擁護等の相談に応じる。 
※委託先 県身体障害者福祉団体連合会 

12障害者IT総合推進事 
 業 

 
(平成 13 年度) 

5,846 
 

(国 1/2) 

県 
(委託) 

 県内の障害者に対しパソコン等の活用を支
援する事業を委託により実施する。 
・障害者向け機器やソフトを設置し、直接経
験してもらう。 

・専門知識を持った職員が常駐し、障害者の
パソコン活用の相談、アドバイスを行う。 

※委託先 パソボラ・サポート群馬 

13 身体障害者補助犬給
付事業委託 

 
(昭和 52 年度) 

3,564 
 

(国 1/2) 

県 
(委託) 

 身体障害者の自立と社会参加を促進するた
め、日常生活を補助する補助犬（盲導犬・介
助犬・聴導犬）を、必要とする身体障害者に
給付する。 
※委託先 補助犬育成施設 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
14 生活訓練等事業 

千円 
19,705 

  

 
(1)視覚障害者福祉推

進事業委託 
 

(平成７年度) 

16,748 
 

 (国 1/2) 
 

県 
(委託) 

・視覚障害者社会参加促進事業 
 視覚障害者の自立した生活や社会参加を促
進するため、生活訓練等を実施する。 
  ＊視覚障害者家庭生活訓練 
  ＊視覚障害者生活訓練事業 
 ＊中途視覚障害者生活訓練 
・視覚障害者福祉活動促進事業 
  専門の生活相談員を配置するとともに、役
員が県外での会議等に出席する場合に、必要
なガイドヘルパーを派遣する。 
・点字情報ネットワーク事業 
  視覚障害者の情報支援のため、パソコン配
信された新聞等の情報を点字として供給す
る。 
・ガイドヘルパーネットワーク事業 
  視覚障害者等が、都道府県・指定都市間を
移動する場合に、目的地で必要な支援を行う
ガイドヘルパーを確保する。 
※委託先 県視覚障害者福祉協会 

 
(2)知的障害者社会活

動推進事業委託 
 
(平成７年度) 

 

2,957 
        

(国 1/2) 

 

県 
(委託) 

 

在宅の知的障害者の社会参加能力の向上を 
図るため、料理教室、各種レクリエーション
を実施するほか、「親なき後」を考える研修
会等を開催する。 

※委託先 県手をつなぐ育成会 

15 意思疎通支援事業 11,672   

 
(1)盲ろう者向け通訳

・介助員養成・派
遣事業委託 

 
(平成 13 年度) 

8,034 
 

 (国 1/2 等) 

県 
(委託) 

 盲ろう者(視覚及び聴覚の重複障害者)の意
思伝達、情報収集、外出などを支援するため、
通訳・介助員の養成及び派遣を行う。 
・盲ろう者向け通訳・介助員養成事業委託 
・盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業委託 
※委託先 群馬盲ろう者つるの会 

 
(2)字幕入り映像ライ

ブラリー作品制作 
・頒布委託等 
 
(平成２年度) 

1,548 
 

(国 1/2) 

県 
(委託) 

聴覚障害者の情報支援として、「教養」、
「娯楽」、「ドキュメンタリー」など、字幕
入りテレビ番組の映像資材の制作、貸出を行
う。 
※委託先 聴力障害者情報文化センター 

 
(3) 失語症者向け意思

疎通支援者養成事
業 
 
(平成 30 年度) 

1,188 
 

 (国 1/2 等) 

県 
(委託) 

 失語症者に対し、日常生活する上で必要な
意思疎通の支援を行う、意思疎通支援者を養
成する。 
※委託先 県言語聴覚士会 

 

 
(4)難聴児早期支援対 

策検討協議会 
 

(令和３年度) 

570 
 

(県 単) 

県  聴覚障害児を支援するため、保健、医療、
福祉、教育の各分野の連携を強化する協議会
を設置する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
16 手話施策推進 

千円 
2,234 

 
 

 
(1)県手話施策推進協

議会 
 
(平成 27 年度) 

319 
        

(県 単) 

県 

 

 手話の普及啓発に係る実施計画を策定する
ため、有識者及び関係団体の意見を聴取する
場として、県手話施策推進協議会を開催する。 

 
(2)手話普及啓発推進

イベント委託 
 
(平成 27 年度) 

725 
        

(国 1/2) 

県 
(委託) 

 手話の普及啓発のためのイベントを開催す
る。 
※委託先 県聴覚障害者コミュニケーション 
       プラザ 

 

 
(3)手話言語条例リー

フレット作成 
 
(平成 27 年度) 

220 
        

(国 1/2) 

 
県 

 児童に対する手話の理解及び普及のため、
手話言語条例等の内容を解説したリーフレッ
トを作成し、小学校に配布する。 

 
(4)手話講習会等開催

費補助 
 

(平成 28 年度) 

340 
        

(県 単) 

民間企業、社会福
祉法人等 

 企業等に対し、手話講習会や要約筆記講習
会の開催経費（講師謝金・旅費）の一部を助
成する。 

 
(5)遠隔手話通訳サー

ビス事業 
 

(平成 29 年度) 

455 
 

(国 1/2) 

県  聴覚障害者が手話による意思疎通を行う際
に、タブレット型端末の画面越しに手話通訳
を行う、遠隔手話通訳サービス事業を実施す
る。 

 
(6)県職員向け手話研修 
 

(平成 29 年度) 

175 
 

(県 単) 

県  窓口業務に従事する職員が手話を理解でき
るよう、障害福祉圏域単位で県職員を対象と
した手話研修を実施する。 

17 障害者相談支援体制
事業 

 
(平成 16 年度) 

    925 
 

(県 単) 

県 

 

 本県における障害者相談支援体制整備の主
導的役割を担う場として、「県自立支援協議
会」を設置、運営する。また、障害者相談員
連絡調整事業について関係団体に委託して実
施する。 

18 在宅要援護者総合支援 115,472   

 
(1)じん臓機能障害者

等通院交通費補助
事業 

 
(昭和 57 年度) 

22,800 
 

(県 単) 

市町村  じん臓又は小腸の機能に障害を有する者
が、人工透析法や中心静脈栄養法等の医療給
付を受けるため通院する際、その交通費を補
助する。  
○対象者 当該年度分市町村民税非課税の者 
○基準額 
  ２～25 ㎞ 2,600 円、25～75 ㎞ 3,200 円 
 75 ㎞～  5,200 円 
○補助率 1/2 

 
(2)重度身体障害者

(児)住宅改造費補 
助事業 

 
(昭和 48 年度) 

4,500 
 

(県 単) 

 
市町村 

  上・下肢、体幹又は視覚に重度の障害を有
する者(児)及び家族に対し、住宅設備を障害
者の使用に適したものに改造するための費用
を補助する。 
○対象者 当該年度の市町村民税額 160 千円

未満の世帯 
○上限額 600 千円(基準額の 1/2 と市町村が

行った助成額の 3/5 を比較して少
ない額） 

○補助率 1/2 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
 
(3)在宅重度心身障害

者等デイサービス
事業補助 

 
(平成２年度) 

千円 
47,428 

 
(県 単) 

 
市町村 

   
在宅重度心身障害者等に対して通所の場を

設け、養護、日常生活訓練等のデイサービス
を行う事業に対して補助する。 
・人件費 
   １型 197,000 円×15.95 月×２人 
  ２型 197,000 円×15.95 月×３人 
・運営費（上限） 
    １型 477,360 円、２型 716,040 円 
○補助率 1/2 

 
(4)知的障害(児)者地

域ホーム事業補助 
 

(平成６年度) 

947 
 

(県 単) 

市町村   地域ホームに障害者を入居(委託)させた場
合の必要経費を市町村に対して補助する。 
・補助基準月額 
   ２人：118,310 円、３人： 78,880 円 
  ４人： 65,730 円、５人： 52,590 円 
  ６人： 43,820 円 
○補助率 1/2 

 
(5)日中一時支援事業

(心身障害児集団
活動・訓練事業）
補助 
 
(平成９年度) 

4,853 
 

(県 単) 

市町村   特別支援学校等に通う心身障害児を対象
に、放課後、集団活動訓練の場を設け、集団
活動や社会適応訓練を行う事業に対して補助
する。 
※生活保護・市町村民税非課税世帯の利用 
料を無料化し、保護者負担を軽減。 

・１日利用人員月額単価(週５日実施の場合) 
 16 人以上 533,890 円、11～15 人 494,650 円、 
 6～10 人  417,730 円 
・長期休み中基準超え加算 
  １時間当たり 1,550 円～3,100 円 
・重症心身障害児加算 
 １人１日当たり 700 円 
○補助率 1/3 

 

 
(6)日中一時支援事業

(登録介護者事業、 
サービスステー 
ション事業）補助 

 
(平成７年度) 

34,944 
 

(県 単) 

市町村   在宅の心身障害児(者)(65 歳以上の重度身
体障害者及び中軽度身体障害者を除く)を常
時介護する者が一時的に介護できない場合
に、市町村に登録した一定の資格を有する者
又は県に登録した24時間対応型サービスステ
ーションに対し介護を市町村が依頼する場合
の事業費に対し補助を行う。 
・登録介護者介護料(30 分を１単位) 
  一般世帯分 
 重度:550 円 中軽度:450 円 自己負担:150 円 
  生保世帯分 
  重度:700 円 中軽度:600 円 
 保険料 18 円×利用日数 
・サービスステーション介護料(30 分を１単位) 
  一般世帯分 
  重度:1,050 円 中軽度:900 円 自己負担:350 円 
  生保世帯分 
  重度:1,400 円 中軽度:1,250 円 
○補助率 1/3 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
19 福祉活動推進事業 

千円 
13,293 

  

 
(1)身体障害者福祉推

進事業委託 
 

(平成７年度) 
 

9,433 
 

(国 1/2) 

 

県 
(委託) 

 

 

 身体障害者福祉活動推進員及び結婚相談員
を配置し、身体障害者の社会参加や結婚を促
進するための事業を行う。 
･身体障害者福祉活動推進事業(昭和 56 年度) 
･身体障害者結婚相談事業(昭和 47 年度) 

※委託先 県身体障害者福祉団体連合会 

 
(2)知的障害者福祉活

動推進事業委託 
 

(平成８年度) 

3,860 
 

(県 単) 

県 
(委託) 

知的障害者福祉活動推進員を配置し、知的
障害児者に対する各種援助や相談を行う。 
※委託先 県手をつなぐ育成会 

20 関係団体補助 7,699   

 
(1)聴覚障害者福祉推

進事業補助 
 

(平成 14 年度) 

2,349 
 

(県単) 

県聴覚障害者連盟   聴覚障害者の自立と社会参加の促進を図る
ため、県聴覚障害者連盟が実施する各種事業
に対して補助を行う。 

 

 
(2)音声機能障害発声

訓練・指導者養成
事業補助 

 
(昭和 48 年度) 

443 
 

(国 1/2) 

県身体障害者福
祉団体連合会 

  疾病等により喉頭を摘出し音声機能を喪失
した者に対し、発声訓練により社会参加の促
進を図るとともに、発声訓練を行う指導者を
養成する事業に対して補助を行う。 
（訓練等は群鈴会が実施） 

 
(3)ボランティア活動

推進費補助 
 

(平成２年度) 

 

220 
 

(県 単) 

 

関係団体 
手話、点訳、要約筆記のボランティア活動

を支援し、聴覚及び視覚障害者の福祉向上や
実技研修会等でボランティアの育成を図る。 
○補助額 
・群馬県手話サークル連絡会       100 千円 
・群馬県点訳奉仕の会              50 千円 
・群馬県要約筆記会        70 千円 

 
(4)オストメイト社会

適応訓練事業補助 
 

(昭和 61 年度) 

293 
 

(国 1/2) 

あかぎ互療会   人工肛門・人工ぼうこう造設者に対して実
施する、補装具の装着やストマ用装具の使い
方に関する講習会を始め、日常生活上の基本
的事項に関する研修や、生活・医事相談を行
う事業に対して補助を行う。 

 
(5)心身障害児(者)関

係団体補助 
 

(昭和 45 年度) 

2,050 
 

(県 単) 

関係団体   心身障害児（者）関係団体の健全育成を図
るため、団体活動に要する運営経費に対し補
助を行う。 
○補助額 
・群馬県手をつなぐ育成会       1,200 千円 
・群馬県重症心身障害児(者)を守る会 200 千円 
・群馬県肢体不自由児者父母の会連合会  450 千円 
・群馬盲ろう者つるの会      200 千円 

 
(6)盲ろう者支援体制

整備事業補助 
 

(平成 12 年度) 

       258 
 

(県 単)   

群馬盲ろう者つ
るの会 

 盲ろう者の社会参加促進のため、群馬盲ろ
う者つるの会が行う盲ろう者の支援体制整備
に要する経費に対し補助を行う。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
 
(7)身体障害者特別研

修会開催費補助 
 

(昭和 54 年度) 

千円 
500 

 
(県 単) 

 
県身体障害者福
祉団体連合会 

 

   
在宅身体障害者の自立を目的として県身体

障害者福祉団体連合会が開催する特別研修会
に対して補助を行う。 

 
(8)精神関係団体補助 

 
(平成２年度) 

1,400 
 

(国 1/2) 

関係団体  精神障害関係団体の健全育成を図るため、
団体活動に要する運営経費に対し補助を行
う。                                 
○補助額 
・県精神障害者家族会連合会   1,200 千円 
・日本てんかん協会県支部      200 千円 

 
(9)障害児子育て支援

事業補助 
186 

 
(県 単) 

関係団体  障害児の保護者団体が行う、在宅の障害児
及びその保護者を対象とした交流事業、研修
事業などに対して補助する。 
○補助率 1/2 
※１団体当たり補助基準額 372,000 円 

 

21 重症心身障害児者・
医療的ケア児者支援 

6,479   

 
(1)医療型障害児短期

入所事業所設備整
備費等補助      

 
(平成 27 年度) 

6,000 
 

(基金) 

短期入所施設の
設置者等 

 

 短期入所施設の設置者（新たに設置しよう 
とする者を含む）が、医療的ケア児（者）を
新たに受け入れる場合等に必要となる設備整
備、備品購入に要する経費の一部を補助する。 

 
(2)医療的ケア児等支

援のための協議の
場 
 
(令和２年度) 

479 
(国 1/2) 

県  地域における医療的ケア児等を取り巻く課 
題の解決に向け、保健、医療、障害福祉、教
育等各分野の関係者からなる協議の場を設
け、医療的ケア児等の支援の在り方等につい
て協議を行う。                   

22 身体障害者用介護機
器展示普及 

 
(平成 10 年度) 

54 
 

(県 単) 

県  福祉機器に対する理解と普及の促進を図る
ため、介護機器を借り上げ、社会福祉総合セ
ンターに展示する。 

23 車いすリサイクル事
業委託 

 
(平成 18 年度) 

1,260 
 

（県 単） 

県 
（委託） 

  不用となった車いすを回収し、必要とする
児童に無償で貸与することなどにより、車い
すの有効活用及び福祉の向上を図る。 
※委託先 二之沢愛育会 ほか２法人 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
24 医療的ケア児等支援

センター 
 

（令和５年度） 

         千円 
19,418 

（国 1/2 等） 
 

 
県 

 

 
  医療的ケア児等とその家族が身近な場所に
おいて必要な支援を受けられるよう「医療的
ケア児等支援センター」を設置する。 

25 障害者芸術文化推進 
 

（平成 30 年度） 

14,927 
 
（国 1/2 等） 

県 
（一部委託） 

地域における障害者の自立と社会参加の促
進を図るため、県内の障害者の芸術文化活動
の拠点となる「群馬県障害者芸術文化活動支
援センター」を設置し、障害者の芸術文化活
動を支援する。（センター設置：令和５年度） 

26 介護サービス従事者
等スキルアップ研
修 

 
（平成 19 年度） 

489 
 

（県 単） 

県  障害福祉サービス事業（訪問系サービス）
に従事するヘルパー等に対し、より適切な介
護サービスを提供できるよう必要な研修を行
う。 
・サービス提供責任者現任研修(平成 19 年度) 
・知的障害者（児）ホームヘルパー養成基礎 
研修 (平成 19 年度) 

27 重度訪問介護等利用
促進市町村支援事
業 

 
(平成 24 年度) 

17,695 
（国 2/3） 

            112 
（国 1/2） 

県  重度障害者の地域生活を支援するため、訪
問系サービスの給付額が国庫負担基準を超え
る市町村に対し、財政支援を行う。 

 

５ 施設福祉の充実 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 工賃向上支援事業 

 
(平成 19 年度) 

千円 
12,921 

 
 (国 1/2） 

 
県 

（委託） 

 

 
  就労支援施設等で働く障害者の工賃水準を
引き上げるため、専門家派遣事業の実施や共
同受注窓口の運営などを通じて、地域におけ
る障害者の自立を支援する。※委託先 県社
会就労センター協議会 

2 農業分野でのマッチ
ング強化 

 
(平成 28 年度) 

9,124 
 

（国 10/10） 

県 
（委託） 

 障害者の就労の場の拡大と工賃の向上を図
るため、共同受注窓口に新たに農業分野の専
門家を配置し、農業者への需要調査、施設等
への技術指導、農業者と施設等の業務マッチ
ングなど、農業分野でのマッチングを強化す
る。 
※委託先 県社会就労センター協議会 

3 障害児入所措置費 
 

(平成 18 年度) 

248,153 
 

 (国 1/2 等) 

県   保護を要する障害児を施設等に入所措置し
て保護するとともに、保護児に対し、独立自
活に必要な知識技能の支援や、治療及び日常
生活の指導等を行う。 
○負担割合（国庫対象分）国 1/2、県 1/2 

4 障害児入所給付費県
費負担 

 
(平成 18 年度) 

346,788 
 

 (国 1/2 等) 

県  施設の入所申込みを行い障害児入所支援を
受けた保護者に対し、入所給付費を支給する。 
○負担割合（国庫対象分）国 1/2、県 1/2 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
5 障害児通所支援県費
負担 

 
(平成 24 年度) 

千円 
2,911,506 

 
(県 単） 

 
市町村 

 
  障害児に対し、日常生活における基本的な
動作の指導、知識技能の付与、集団生活への
適応訓練、生活能力向上のために必要な訓練、
集団生活適応のための専門的支援等を行う。 
○負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

 
6 知的障害者施設機能
強化推進事業委託 

 
(平成８年度) 

  千円 
4,965 

 
 (国 1/2 等) 

 
県 

（委託） 

  
知的障害児(者)施設に知的障害者施設機能

強化推進員を配置し、地域福祉の中核施設と
しての機能を強化する。 
※委託先 県知的障害者福祉協会 

7 心身障害児(者)施設
整備費補助 

 
(平成５年度) 

234,432 
 

(国 2/3) 

社会福祉法人等  心身障害児（者）の施設整備を行う社会福
祉法人等に対し、施設整備事業等に要する経
費の一部を補助することにより、施設利用者
及び入所者等の福祉の向上を図る。 
・障害福祉サービス事業所等施設整備 

8 心身障害者福祉セン
ター運営 

 
(昭和 26 年度) 

27,050 
 

（県単等） 

県  身体障害者福祉法第11条に基づく身体障害
者更生相談所及び知的障害者福祉法第12条に
基づく知的障害者更生相談所として、身体・
知的障害者に係る各種相談・判定業務のほか、
市町村等に対する専門的・技術的な援助指導
を行う。 
 また、県障害者施設入所調整委員会や県障
害者自立支援協議会アドバイザーに関する業
務を行う。 

9 発達障害者支援セン
ター運営 

 
(平成 18 年度) 

8,351 
 

(国 1/2) 

県  本県の発達障害者支援拠点として県発達障
害者支援センターを運営し、相談・発達・就
労支援を行うとともに、関係機関との連絡調
整、普及啓発・研修事業を行う。 

10 しろがね学園運営 
 

(昭和 26 年度) 

 

91,941 
 

 (国 1/2 等) 

県  福祉型障害児入所施設である県立しろがね
学園を運営し、障害児の入所支援を行うとと
もに、地域で生活する障害児に対し療育支援
等を実施する。 
・定員 54 人（他にショートステイ６人） 

11 こころの健康センター
運営 

 
(昭和 60 年度) 

74,385 
 

(国 1/2 等) 

県  本県の精神保健福祉に関する総合技術セン
ターとして、こころの健康センターを運営し、
関係機関への技術援助・指導や教育研修、精
神保健福祉相談等を実施し、県民の精神的健
康の保持・増進、精神保健福祉に関する知識
の普及・啓発を図る。 
 また、精神科救急情報センターとして、精
神科救急を円滑に実施するとともに、予防活
動を行うほか、ひきこもり支援センターとし
て、電話や来所相談などを行う。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
12 聴覚障害者コミュニ
ケーションプラザ運 
営委託 

 
(平成９年度) 

 

 

千円 
49,077 

 
 (国 1/2 等) 

 
（指定管理料44,880) 

 
県 

(指定管理者) 

   
聴覚障害者の社会参加の促進を図るため、

聴覚障害者コミュニケーションプラザを運営
し、聴覚障害者の意思疎通支援や相談事業を
行う。 
・主な事業 
＊手話通訳者及び要約筆記者の派遣・養成 

   養成は 26 年度から中核市と共催。 
＊字幕入りビデオの制作、貸出 
＊情報機器の貸出 
＊相談事業 

※指定管理者 
 県社会福祉事業団・県聴覚障害者連盟 
※指定期間  R4.4.1～R9.3.31 

13 点字図書館運営委託 
 

(昭和 48 年度) 

43,509 
 

(国 1/2) 
 
(指定管理料40,362) 

県 
(指定管理者) 

  視覚障害者の社会参加の促進を図るため、
点字図書館を運営し、点字図書、録音図書の
貸出・閲覧を始め、点訳奉仕員・音訳奉仕員
の養成及び各種相談を行う。 
※指定管理者 
県社会福祉事業団・県視覚障害者福祉協会 

※指定期間  R4.4.1～R9.3.31 

14 義肢製作所運営委託 
 

(昭和 62 年度) 
 
 

 

10,330 
 

(県 単) 
 

（指定管理料10,330) 

県 
(指定管理者) 

  義肢製作所を管理運営し、身体障害者の身
体的機能の回復と自立を図ることを目的に、
医学的判定と処方に基づき、補装具の製作・
修理・貸与を行うとともに補装具等の巡回相
談を行う。 
※指定管理者 県社会福祉事業団 
※指定期間  R4.4.1～R9.3.31 

15 精神障害者援護寮運
営委託 

 
(平成７年度) 

 

23,279 
 

(県 単) 
 

（指定管理料23,279) 

県 
（指定管理者） 

 精神障害者援護寮を運営し、回復途上にあ
る精神障害者に生活の場を提供し、日常にお
ける基本的な生活訓練を実施することによ
り、社会復帰につなげる。 
※指定管理者 アルカディア 
※指定期間  R5.4.1～R10.3.31 

16 障害福祉サービス等
情報公表制度 

 
(平成 30 年度) 

 2,126 
 

(国 1/2 等) 

県  障害者が個々のニーズに応じて障害福祉サ
ービスを選択できるよう、事業所の運営状況
等の情報を公表する。 

 

 ６ 福祉のまちづくり推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 福祉のまちづくり推
進事業 

 
(平成 15 年度) 

千円 
87 
 

(県 単) 

 
県 

 
 「人にやさしい福祉のまちづくり条例」に
基づく各種施策を推進する。 
・条例の普及啓発 
・特定生活関連施設の届出審査、検査等 
・適合証の交付 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
2 バリアフリー駐車場
適正利用促進 
（平成 20 年度） 

千円 
246 

 
（県 単） 

 
県 

  
車いす使用者用駐車施設の利用対象者に利

用証を交付する「思いやり駐車場利用証制度」
を推進し、利用対象者がいつでも車いす使用
者用駐車施設を利用できる環境を整備する。 

 

７ 精神保健の推進  

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 精神科救急医療シス
テム体制整備 

 
(平成８年度) 

千円 
92,720 

 
 (国 1/2 等) 

 
県 

(一部委託) 

 

 
 精神科救急医療体制を確保するとともに、
精神保健福祉法の規定による調査、診察及び
医療・保護を行うための体制を整備する。 
※一部委託先 精神科病院他 

2 自殺対策推進センター 
 

(平成 29 年度) 

16,166 
 

 (国 1/2) 

県 
（一部委託） 

 

 こころの健康センター内に設置した「自殺
対策推進センター」において、地域の特性に
応じた施策や、若年層、ハイリスク者等への
自殺対策を推進する。 

3 自殺対策 LINE 相談 
 

(令和５年度) 

20,000 
 

(国 1/2) 

県 
（委託） 

LINE による相談を実施することで、相談の
選択肢が増え、相談を躊躇していた方が気軽
に相談でき、県民の自殺リスクの軽減につな
がる。 

4 地域自殺対策強化事
業 

 
(平成 27 年度) 

26,453 
 
(国 10/10 等) 

県  相談支援体制の充実や人材養成など、自殺
対策を総合的に推進するとともに、地域の実
情に応じて市町村や民間団体等が行う自殺対
策事業に係る経費を補助する。 

5 高次脳機能障害対策 
 

(平成 21 年度) 

7,117 
 

(国 1/2) 

県 
（一部委託） 

 高次脳機能障害支援拠点機関を設置すると
ともに、支援コーディネーターを配置し、医
療的ケアやリハビリなどの専門的な相談支援
を行う。 
 

6 精神障害者地域移行
・定着支援事業 

 
(平成 25 年度) 

5,148 
 

（国 1/2） 

県 
（一部委託） 

 精神障害者ピアサポーターを養成し、入院
中の精神障害者との交流を行うことで、退院
への意欲を喚起するほか、精神障害者にも対
応した地域包括ケアシステムの構築を推進す
る。 
 

7 災害時精神医療 
 

(平成 29 年度) 

4,602 
 

(国 10/10 等） 

県  大規模災害等発生時に、被災地で精神科医
療機関の支援や被災者の心のケア活動を行う
災害派遣精神医療チーム（DPAT)の体制を整備
する。 

8 依存症対策 
 

(平成 30 年度) 

3,373 
 

（国 1/2） 

県 
（一部委託） 

 依存症対策推進のため、依存症対策推進協
議会の開催及び依存症関連団体の活動に対す
る補助を行うほか、ゲーム依存に関する啓発
フォーラムや回復支援に関わる人材育成研修
を実施する。 

9 精神・身体合併症対
策 

 
(平成 30 年度) 

33,506 
 

（県 単）  

県 
 

 

 身体疾患を合併する精神疾患患者に対し適
切な医療を提供するため、精神科医療体制を
整備する。  



- 80 - 

 

 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
10 障害児療育体制推進

事業  

千円 
55,936 

  

 
(1)療育システムネッ

トワーク推進事業 
 

(平成 14 年度) 

478 
 

(県 単) 

県   各地域で会議を開催し、関係者によるネッ
トワーク化、支援体制の整備などについて検
討を行うとともに、療育フェスティバルを開
催する。 

 
(2)地域療育相談事業 

 
(平成 19 年度) 

         55,458 
 

(国 1/2 等) 

県 
（一部委託） 

  伊勢崎、富岡、吾妻、利根沼田及び太田の
各保健福祉事務所並びに発達障害者支援セン
ターに心理士などの専門スタッフを配置し、
訪問・巡回による療育相談、「マザー＆チャ
イルド」、保育所・幼稚園などの職員に対す
るコンサルテーションや「つぼみの部屋」に
よる障害児早期療育事業などを行う。 
※委託先 前橋あそか会 ほか４法人  

11 発達障害地域連携 
 

（平成 16 年度） 
 

381 
 

(国 1/2） 

県 発達障害児(者)及びその家族に対する総合
的な支援体制の在り方の検討を行うととも
に、自閉症啓発デーを周知するなど、発達障
害について県民の理解と関心を深める。 

12 発達障害支援者養成
事業 

 
(平成 16 年度） 

758 
 

 (国 1/2 等) 

県 
（一部委託） 

発達障害児(者)に関わる人材育成のための研
修を行う。 

13 発達障害者支援体制
サポート事業 

1,720 
  

 
(1)発達障害者地域支

援マネジャー派遣 
     
(平成 27 年度) 

1,250 
 

(国 1/2) 

県 
（委託） 

 

  各地域に｢発達障害者地域支援マネジャー｣
を派遣し、相談支援事業所等を対象とした研
修等を企画し、実施する。 
 

 
(2)発達障害相談支援

サポーターフォロ
ーアップ研修 

 
（平成 28 年度） 

64 
 

（国 1/2） 

県  「発達障害相談支援サポーター」を対象に、
先進県での支援体制整備の取組内容等を学ぶ
研修を実施する。 

 

 
(3)かかりつけ医研修

等発達障害対応力
向上研修 

 
（平成 29 年度） 

406 
 

（国 1/2） 

県   かかりつけ医をはじめとした医療従事者に
対して、発達障害に関する研修を実施する。 

14 精神障害者措置入院
医療費公費負担 

 
(昭和 40 年度) 

157,387 
 

 (国 3/4) 

県   知事の措置により入院治療する精神疾患患
者の医療費を公費負担する。（所得税階層区
分による一部負担制度有り） 
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【問い合わせ先】 

 

ＴＥＬ ０２７－２２６－２６６１ 

ＦＡＸ ０２７－２２３－７８７２ 

 
 
 
 

薬  務  課  
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１ 医薬品等の安全性と適正使用 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 薬務事業推進 

千円 
 4,111 

  

 
(1)薬局機能強化のた

めの薬剤師人材 
確保事業 

 
 （平成 30 年度） 

 800 
 

(県（基金）) 

県 
（委託） 

 結婚、出産、子育て、介護等の理由で離職
した薬剤師の復職支援のための研修や、在宅
医療等に参画するために必要な薬剤師の資質
向上のための研修を実施する。 
※委託先 県薬剤師会 

 
(2)薬務事業推進 3,311 

 
（県 単） 

県  かかりつけ薬剤師・薬局や認定薬局等の制
度を推進するための事業を実施するほか、 
条例に基づき薬事審議会を開催し、医薬品等
の取扱いに関する事項等について調査審議を
行う。 

2 県薬剤師会医薬品情
報管理事業補助 

 
(昭和 54 年度) 

705 
  

（県 単） 

県薬剤師会  県薬剤師会が運営する「医薬分業支援セン
タ－」の医薬品情報(ＤＩ)管理部門に係る経
費を補助する。 
※ＤＩ管理部門職員数：２人(常勤２人) 
○定額補助 

3 災害用医薬品備蓄等 
 

(平成元年度) 

2,424 
 

(県 単) 

県 
(委託) 

 県地域防災計画に基づき、災害時における
医薬品及び医療機器等の供給体制を確保する
ため、災害用医薬品・医療機器等の備蓄や、
災害薬事業務に従事する薬剤師の養成研修を
実施する。 
※委託先 
 県医薬品卸協同組合、県医療機器販売業協
会及び県薬剤師会 

4 薬局機能情報提供 
 

(平成 19 年度) 

3,117 
 

(県 単) 

県  県民が薬局を適切に選択できるよう、薬局
の施設やサービスに関する情報（薬局機能情
報）を、ホームページで分かりやすく提供す
る。 

5 登録販売者試験登録
制度 

 
(平成 20 年度) 

13,857 
 

(県 単) 

県  一般用医薬品の販売に必要な資質を確認す
るため、登録販売者試験を実施する。 

6 後発医薬品適正使用 
 

(平成 21 年度) 

4,699 
   

(国 10/10) 

県  後発医薬品の適正使用の推進を図るため、
後発医薬品適正使用協議会を開催するほか、
適正使用、使用促進に向けた普及啓発を行う。 

7 災害時における薬剤
師の対応体制整備事
業 

 
(令和２年度) 

  203 
 

(県 単) 

県  災害時における地域の連携体制構築のた
め、県薬剤師会等関係団体や災害時の医療支
援に関わる医療チームを構成員とした連絡会
議等を実施する。 

8 医薬品等ＧＭＰ監視
指導 

 
(平成７年度) 

2,899 
 

(県 単) 

県 

 

 医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及
び体外診断用医薬品等の品質、有効性及び安
全性を確保するため、それらの製造販売業者
及び製造業者の監視指導を実施する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
9 無許可・無承認医薬 
品等指導取締 

 
(平成 15 年度) 

千円 
1,744 

 
(県 単) 

 
県 

 
 医薬品成分を含む違法な健康食品等による
健康被害について、速やかに情報収集し、関
係者及び県民へ周知を行う。また、違法製品
を市場から排除するため、市販製品の試買検
査を行い、医薬品成分の含有の有無を確認す
る。 

10 医療用後発医薬品の
品質確保 

 
(平成 12 年度) 

3,912 
 

(県 単) 

県   医療用後発医薬品の品質が先発医薬品と同
等性を有していることを確認するため、食品
安全検査センターにおいて内服固形製剤の溶
出試験を行う。 

11 医薬品等監視指導 
 

(昭和 35 年度) 

     1,310 
 

(国 10/10) 

県  不良医薬品等の市場流通を未然に防止する
ため、製造販売業者及び製造業者に対して国
際レベルの高度な監視指導を実施できる薬事
監視員を育成する。 

12 医薬品国家検定 
  

(昭和 54 年度) 

305 
 

(国 10/10) 

県  厚生労働省通知に基づき、医薬品・医療機
器等一斉監視指導等を実施する。 

 

２ 血液事業の円滑な運営 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 献血推進員設置費補
助 

 
(昭和 61 年度) 

千円 
1,315 

 
（県 単） 

 
県赤十字血液セ
ンター 

 
 安定的な集団献血を確保するため、事業所
献血の推進及び協力事業所等との連携強化を
図るほか、移植に用いる造血幹細胞の提供の
推進を図るため、県赤十字血液センター内に
献血推進員を設置する。 
○補助率 1/2 

2 県献血推進協議会  
  

(昭和 53 年度) 

275 
 

(県 単) 

県  献血制度の適正な運営を図ることを目的と
して、献血推進の年度計画策定のための協議
会を開催する。 

3 血液事業推進 
 

(平成 11 年度) 

1,488 
 

（県  単） 

県  献血者を確保し、県内の医療機関で必要と
する血液を安定的に供給するため、献血の普
及啓発のほか、献血功労者の表彰を始めとし
た献血推進活動など、総合的に献血事業を実
施する。また、血液製剤の適正使用を推進す
るため、合同輸血療法委員会の運営を支援す
る。 

4 若年層献血者対策 
 

(平成 19 年度) 

759 
 

(県 単) 

県   献血離れが進む若年層に対し、デジタルコ
ンテンツを活用した広報啓発を実施する。 
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３ 骨髄移植事業の推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 骨髄移植普及対策 

千円 
 1,681 

  

 
(1) 骨髄移植普及対策 

 
 （平成６年度） 

 626 
 

(県 単) 

県  骨髄移植ドナー登録制度の普及啓発を図る
とともに、献血会場でドナー登録が行えるよ
う登録説明員を養成する。 

 
(2) 群馬県骨髄ドナー

登録推進会議 
 
  （令和４年度） 

145 
 

（県 単） 

県  骨髄ドナー登録推進を図るため、関係者を
構成員とした推進会議を開催する。 

 
(3) 骨髄移植ドナー支 

援事業 
 
 (平成 28 年度) 

910 
 

(県 単) 

市町村 骨髄移植率向上を図るため、市町村が行う
骨髄移植ドナー助成制度に対して補助する。 
○助成内容 
ドナー休暇のない提供者へ１日当たり２万

円（７日間を限度） 
○補助率 1/2 

 

４ 毒物劇物の安全性確保  

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 毒物劇物監視指導 

 
(昭和 25 年度) 

千円 
234 

 
(県 単) 

 
県 

 
 毒物及び劇物の適正な製造、輸入、流通及
び使用を確保するため、製造業者、輸入業者、
販売業者及び業務上取扱者の監視指導を実施
する。 

2 毒物劇物取扱者試験 
 

(昭和 22 年度) 

1,048 
 

(県 単) 

県  毒物又は劇物の製造、輸入又は販売に必要
な資質を確認するための試験を実施する。 

 

５ 薬物乱用防止対策の推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 薬物関連問題相談事 
 業 

 
(昭和 63 年度) 

 

千円 
1,292 

 
(県単等） 

      
県 

 

 

 
 薬物乱用の予防啓発及び再乱用防止の観点
から保健福祉事務所において薬物関連問題に
係る一般的な相談に対応する。 
 また、こころの健康センターを依存症相談
拠点として、薬物依存症者等からの相談に応
じるとともに、関係機関職員等の対応能力の
向上を目的とした研修会や薬物依存症者の家
族を対象とした家族教室を開催する。 

2 薬物乱用防止啓発活 
 動 

 

3,946 
 

(県 単) 

県 

 

 薬物乱用対策を推進するため、薬物乱用対
策推進本部会を開催するほか、啓発資材を作
成し、薬物乱用防止指導員等と連携して、教
育現場や地域において啓発活動を実施する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
3 監視指導取締 

 

千円 
1,427 

 
(県 単) 

 
県 

 

 

 
 医療用麻薬の取扱い等の適正化を図るた
め、麻薬取扱者等への麻薬免許の交付及び麻
薬業務所等に対する立入検査を実施する。 
 また、危険ドラッグの乱用を未然に防止す
るため、未規制薬物の知事指定を行う。 

4 がん疼痛緩和推進事 
 業 
 

（平成 24 年度） 

          315 
 

(県 単) 
 

 
県 

 

 がん疼痛緩和に係る医療用麻薬の適正管理
を推進するため、薬剤師に対する講習会を開
催する。 
  

5 薬物再乱用防止対策
事業 

 
（平成 26 年度） 

          525 
 

(県 単)  

県  薬物依存症者の治療と回復支援に携わる関
係機関の職員を対象に、認知行動療法を用い
た治療・回復プログラムの理解を深めるため
の研修会を開催する。 

6 若年層薬物乱用防止
対策 

 
（令和 3 年度） 

          663 
 

(県 単)  

県  若年層における大麻の乱用が拡大している
ことから、若年層を対象とした啓発資材を作
製し、広報啓発を強化する。 

 

６温泉の保護・適正利用                                                                           

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 温泉保護対策 
 

(昭和 53 年度) 

 

千円 
1,266 

 
(県 単) 

 
県 

 

 
 温泉法に基づく各種許可業務や、温泉資源
を保護するための監視指導等を行う。 
 また、硫化水素ガス事故の発生が懸念され
る温泉地について、温泉利用施設への立入調
査やガス測定を行い、入浴事故を防止する。 

2 温泉振興促進 
 

(昭和 52 年度) 

550 
 

(県 単) 

県   温泉振興を促進するため、県内温泉関係者、
温泉アドバイザー、市町村担当職員等を対象
に、現状と将来的な展望を見据えた資源保護
の在り方を始め、今後の利活用や温泉地振興
等に関する研修会を開催する。 

3 温泉資源保護総合対
策調査研究事業 

 
(平成 20 年度) 

        892 
 

(県 単) 

県 
(一部委託) 

  県温泉協会等に対し、温泉に関する調査・
研究等を委託し、本県における温泉の保護対
策に必要な資料を整備する。 
※一部委託先 県温泉協会等  

4 温泉源定期調査業務
委託 

 
(平成 24 年度) 

         4,648 
 

(県 単) 

県 
(一部委託) 

 

 温泉資源保護の基礎データとするため、県
内の全源泉について、年１回、泉温、湧出量
（揚湯量）等を調査するもので、調査業務の
うち一部（測定業務）を委託する。 
※一部委託先（測定業務） 民間事業者等 
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７ 新型コロナウイルスワクチン接種の推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

1 新型コロナワクチン
接種等に係る広報 

 
(令和２年度) 

14,388 
 

(国 10/10) 

県 
（委託） 

正しい知識・情報に基づき、ワクチンの接
種について判断できるよう、県民に対し、必
要な情報を適宜発信する。 

2 専門的な相談に対す
る電話窓口運営 

 
(令和２年度) 

160,365 
 

(国 10/10) 

県 
（委託） 

ワクチン接種後の副反応など、医学的知見
が必要な県民からの専門的相談等に対応する
体制（「ぐんまコロナワクチンダイヤル」）
を整備する。 

3 副反応等に対応する
医療体制の確保 

 
(令和３年度) 

13,097 
 

(国 10/10) 

県 
（委託） 

ワクチン接種後の副反応等に対する医療体
制を確保するため、医療機関からの副反応を
疑う症状に関する相談・問合せや、患者の紹
介等の対応について、専門的な医療機関へ委
託して実施する。 
※委託先 県内医療機関 

4 県内市町村向け接種
予約システム運用 

 
(令和２年度) 

20,408 
 

(市町村負担金
10/10) 

県 
（委託） 

接種予約に関わる市町村の負荷を軽減する
とともに、接種予約における県民の利便性の
向上を図るため、県の公式LINEアカウント「群
馬県デジタル窓口」上に予約システムを構築
し、市町村と共同利用する。 
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【問い合わせ先】 

 

ＴＥＬ ０２７－２２６－２６７１ 

ＦＡＸ ０２７－２２３－３８６４ 

 
 
 
 

国 保 援 護 課  
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１ 国民健康保険運営の適正化及び安定化対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 国民健康保険給付適
正化指導 

千円 
602 

 
(県 単) 

 
県 

 
 療養の給付の適正を期するため、保険者に
対して、レセプト点検事務の研修を行う。 

2 国民健康保険施設活 
 動 

 
(昭和 44 年度) 

13,444 
 

（県 単） 

神流町 
東吾妻町 

       

 へき地住民の地域医療を確保するため、国
保直営へき地診療施設運営経費の赤字の一部
を補助する。 
○補助率 1/2 

3 国民健康保険委員会
運営 

 
(昭和 37 年度) 

155 
 

(県 単) 

県  国民健康保険審査会を設置・運営し、国民
健康保険の保険給付等に関する処分に対する
不服申立ての審査を行う。 
・委員９人（被保険者３、保険者３、公益３） 
・任期３年 

4 国民健康保険指導監 
査 

 4,739 
 

  

 
(1)国民健康保険指導 
  監査 

4,120 
 

(県 単) 

県  国民健康保険事業の適正な運営を図るた
め、保険者の指導・支援を行う。 
・糖尿病性腎症重症化予防の推進 
・保険者事務助言等（35 市町村） 

 
(2)医療費適正化計画 
  推進 

 
(平成 19 年度) 

619 
 

（県 単） 
 

県 医療費適正化計画を推進するため、第４期
医療費適正化計画の策定及び第３期医療費適
正化計画の進行管理に関する会議を開催す
る。 

5 国民健康保険運営安
定化推進 

6,198,694     

 (1)保険基盤安定費負 
  担 

 
(昭和 63 年度) 

6,171,852 
 

（県 単） 

市町村 国民健康保険は構造的に保険税負担能力の
低い低所得者の加入割合が高く、一定の所得
以下の世帯には保険税を軽減する措置が講じ
られている。この軽減相当額及び低所得者を
多く抱える保険者を支援するため、県・市町
村・国が一定割合で負担する。 
○保険税軽減分 
  低所得者に対する保険税軽減相当額の県 
負担分 
○保険者支援分 
  保険税軽減対象被保険者数に応じた平均 
保険税の一定割合の県負担分 
○負担割合 
・保険税軽減分 
 県 3/4、市町村 1/4 
・保険者支援分 
国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

(2)未就学児均等割保
険税負担金 

 
(令和４年度) 

24,879 
 
 

（県 単） 

市町村  未就学児の均等割保険税の５割を軽減する
費用を、県・市町村・国が一定割合で負担す
る。 
○負担割合 
国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

 (3)産前産後保険料負
担金 

 
(令和５年度) 

1,963 
 
 

（県 単） 

市町村  産前産後期間相当分（４ヶ月間）の均等割
及び所得割保険税免除額を、県・市町村・国
が一定割合で負担する。 
○負担割合 
国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
6 国民健康保険特別会
計繰出 

千円 
11,370,189 

  

 
(1)県繰出金（１号分

及び２号分） 
 

(平成 30 年度) 

9,169,121 
 

（県 単） 

県  市町村の保険給付費等の９％相当分を国保
特別会計に繰り出す。  

 
(2)高額医療費繰出金 
 

(平成 30 年度) 

1,487,482 
 

（県 単） 

県 レセプト１件 80 万円超の高額な医療の
費用負担の 1/4 を国保特別会計に繰り出す。 

 
(3)特定健康診査等繰

出金 
 

(平成 30 年度) 

307,085 
   

（県 単） 

県   市町村国保が40歳以上の被保険者に対して
実施する、内臓脂肪症候群（メタボリック・
シンドローム）に着目した特定健康診査・特
定保健指導に要する経費の 1/3 を国保特別会
計に繰り出し、被保険者の疾病予防や健康の
保持・増進を図る。 

 

 
(4)福祉医療制度減額

調整繰出金 
 

(平成 30 年度) 

402,567 
       

（県 単） 

県   福祉医療費支給制度の実施に伴う国民健康
保険国庫負担金等削減額のうち、県福祉医療
費補助金交付要綱に規定する者に係る削減額
の 1/2 を国保特別会計に繰り出し、国保財政
の健全な運営を確保する。 

 
(5)事務費等繰出金 

 
(平成 30 年度) 

3,934 
       

（県 単） 

県   国民健康保険運営協議会の開催経費等を国
保特別会計に繰り出す。 

 

２ 国民健康保険運営（国民健康保険特別会計） 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 国民健康保険財政運 
 営 

千円 
177,670,922 

  

 
(1) 保険給付費等交付

金 
 
(普通交付金) 
(平成 30 年度) 

133,873,427  
 

（国 等） 

市町村   県が市町村から納付金を徴収し、国及び県
負担分等と合わせて、保険給付費（医療費の
自己負担分以外）の全額を市町村に交付する。 

 
(2) 保険給付費等交付

金 
 
(特別交付金) 
(平成 30 年度) 

4,677,281 市町村 
 

  
ア 保険者努力支援

交付金 
948,547 

 
（国 10/10） 

 
 医療費適正化などの取組に応じ市町村に交
付する。 

 

  
イ 特別調整交付金  

 

1,076,981 
 

（国 10/10） 

 
 災害などの特別な事情に応じ市町村に交付
する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

  
 
ウ 特定健康診査等

負担金 

千円 
614,170 

 
（国 1/3） 

 
  
特定健康診査等に要する経費の 2/3 を市町

村に交付する。 

  
エ 県繰入金 2,037,583 

 
（県 単） 

 
 保健事業に要する経費や収納率向上などの
取組に応じ市町村に交付する。 

 
(3)後期高齢者支援金等 
  

(平成 30 年度) 

27,360,029  
 

（国 等） 

後期高齢者医療
広域連合 

  後期高齢者医療制度への負担金を社会保険
診療報酬支払基金を通じて後期高齢者医療広
域連合に納付する。（病床転換支援金を含
む。） 

 

 
(4)前期高齢者納付金 

 
(平成 30 年度) 

44,626 
   
（市町村負担金） 

被用者保険 

 

  前期高齢者の保険給付費等として社会保険
診療報酬支払基金を通じて被用者保険に納付
する。 

 
(5)介護納付金 
 

(平成 30 年度) 

9,099,386 
 

（国 等） 

市町村   介護保険制度への負担金について、社会保
険診療報酬支払基金を通じて市町村の介護保
険特別会計に納付する。 

 
(6)特別高額医療費共

同事業拠出金 
 

(平成 30 年度) 

434,202 
   

（国 等） 

国民健康保険 
中央会 

  著しく高額な医療費の費用負担を都道府県
間で調整する「特別高額医療費共同事業」に
対する拠出金を国民健康保険中央会に納付す
る。 

 
(7)交付金等過年度償還金 
 

(令和元年度) 

2,181,886 
 

国 
被用者保険 

前年度に交付された交付金等の額の確定に
伴う超過交付額を国及び被用者保険に返還す
る。 

2 国民健康保険保険者運営 114,904   

 
(1) 国民健康保険運営

協議会 
 
(平成 28 年度) 

620  
（県 単） 

県   県国民健康保険運営方針や国民健康保険事
業費納付金の算定など、県が行う国民健康保
険事業の重要事項について審議する。   

 
(2) 国民健康保険団体

連合会負担金 
 
(平成 30 年度) 

940 
   

（県 単） 

国民健康保険 
団体連合会 

  国民健康保険の保険者が加入する国民健康
保険団体連合会に会費及びシステム利用負担
金を納付する。 

 
(3) 国保システム運用

管理 
 
(平成 28 年度) 

2,374 
   

（県 単） 

県   国保事業費納付金の算定など、県が行う国
民健康保険の運営に必要なシステムの保守委
託を行う。 

 
(4) 国保ヘルスアップ

支援 
 
(平成 30 年度) 

110,970 
   
（国 10/10） 

県 
 

 

  糖尿病性腎症重症化予防及び特定健診受診
率向上など市町村国保が行う健康づくりの取
組を支援する。 

3 財政安定化基金積立金 
 

(平成 27 年度) 

204 
 

（国 10/10） 

県   保険給付費の増加や保険税収納不足による
財源不足に備える国民健康保険財政安定化基
金の運用益を積み立てる。 

4 一般会計繰出金 
 

(令和元年度) 

16,484 

 

市町村  特定健診等負担金の過年度の精算に伴い、
県費負担分に係る市町村からの償還金を県一
般会計へ繰り戻す。 

5 予備費 
 

(令和２年度) 

10,000 
 

想定外の支出に対応するために計上する。 
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３ 後期高齢者医療対策等 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

1 後期高齢者医療対策 千円 
25,513,454 

  

 
(1)県費定率負担 

 
(平成 20 年度) 

19,948,909 
 

（県 単） 

後期高齢者医療
広域連合 

 「後期高齢者医療制度」の医療費給付の費
用負担のうち法定割合を負担する。 
○負担割合 
・公費約 50％、後期高齢者医療を除く医療保
険各法の保険者約 40％、保険料約 10％ 

・公費について、国 4/6（うち 1/6 は調整交付
金）、県及び市町村が各 1/6 の割合で負担 

 
(2)高額医療費県費負

担 
 

(平成 20 年度) 

1,278,271 
 

（県 単） 

後期高齢者医療
広域連合 

 高額な医療費の発生による後期高齢者医療
広域連合の財政リスクを緩和するため、レセ
プト１件あたり80万円超の医療費の1/2を公
費で負担する。 
○負担割合 国 1/4、県 1/4、保険料 1/2 

 
(3) 保険基盤安定制度

県費負担 
 
(平成 20 年度) 

4,283,674 
 

（県 単） 

 

後期高齢者医療
広域連合 

(交付先：市町村) 

 後期高齢者医療広域連合の運営の安定化を
図るため、低所得者等に対する保険料軽減額
を負担する。 
○負担割合 県 3/4、市町村 1/4 

 
(4)財政安定化基金 

 
(平成 20 年度) 

137 県   保険料の未納リスク、給付増リスク等によ
る後期高齢者医療広域連合の財政への影響に
対応するため、県に設置している財政安定化
基金に積み立てを行う。（運用益のみ） 

 
(5)後期高齢者医療審

査会 
 

(平成 20 年度) 

111 
 

(県 単) 

県   市町村及び広域連合の行った行政処分に対
する不服申立ての審査を行う。 
・委員９人(被保険者３、広域連合３、公益３) 
・任期３年 

 
(6)医療費適正化対策 

 
(平成 20 年度) 

2,352 
 

(県 単) 

県  後期高齢者医療費の適正化を図るため、後
期高齢者医療広域連合に対し、診療報酬明細
書(レセプト)点検の技術的助言等を行いレセ
プト点検技術の向上を図る。 

 
４ 福祉医療対策等 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 福祉医療費補助金 

千円 
7,101,000 

 
 

 
 
 子ども、重度心身障害者及び母子・父子家
庭等の経済的負担の軽減を図り、安心して必
要な医療を受けられるよう、市町村が実施す
る福祉医療費支給制度に補助する。 

 
(1) 子ども医療費補助 

 
(昭和 47 年度) 

3,351,000 
 

（県 単） 

市町村 

 

○対象 
補助対象中学校卒業まで（15 歳の年度末まで）

○補助率 1/2 

 
(2)重度心身障害者医

療費補助 
 

(昭和 48 年度) 

3,191,000 
 

（県 単） 

市町村 ○対象 
  ①障害年金１級の者 
  ②特別児童扶養手当１級の者 
  ③身体障害者手帳１・２級の者 
  ④療育手帳Ａの者 
○補助率 1/2 
※入院時食事療養費については、住民税非課 
税世帯のみ助成 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
 
(3)母子家庭等医療費

補助 
 

(昭和 49 年度) 

千円 
559,000 

 
（県 単） 

 
市町村 

 
○対象 
 所得税非課税であって 

① ひとり親家庭の母又は父及びその児童 
② 父母のいない児童 
（いずれも児童が 18 歳の年度末まで） 

○補助率 1/2 
2 福祉医療公費負担制
度協力費補助 

 
(昭和 48 年度) 

2,945 
 

(県 単) 

県医師会 
県歯科医師会 
県薬剤師会 

県国保連合会 

 福祉医療費公費負担制度の円滑な実施を図
るため、県医師会等に対し、研修会等の経費
を補助する。 

3 外国人患者受入医療
機関支援事業補助 

 
(令和３年度) 

3,500 
 

(県 単) 

（公財）群馬県観
光物産国際協会 

 コロナ禍でも公的医療保険等の適用を受け
ない外国人患者を安心して診療できるよう、
救急医療機関に係る医療費の未収金を補てん
する。 

 
５ 援護対策 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 戦傷病者援護推進 

千円 
131   

 
(1)療養費支給及び補

装具交付等 
(昭和 38 年度) 

131 
 

(国 10/10 等) 

国・県  療養費支給、補装具交付、無賃乗車券引換
証交付等により、戦傷病者の日常生活を支援
するとともに、歳末の慰問を行う。 

2 戦没者遺族援護推進 10,223   

 
(1) 戦没者遺族相談員

設置 
 
(昭和 45 年度) 

692 
 

 (国 10/10) 

県   戦没者遺族からの援護の相談に応じるとと
もに、遺族に対して日常生活上の指導や助言
を行うため、相談員を配置する。 

 
(2) 戦没者遺族特別給

付金支給 
 
(昭和 27 年度) 

9,531 
 

(国 10/10) 

県  戦没者遺族に対して各種給付金の支給事務
を行うほか、遺族年金等の受給に係る手続き
について必要な指導や助言を行う。 

3 戦没者慰霊事業実施 12,537   

 
(1)県遺族の会運営費

補助 
 

(昭和 39 年度) 

2,600 
 

(県 単) 

県遺族の会  戦没者遺族の援護及び福祉増進を図るた
め、県遺族の会に対し、運営費の補助を行う。 

 
(2)県戦没者追悼式 

 
(昭和 38 年度) 

6,451 
 

(県 単) 

県   「終戦の日」（８月 15 日）に、県戦没者追
悼式を実施する。  

 
(3) 全国・市町村戦没

者追悼式参列 
 
(昭和 38 年度) 

431 
 

(県 単) 

国・市町村   「全国戦没者追悼式」に県内遺族代表とと
もに参列するほか、県内市町村が実施する戦
没者追悼式に参列する。 

 
(4)沖縄「群馬之塔」

慰霊参拝事業補助 
 
(昭和 42 年度) 

1,004 
 

(県 単) 
 

県遺族の会  沖縄「群馬之塔」慰霊参拝事業に要する参
加経費及び慰霊式典執行経費について、県遺
族の会に補助する。 
○補助率 1/3 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
 
(5)沖縄「群馬之塔」

維持管理費補助 
 
(昭和 49 年度) 

千円 
410 

 
(県 単) 

 
県遺族の会 

  
県遺族の会が所有し、同会が（公財）沖縄

県平和記念財団に管理を委託する、沖縄「群
馬之塔」の維持・管理に要する経費を補助す
る。 

 

 
(6)県満蒙拓魂之塔奉

賛会慰霊事業補助 
 

(昭和 50 年度) 

80 
 

(県 単) 

県満蒙拓魂之塔
奉賛会 

 県満蒙拓魂之塔奉賛会が実施する満蒙開拓
団物故者のための慰霊行事の開催経費等に対
して補助を行う。 

 
 (7)県遺族の会次世

代継承事業補助 
 

(令和４年度) 

450 
 

(県 単) 

県遺族の会 県遺族の会が実施する「戦争の記憶次世代
継承事業」の実施に要する経費等を補助する。 

4 中国残留邦人等援護
推進 

12,663 
  

 
(1)中国帰国者支援・

相談員派遣 
 

(平成 20 年度) 

7,785 
 

(国 10/10) 

県  「中国残留邦人のための特別な措置」とし
て支援給付を受給する中国帰国者に対し、支
援・相談員を派遣して生活の支援を行い、県
内への定着を図る。 

 
(2) 中国帰国者自立支

援通訳派遣 
 
（令和５年度） 

888 
 

(国 10/10) 

県  中国帰国者が医療・介護サービス利用、健
康相談や就労相談、公的機関から援助を受け
る時などに通訳員を派遣し、サービスを受け
る際に不便が生じないよう支援を行う。 

 
(3) 日本語教育支援事

業補助 
 

(平成６年度) 

1,122 
 

(国 10/10) 

県拓友協会  中国帰国者の日本語習得を目的として、県
拓友協会が実施する「日本語教室」の開催経
費に対して補助を行う。 

 
(4) 県拓友協会運営費

補助 
 
(平成６年度) 

1,580 
 

(県 単) 

県拓友協会 
 

 

  中国帰国者に対し県内への定着や自立促進
に向けた支援を行う県拓友協会に、運営費の
補助を行う。 
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【問い合わせ先】 

 

ＴＥＬ ０２７－２２６－２４４１ 

ＦＡＸ ０２７－２４３－３４２６ 

 
 
 
 

食 品 ・ 生 活 衛 生 課  
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１ 食品安全行政の総合的推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 食品安全総合推進 
 

(平成 14 年度) 

千円 
3,798 

 
 
 食品安全行政の一体的推進を図るため、食
品安全会議等の運営を行う。 

 
(1)食品安全審議会運

営 
127 

 
(県 単) 

県   食品等の安全確保に関する重要事項を調査
審議するため、委員 10 人からなる食品安全審
議会の運営を行う。 

 
(2)食品安全総合推進

運営 
645 

 
(県 単) 

県  食品安全会議や特定事案に関して設置する
検討部会等の運営のほか、ぐんま食の安全・
安心県民ネットワークとの協働事業等を行
う。 

 
(3)食物アレルギー理

解促進 
1,226 

 
(国 10/10) 

県  食物アレルギーによる事故を防止するた
め、啓発資材を作成し、正しい知識の普及を
図る。  

 
(4)食品の安全等に関

する県民意識調査 
1,800 

 
(県 単) 

県 
（委託） 

 ｢群馬県食品安全基本計画 2020-2024｣の評
価、次期計画策定に向けて食品の安全等に関
する県民意識を把握する。 

2 リスクコミュニケー
ション推進 

 
(平成 14 年度) 

1,029 
 

 食の安全・安心に関して、情報発信を行う
とともに、県民との相互理解促進のための意
見交換等を行い、食品安全行政への反映を図
る。 

 
(1)食品安全県民会議

運営 
155 

 
 

(県 単) 

県   消費者、生産者、製造・加工業者、小売業
者、学識経験者、報道、行政等の委員 12 人か
らなる食品安全県民会議を開催し、食品安全
に係る諸課題について意見交換を行う。 

 
(2)県民との意見交換

会等 
211 

 
(県 単) 

県  広く消費者や生産者等との意見交換を行
う。 

 
(3)地域リーダー育成 36 

 
(県 単) 

県  地域におけるリスクコミュニケーションの
担い手となる人材を育成する。 

 
(4)食の安全情報作成 627 

 
（県 単） 

県  食の安全情報通信員の活動等を通じて、食
に関する正しい情報をわかりやすく提供し、
食品安全への理解促進を図る。 

3 食品表示理解促進 
 

(平成 14 年度) 

273 
 

(県 単) 

県  情報紙、ホームページ、動画配信、説明会
の開催等により、広く県民に食品表示制度の
啓発を図る。 

4 食品衛生検査 施設
業務管理 

 
(平成 15 年度) 

8,374 
 

 
(県 単) 

県  食品衛生法第 29 条及び同法施行規則第 37
条に基づき、食品安全検査センターや各保健
所等における業務管理を適正に執行し、試験
検査の信頼性を確保する。 
・主な内容 
①外部精度管理、②内部点検・内部精度管理、
③検査機器の保守点検委託 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
5 食品安全検査総合推
進 

 
(平成 15 年度) 

千円 
25,916 

 
 
 検査計画に基づき、本県産農産物及び輸入
食品を含む県内流通食品等を食品安全検査セ
ンターで検査し、食の安全を確保する。 

 
(1)食品安全検査 

 

13,486 
 

(県 単) 

県 
 

 

 食品衛生法、食品表示法及び県農薬適正使
用条例に基づき、生産段階及び流通段階にお
ける食品検査を計画的に行う。 

 
(2)機器整備 12,430 

 
(県 単) 

県  食品添加物検査、残留農薬検査、食品微生
物検査等の検査に使用する機器の更新を行
う。 

 
２ 食品等の安全確保 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 食品検査業務 

千円 
3,222 

 
(県 単) 

 
県 

 
県衛生環境研究所において、食中毒事件の

原因究明のための検査を実施する。 

2 食品衛生関係団体事
業委託 

7,366 
 

(県 単) 

県 
（委託） 

次の事業を業務委託により実施する。 
・食品衛生推進員活動業務 (平成８年度) 
 推進員 130 人を委嘱し、食品衛生に関する
情報伝達、消費者相談窓口業務、ＨＡＣＣＰ
に沿った衛生管理の実施状況確認業務を委託
する。 
・食品衛生管理基準指導業務(昭和 44 年度) 
 営業許可施設に対する、食品衛生法に基づ
く衛生管理基準の巡回指導業務を委託する。 
※委託先 県食品衛生協会 

3 自主管理体制強化事
業補助 

 
(昭和 33 年度) 

1,440 
 

（県 単） 
 

県食品衛生協会  食品衛生指導員の養成・研修、食品衛生知
識の普及、食品衛生功労者及び優良施設の表
彰、製品自主検査の推進等、協会の実施する
自主管理体制強化事業に対し補助する。 
○補助率 1／2 

4 食品営業許可・届出 22,876 
  

(県 単) 

県  営業許可申請施設の調査及び許可事務のほ
か、営業届出の受理事務を行う。 
・営業施設情報、監視情報等を電算管理し、
データ処理の迅速化を図る。 
・食品営業許可申請等の手続きに係る相談・
指導助言、衛生知識の普及啓発のため、保健
福祉事務所(保健所)に食品衛生相談員を配置
する。 

5 食品衛生指導啓発 4,156 
 

(県 単) 

 

県 ・食品関係施設(許可施設及び給食施設等の届
出施設)の監視、指導を行うとともに、不良食
品の流通防止のために食品の収去検査等を行
う。 
・HACCP に沿った衛生管理の導入について、食
品営業者への指導助言等を強化し、食中毒の
予防及び食品衛生の向上を目指す。 
・食品衛生監視員の資質及び知識の向上を図
るため、国等が開催する各種講習会へ派遣す
る。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
6 製菓衛生師指導 

 

千円  
557 

 
(県 単) 

 
県 

 
 製菓衛生師試験及び免許交付事務を行う。 

7 調理師指導  1,792 
 

(県 単) 

県   調理師試験及び免許交付事務を行う。 

8 調理師研修 588 
 

（県 単） 

県 
 

  外食や中食の増加に伴い調理師にはより高
度な技術と知識が求められることから、調理
師の専門性を高める研修会を実施する。 

9 牛肉対米輸出対策 
 

(平成２年度) 

3,776 
 

(県 単) 

県  牛肉輸出認定施設が実施する衛生管理の検
証、輸出に必要な微生物検査を行うとともに、
輸出牛肉に対する衛生証明書を発行する。 

10 食鳥検査 
 

(平成３年度) 

890 
 

(県 単) 

県  県内２施設の大規模食鳥処理場(年間処理
羽数 30 万羽以上)において処理される全ての
鶏について食鳥検査を行うとともに、施設の
衛生管理が適切に行われているか外部検証を
行う。 
 また、認定小規模食鳥処理場の監視指導を
行う。 

11 ぐんまの食肉総合安 
全対策 

 
(平成８年度) 

7,905 
 

(県 単) 

県  安全な食肉を提供するため、県内における
食肉中の残留有害物質(抗菌性物質等)のモニ
タリング検査を実施し、県産食肉の安全性を
確認する。 

12 食肉衛生検査所管理
運営 

17,613 
 

(県 単) 

県  食肉衛生検査所の庁舎管理等を行う。 

13 牛乳衛生 194 
 

(県 単) 

県  乳処理場等の監視・指導及び牛乳等の収去
検査を行う。 

14 化製場等の監視・指 
  導 

3 
 

(県 単) 

県  化製場等の監視・指導を行う。 

15 と畜検査 61,023 
     

(県 単) 

県  県内のと畜場で処理される全ての獣畜につ
いてと畜検査を行うとともに、施設の衛生管
理が適切に行われているか外部検証を行う。 
 と畜検査業務の円滑化を図るため、会計年
度任用職員を配置する。 

16 牛 海 綿 状 脳 症 
(BSE)対策 

 
(平成 13 年度) 

840 
 

（国 10/10 等） 
 

県  と殺前の検査において、神経症状が疑われ
た 24 か月齢以上の牛及び全身症状を呈する
24 か月齢以上の牛について、牛海綿状脳症
(BSE)のスクリーニング検査を実施する。 
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３ 食品表示対策  

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 食品表示監視・指導 

 
(平成 14 年度) 

千円 
805 

 
(県 単) 

 
県 

 
 食品表示法に基づく食品表示基準による食
品表示制度の理解促進と適正化を推進すると
ともに、関係法令に基づく食品表示制度の適
正な運用を図る。 
 事業者向け食品表示講習会を開催し、事業
者による自主的な取組の促進を図る。 

2 食品表示確認事業 
 

(平成 16 年度) 

      284 
 

(県 単) 

県  食品の成分分析やＤＮＡ鑑定等の科学的検
査を実施し、表示の真正性の確認を行う。 

 
 
４ 安全な水道づくり 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 災害に強い水道づく
り促進費補助 

 
(平成８年度) 

千円 
22,000 

   
(県 単) 

 
市町村 

 
地震・渇水等不測の事態による断減水を防

ぎ、水道水の安定供給を図るため、市町村が
経営する簡易水道等の老朽施設耐震化整備に
要する経費の一部を補助する。 
○補助率 1/3、1/4 

2 水道施設整備費指導
監督 

 
（昭和 61 年度） 
(平成 28 年度) 

1,632 
 

(国 1/2) 

 

県 
 

 

 簡易水道等施設整備費国庫補助事業、水道
水源開発等施設整備費国庫補助事業及び生活
基盤施設耐震化等交付金事業を適正に推進す
るための指導監督を行う。 

3 生活基盤施設耐震化
等補助 

 
(平成 28 年度) 

1,649,861 
 

(国 10/10) 
 

市町村等 

 

 国の生活基盤施設耐震化等交付金を活用
し、市町村等が行う水道施設の耐震化や水道
事業の広域化に要する経費の一部を補助す
る。 
○補助率 1/3、1/4、4/10 

4 水道事業基盤強化推 
 進 

 
(令和 2 年度) 

846 
 

(国 1/2) 

県  令和４年度末策定の群馬県水道広域化推進
プランで提案する多様な広域連携策をふま
え、法定計画である水道基盤強化計画の策定
に向けた取組を推進する。 

5 水道施設維持管理 643 
 

(県 単) 

県  水道施設(上水道等)の自主管理の適正化を
図るため、施設への立入検査を実施する。 
 また、水道水質検査技術及び信頼性の向上
のため、水質基準項目等の精度管理を実施す
る。 

 
５ 生活衛生の水準向上 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 生活衛生関係営業施
設監視指導業務 

 
(昭和 25 年度) 

千円 
444 

 
(県 単) 

 
県 

 
 生活衛生関係営業施設の監視指導を行う。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
2 生活衛生営業施設許
可確認 

 
(昭和 25 年度) 

千円 
181 

 
(県 単) 

 
県 

  
生活衛生関係営業施設の新規許可、確認に

伴う監視・指導を行う。 

3 特定建築物監視 

 

291 
 

(県 単) 

県 

 

 特定建築物(床面積が3,000㎡以上で多数の
者が使用又は利用するもので、政令で定める
もの)の監視・指導を行う。 

4 レジオネラ対策講習 
 会 
 

(平成 18 年度) 

145 
 

(県 単) 

県  旅館及び公衆浴場の営業者等を対象とした
講習会等を開催し、公衆衛生の確保を図る。 
 

5 クリーニング師試験
等の実施 

 
(昭和 26 年度) 

255 
        

(県 単) 

県  クリーニング師試験(年１回)を実施する。 

6 遊泳用プールの調査 
 

(平成 12 年度) 

10 
 

(県 単) 

県  遊泳用プール設置者に対し、衛生管理指導
を行う。 

7 民活型生活衛生向上
事業 

 
(平成 13 年度) 

360 
  

(県 単) 

県 
（委託） 

 営業者自身による自主的な衛生管理を推進
し、生活衛生営業施設の衛生の向上等を図る。 
○対象業種 
理容業、美容業、クリーニング業、公衆浴場
業 
※委託先 県生活衛生営業指導センター 

8 レジオネラ症患者発
生時の入浴施設調査 

 
(平成 24 年度) 

288 
  

(県 単) 

県  県内の入浴施設等が感染源と推定されるレ
ジオネラ症患者発生時に施設調査及び衛生管
理指導を行う。  

9 高齢者・障害者に優
しい銭湯づくり推進 
事業補助 

 
(平成７年度) 

1,000 
 

(県 単) 
 

一般公衆浴場の
営業者 

 高齢者や障害者等、身体の不自由な人が安
心して一般公衆浴場（銭湯）を利用できるよ
う、営業者が基幹設備の更新や浴室等の改善
を行った場合に経費の一部を補助する。 
（主な内容の限度額：元釜の更新 900 千円） 
○補助率 1/3 

10 生活衛生関係営業対
策事業費補助 

 
(昭和 57 年度) 

18,000 
  

（国 1/2） 

県生活衛生営業
指導センター 

 

 生活衛生関係営業の近代化、合理化及び衛
生水準の向上を図るため、指導センターが実
施する生活衛生関係事業者の健全な経営のた
めの指導等の事業に補助を行う。 

11 住宅宿泊事業監視指
導 

 
(平成 30 年度) 

51 
  

(県 単) 

県  住宅宿泊事業の届出住宅の監視指導を行
う。 

 
６ 動物愛護・共生推進 

事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
1 負傷動物収容等委託 

 
(昭和 52 年度) 

千円 
171 

 
(県 単) 

 
県 

（委託） 

 
 路上などで負傷した犬猫等を収容・治療す
る業務を委託により実施する。 
※委託先 県獣医師会 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
2 動物愛護ポスター募集 
 

(昭和 50 年度) 

千円 
168 

 
(県 単) 

 
県 

   
県内の小・中学校及び特別支援学校の児童

生徒から動物愛護ポスターを募集し、優れた
作品の表彰・展示を行う。 

3 動物ふれあい推進事
業委託 

 
(平成 11 年度) 

5,246 
 

(県 単) 

県 
（委託） 

 県内の小学校や幼稚園、保育所に獣医師を
派遣し、子どもと動物のふれあいの場を提供
する「動物ふれあい教室」を開催する。 
 また、動物飼育に係る相談や飼育動物の診
察・治療、講習会の開催を行う。 
※委託先 県獣医師会 

4 動物取扱責任者講習会 
 

(平成 18 年度) 
 

598 
 

(県 単) 
 

県 
 
 
 

 動物の愛護及び管理に関する法律（動物愛
護法）に基づき、動物取扱責任者を対象に研
修会を開催する。 
 

5 動物愛護管理推進計
画事業 

 
(平成 20 年度) 

4,577 
 

(県 単) 

県  動物愛護センターに引き取られた犬・猫が、
できる限り生存の機会を得られるよう、新た
な飼い主への譲渡事業等を実施する。 

6 動物愛護推進員 
 

(平成 20 年度) 

35 
 

(県 単) 

県  地域における動物の愛護及び適正な飼養管
理に関する指導・助言等の実施及び行政機関
への協力活動を行う動物愛護推進員活動を支
援する。 

7 犬の捕獲・収容･返還
業務 

30,627 
 

(県 単)   

県   狂犬病予防及び動物による危害防止のた
め、動物愛護センターに会計年度任用職員を
配置し、所有者不明犬等の収容・管理を行う
とともに、飼い主に対して犬の登録・狂犬病
予防注射の実施等適正飼養の指導を行う。 
 また、動物取扱業者の登録、立入り調査、
指導等を行う｡ 

8 動物愛護センター運営 21,926 
   

(県 単) 

県 
 

 動物愛護センター施設の管理運営を行う。
また、沼田の管理保護棟で収容犬等の処分を
行う。 

9 犬・ねこに優しい運搬 
 

（平成 24 年度） 
 

387 
 

（県 単） 
 

県 

 

 動物愛護法の趣旨に則り、動物愛護センタ
ーが捕獲・収容した犬・ねこを管理保護棟ま
で適切に運搬する。 
 

10 飼い主のいない猫 
対策支援事業 

 
（平成 29 年度） 

3,999 
 

（県 単） 

県 

（委託） 

 動物愛護団体や獣医師会と連携し、ふるさ
と納税を活用して、地域住民等による飼い主
のいない猫への不妊去勢手術等の支援を行
う。 
※委託先 県獣医師会及び動物愛護団体 

11 ぐんま犬猫パートナ
ーシップ制度 

344 
 

(県 単) 

県 
 

 飼い主に対する適正・終生飼養の啓発や、
行政の行う譲渡事業の周知等に協力するペッ
トショップ等の登録制度「ぐんま犬猫パート
ナーシップ制度」を実施する。 
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事  業   名 
(事業開始年度) 

予 算  額 
（財 源） 

実 施 主 体 事   業   概   要 

 
12 ペットとの共生推進 

 
(令和５年度) 

千円 
59,200 

 
(県 単) 

   
犬の嗅覚等能力を活用する研究を研究機関

等と協力して進めるとともに、取組の内容等
を県民に周知する取組を実施することで、人
とペットの共生社会を推進する。   

 
(1)探知犬医学研究委 
  託 

20,500 
 

(県 単) 

県 
（委託） 

 

公募により犬の嗅覚等能力を活用する医学
研究を選定し、委託により実施する。 

 
(2)犬の管理・訓練等 

委託 
22,400 

 
(県 単) 

県 
（委託） 

犬の導入及び管理訓練等を委託により実施
する。 

 
(3)探知犬の育成に向 

けた調査 
10,300 

 
(県 単) 

県 

 

海外から探知犬の専門家を招聘する等探知
犬の育成に向けた調査を行う。 

 
(4)ペットとの共生社 

会普及啓発 
6,000 

 
(県 単) 

県 

 

ペットとの共生社会づくりに向けたイベン
ト等を開催する。 
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